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青森県のＦＭツール開発業務の概要 

 

県の財政状況を示す基金残高の推移は、平成１７年１０月時点における中期財政試算

ローリングの結果によると平成２０年度には８億円となる見込みであり､平成１６年度

末現在４，３７９棟ある県有施設を全て保有し続ける事が困難な状況が予測される。 

 さらに､公共施設を取り巻く考え方も、地球環境保全、社会資本の有効活用、公共施

設の削減などを背景に、新築や建替から施設を長く使い続ける方向に転換してきている。 

 

 これらを踏まえて青森県の資産全体戦略を「総量縮小」、「優良資産への集中投資」、

「遊休施設の有効活用、運用と廃棄」と設定して、戦略を実行するためのツールとして

「ライフサイクルコスト試算手法」、「施設評価手法」の検討、開発を行った。 
公共施設戦略に沿って建物をより永く、より有効に使うため基本的な５つの項目を設

定した。 
１．施設整備方針：①安全、②みんなにやさしい、③環境と調和、④持続可能 
２．施設要求性能：①安全性、②快適・効率・利便性、③公共性、④資産価値、⑤歴

史・文化性 
３．目標使用年数：新築施設８８年（長期１００年超）、既存施設６０年（長期８８

年） 
４．施設評価指標：①安全性、②ユニバーサルデザイン、③環境調和、④資産価値、

⑤利用者満足度 
５．計画保全の優先度：重要度、損失度、緊急度 

 
ＦＭツールの概要 

資産全体戦略を実行に移すためのＦＭ（ファシリティマネジメント）ツールとして以

下の２つのツールを開発した。 
「ライフサイクルコスト試算手法」は、県有施設全体の３０年間の現状ライフサイク

ルコストを集計し、財政負担の軽減と平準化に向けたシミュレーションを実施した結果

を基に、資産戦略に基づいたライフサイクルコストを適正化することを目的としている。 
 「施設評価手法」は、県有施設の性能と価値を把握し、施設再生や転用など利活用・

廃棄に向けた適合性の判定、さらに評価に基づく資産戦略の実行と総量縮小の実現を目

的としている。 
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「ライフサイクルコスト試算手法」と「施設評価手法」の目的に沿った活用イメージ

は、以下の図のようなサイクルにより、資産戦略の実施・決定として転用、運用、維持、

再生そして、総量縮小としての解体、売却に資することが可能になる。 
 

 
 
ライフサイクルコストの算出 

  主な県有施設について、ライフサイクルコストを以下の４パターンで試算した。 
 「現状」（パターン A）： 

現状の施設量を保持 
 「現状＋統廃合」（パターン B）： 

行政改革に掲げる統廃合による施設量の縮小 
 「現状＋統廃合＋長寿命化」（パターン C）： 

さらに使用年数を４０年から６０年（長期８８年）に長寿命化 
 「現状＋統廃合＋長寿命化＋総量縮小」（パターンＤ）： 

さらに老朽施設の廃止による施設量を縮小 
 
 今後３０年間のＬＣＣ総額試算の結果から、パターン Aから Dの順に財政負担が減
少し、パターン Aと Dの比較で約１，２００億円（約４０億円／年）、２０．７%の削
減となり､県有施設総量シナリオの立案の有効性が確認された。 
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モデル施設の評価 

 施設評価手法の開発に際して、モデル施設により建替、転用、再生、維持、運用、廃

棄（売却）、廃棄・運用（取壊）の７つの利活用パターンの可能性を評価した。 
 施設評価手法は､利活用パターンの可能性評価のみならず､施設管理者が施設状況を

定期的に把握し､情報を共有するツールとしても有効であることがわかった。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
施設評価概要シート            施設評価結果シート 

 
 

今後の展開 

 今回開発したツールは、県有施設が県財政に与える影響についてシミュレーションが

可能となった。また、施設評価においては、政策目標の達成状況と業績などの施策・事

業評価、財政状況の評価と併せ統括的に判断した施設ごとの利活用パターンの選択が実

施可能となる。 
今後、施設利活用の可能性を検討する際の客観的な根拠による透明性確保と、政策判

断のアカウンタビリティに貢献するものと考える。 
 

 

 



第１編１.策定の背景 

 4 

第１編 開発の経緯 

 

１.策定の背景 

 

（１）青森県を取り巻く背景 

 日本経済はバブル崩壊後の低迷期を抜け出したと言われるようになってきたが、本格的な

人口減少・超高齢化社会の到来や財務会計・ＩＴのグローバル化の進展など大きな環境変化

に直面している。これらに対処するため構造改革が進められ、今後の日本経済の行方を左右

する局面に立っている。 

また、京都議定書の発効による環境負荷の低減や景観の保全に対して関心が高まっている

など、建物を取り巻く環境は大きく変化しつつある。 

 このようなことから、今までは建替が中心であった考え方が、建物をより永く使おうとす

る考え方に転換してきていると同時に、新しい施設管理手法であるファシリティマネジメン

トが民間を中心に広がってきている。ファシリティマネジメントとは、施設を経営資源とし

てとらえ、経営的視点に基づき、総合的・長期的観点からコストと便益の最適化を行いなが

ら、資産を戦略的かつ適正に管理・活用していく手法である。 

 青森県においては、平成１５年１１月に策定された財政改革プランにより新規大型施設の

着工を凍結したこと、築後３０年を超える施設が今後増加することにより経費負担の増加が

懸念されること、また、平成１６年１２月に改訂された行政改革大綱により職員の削減及び

施設の統廃合を進めるとしたことなど、日本全体と同様環境に大きな変化がみられる。 

 このような環境の変化に対応するため、県有施設を資産としてとらえ、経営的な視点から、

コスト削減のみならず、より効率的な施設運用や資産管理、又は新たな施設経営手法の確立

が必要である。 

 

（２）青森県の人口推移 

 今後、総人口と労働人口が減少することから、税収の減少、社会保障費の負担増大が懸念

されているところであり、国及び各地方公共団体にはこのような諸問題に対処するため、よ

り簡素で効率的な行財政システムの構築が求められている。 

青森県では、全国よりも早く人口の減少が始まっている。また、日本の将来推計人口にお

いても本県の総人口は平成１２年の１４７万６千人から平成４２年（２０３０年）には１２

６万５千人にまで減少し、全国よりも早いペースで減少すると予測されている。 

 同じ期間で年少人口は、２２万３千人から１４万１千人に減少、高齢者人口は２８万７千

人から４２万人に増加すると予測されており、少子高齢化も極めて早いスピードで進行する。 
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図１－１－１ 日本の将来推計人口 

（平成１４年１月、国立社会保障・人口問題研究所） 

 

 

 

 

 

 

       １９７０年       ２０００年      ２０３０年 

 

図１－１－２ 青森県の人口ピラミッド 

 

 

（３）青森県の財政状況 

 平成１５年１１月に策定された県の財政改革プランでは、平成１８年以降は約４００億円

程度の基金残高であったが、三位一体改革による地方交付税の削減のため、平成１６年５月

時点の中期財政試算ローリングでは平成２０年度に４３９億円の赤字という結果となった。

県の財政再建団体転落ラインは赤字１７０億円程度と考えられ、平成１６年５月時点でのロ

ーリング計画では平成１９年度にもそのラインを下回る予測が確認された。 

これに対処する様々な行財政改革の取組状況を勘案した平成１７年１０月における試算ロ

ーリングでは平成２０年度の赤字転落は避けられる見通しとなってはいるが、未だ予断を許

さない状況である。 
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図１－１－３ 青森県の基金残高の推移 

 

（４）青森県の施設状況 

１）概要 

 青森県の施設状況は平成１６年度末現在で４，３７９棟、約２２１万㎡の施設があり、そ

のうち事務庁舎と学校で棟数、延床面積ともに約７割を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１－４ 青森県の施設状況 
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２）県有施設の建替・改修時期 

 県有施設は1970年代に竣工したものが多く、建築・設備等の老朽化が進み、大規模な修繕

や改修が必要となってきている。また、以前は平均３３年で建て替えてきたことを踏襲する

とすれば、あと数年で大量に建替を行う必要が生じる。 

 

図１－１－５ 県有施設の竣工年別棟数 

 

 

図１－１－６ 県有施設の竣工年別延床面積 
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３）全国との比較 

 本県の県民当たりの庁舎面積は平均値を大幅に超えている。 

図１－１－７ 県民当たり庁舎面積（㎡／千人） 

中津エフ．エム．コンサルティング 中津元次氏作成 

（出典：平成14年度公共施設状況調） 

 一方、職員当たりの庁舎面積は全国平均であるが、行政改革実施計画により平成２０年度

までに８００人削減する予定である。他の自治体も職員数の削減に取り組んでいるため一概

には言えないが、職員当たりの庁舎面積も今後全国平均を上回る可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１－８ 職員当たり庁舎面積（㎡／本支庁職員） 

作成・出典は図１－１－７に同じ 
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（５）法・制度 

 これまで、老朽化すれば改築をすることが一般的であったが、国をはじめ地方公共団体

においても財政状況などから少しでも長くつかうことへの方向転換が図られつつあり、関

係法令や制度の改正あるいは検討が始められている。 

 

１）保全重視 

 平成 16 年 6 月 2 日に公布された「建築物の安全性及び市街地の防災機能の確保等を図
るための建築基準法の一部を改正する法律」により建築基準法が改正され、国、都道府県

または建築主事を置く市町村の一定の建築物等について、損傷、腐食その他の劣化の状況

を定期的に点検することが義務付けられた。 
 国においては、公衆の利便と公務の能率増進とを図ることを目的として官公庁施設の建

設等に関する法律により、国家機関の建築物の位置、構造、営繕及び保全等について規定

している。 
 また、都道府県においても、営繕部局を中心に既存施設を長く使うことを目的として、

長寿命化手法の検討や施設管理担当者の保全業務支援などに着手する団体が増加してきて

いる。 
 
２）財産利活用 

 日本全体が人口減少社会に転換したとされている中で、過疎県である本県においては前

述のとおり人口の減少、税収の減少が特に進行されることが予測されている。 
 県有施設についても、現在の施設保有量が適切であるならば今後の人口減少に見合った

保有量にしていく必要がある。 
 すでに、サービス需要の減少等で、廃止される事務庁舎、利用率が低い公の施設＊など

が発生してきており、いかに少ない費用で用途転換、民間等への貸付などを進めていくか

が問われている。 
 これまでは、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律により補助対象期間が終

了する前に施設廃止や用途変更を行う場合は補助金返還が求められてきたが、例えば学校

施設を一定の福祉施設に用途転用する場合は補助金返還免除がすでに制度化されており、

さらに地域再生法による手続きを行えば補助対象施設の転用手続きにあたって一元化・迅

速化を図るとしている。 
 すでに地方公共団体が所有する施設についても用途変更の事例が増加してきており、当

初の用途にとらわれない施設の利用の検討が重要となってきている。 
 また、国では平成 18 年 2 月に「国有財産の効率的な活用を推進するための国有財産法
等の一部を改正する法律案」を第 164回国会に提出しており、庁舎等の空きスペースを貸
付できるなど国有財産の有効活用や売却の促進、行政財産である土地への定期借地権の設

定が可能となる庁舎等の効率的な整備の推進等が可能となる法案の検討が国会で審議され

ている。また地方自治法も同様の趣旨の改正が検討されている。 
 
３）地球環境保全 

地球温暖化、オゾン層の破壊など地球規模での環境問題が顕在化していることを背景に
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京都議定書が 2005年 2 月に発効し、日本は温室効果ガスを 1990 年比で 6.0％を 2010 年
までに削減する必要がある。 
本県においても、平成 12年に青森県環境マネジメントシステムを定め、県自らの事務・

事業から生じる環境への負荷の軽減を図るとともに、平成 13 年に青森県地球温暖化防止
計画を定め、青森県内における 2010年の温室効果ガス排出量を 1990年比で 6.2％削減す
ることを目標にしている。 
県有施設関係では、県土整備部を中心に建設リサイクル推進計画を定め建設副産物のリ

サイクルの推進を図っているところであるが、既存施設の用途転用、長寿命化を図った場

合は建設副産物そのものが減量できるので、大きな効果が見込まれる。また、2003年に青
森県環境調和建築設計指針を定めており、地球と人の環境に配慮した県有建築物を計画・

設計する際の基本的事項を取りまとめている。 

図１－１－８ 環境調和建築の4つの理念（青森県環境調和建築設計指針） 

  
なお、本県では庁内における提案者事業実施制度により、インハウスエスコ事業＊が平

成 17年度から取り組まれており既存施設のエネルギー削減に取り組んでいる。 
詳細は、青森県のインハウスエスコ事業のホームページを参照されたい。 

http://www.pref.aomori.lg.jp/inhouseesco/ 
 

ａ．地球にやさしい施設づくり 
  ―環境負荷（資源消費と排出）の低減― 
ｂ．地域にやさしい施設づくり 
  ―敷地周辺の景観、生活環境、生態系、水環境の保全― 
ｃ．人にやさしい施設づくり 
  ―良好な室内環境の確保と環境教育― 
ｄ．財政にやさしい施設づくり 
  ―ライフサイクルコストと初期投資の抑制― 
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（６）資産運用の動向 

現在県が保有している資産を効率的に利用しサービスと費用の最適化を図る一方で、未

利用・低利用な資産の収益性を高めていく必要がある。 

これまで、地方公共団体では公の施設を対象に運営費用・利用率、サービスを行う主体

の妥当性などによる評価が行われてきているが、土地・建物といった不動産的視点からの

評価は殆ど行われていない。 

 

１）不動産の流動化と評価 

不動産証券化＊が大都市圏の不動産を対象に活発化しており、地方都市の不動産も対象

資産に組み込まれ始めている。これまで、日本の不動産取引は1980年代から1990年代前

半のバブルと呼ばれる時代までは土地の値上がり益を目的としての取引が中心であったた

め、建物の管理状況や維持管理費用は重要視されてはこなかったが、不動産証券化等によ

り収益性の重要度が高まるにつれ不動産の適切な評価が必要となってきた。これによりデ

ュー・ディリジェンス＊と呼ばれる手法により土地・建物を法的・経済的・物理的観点か

ら診断を行い、維持保全の状況やリスクの把握と今後の修繕費用等の予測が重要な要件と

されている。 

 また、ＰＦＩ＊により公共施設と民間施設の複合建築物が計画されるなど、公有の土地

であっても複合的な利用が行われ始めている中で、施設運用時における評価が一層重要に

なってきている。 
これまで本県に限らず、地方公共団体所有の建築物は施設台帳が存在しないものが多い

ことが各種調査により明らかになっている。適切な資産管理の観点、また今後の資産売却、

運用を検討していくためには、県有施設の不動産的価値把握、維持管理費用の適正化が必

要である。 
 また、県有財産の適切な管理が県民から県に負託されているが、その情報は決して明ら

かにされてはいない。県有施設の不動産的価値が、県民からも分かり易い形で、いわば施

設の“通信簿”が公表されていくことが必要である。 
 
２）施設の選択 

 県有施設には、事務庁舎を始め、社会福祉施設、試験研究機関、図書館、美術館などの

サービス施設、学校、職員公舎、県営住宅などさまざまな用途のものがある。また、その

維持管理の状態も様々であり、これまでは老朽化が進行した場合そのほとんどが改築され

てきた。あるいは、施設で行われている事務やサービスが廃止になるのに併せ、それまで

使用されていた施設が解体され敷地が売却されてきた事例がほとんどである。 
 しかし、現下の財政状況、来るべき人口減少などから、今後は使い続ける施設と県は直

接的に使用しない施設、廃棄する施設などの選択を進めていかなければならない。 
 このためには、県の財政状況、人口、職員数などを考慮した“身の丈にあった”施設の

保有量を目標とした上で、前項で述べたように適切な評価の手法を確立し、県自らが使用

する施設の取捨選択を行っていく必要がある。この取捨選択のプロセスにおいては、県民

への施設価値の公表を経た上での、庁内の合意形成の仕組みが必要となる。 
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３）コンバージョンと長寿命化 

 

①コンバージョン 

 コンバージョンとは、一般的には「転換」「変換」「入れ替え」という意味があるが、ここ

で言うコンバージョンとは、既存建物に対して必要な改造を施し、新しい用途の建物として

再生させる手法を指す。 

 例えば、民間では、主に大都市圏で、大量のオフィスビルが集中して供給されたことから

オフィス床の需給バランスが崩れるという「2003年問題」があったが、これを解決する一手

法としてオフィスから住宅へ用途変更する「住宅コンバージョン」を行うケースが増えてい

る。 

 また、公共においても、生徒数の減少により廃校となった校舎を福祉施設や地区センター、

公営住宅などにコンバージョンする事例が多く存在する。 

 これらは、建築ストックが充足されてきた一方で、少子高齢化、地球温暖化の進行や景気

の低迷などの社会・経済的背景が相まって、既存建築物の有効利用に関心が高まっているこ

とが要因である。 

 法・制度面においても、平成１７年６月１日から改正建築基準法が施行され、「既存不適格

建築物に関する規制の合理化」がなされた。コンバージョンを行う場合、大半は建築確認が

必要となり、改修工事を行わない部分まで現行法に適合させる必要があったが、この法改正

により合理化が図られ、既存建物を有効利用する自由度が高まったと言える。また、中心市

街地の衰退に歯止めをかけるため、事務所ビルを住宅にコンバージョンする場合などに補助

を行う地方公共団体も出始めている。 

 

②長寿命化 

 建物の寿命を日本と欧米で比べた場合、住宅を例にすると、英国１４０年、米国１０３年、

仏８６年に対して、日本はわずか３０年と言われている。事務所ビルにおいても同様であり、

高度成長期に建てられた建物は３０～４０年でスクラップアンドビルドされてきており、建

物を消耗品として扱う考え方が一般化していた。欧米ではスクラップアンドビルドの発想が

ほとんど無く、建物は躯体が健全である限り使われ続ける。先に述べたコンバージョンも早

くから行われ、ＬＣＣ*などの手法も普及される環境にある。 

 しかし、近年の日本を取り巻く環境の変化から従来のスクラップアンドビルドはもはや許

される状況ではなくなってきた。そのため最近は、長寿命化指針等を策定し、公共建築物を

より長く使おうとする地方公共団体も現れるなど、これまでの考え方が変わってきている。 

 既存の建物を長寿命化するには、以下のように課題もある。 

 

・ 骨格である躯体と内部の設備が一体的につくられているため、設備更新が難しいこと 

・ 設備機器は各メーカー間で部品の互換性がなく、在庫切れとなるのも早いため本体の更新

時期を早めていること 

・ 使用者側も長く使おうとする意識が希薄であること 

・ 壊れたら直すという事後保全が主流であり、部位・部材の寿命を見越して計画的に更新を

行う予防保全がなされていないこと 
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これらを解決するためには、設計者、施工者、メーカー等の整備する側や使用する側はも

ちろん、社会全体が建物・設備に対する考え方を変化させることが重要である。 

 

 日本全体もほぼ同様であるが、青森県の県有施設はこれまで平均３３年で建替が行われて

きた。しかし、これは必ずしも建物の物理的な寿命によるものではなく、必要とされる行政

サービスに対応できるかの社会的寿命や、空間や設備等が適合しているかの機能的寿命によ

るものが多くあったと考えられる。 

 鉄筋コンクリート造建物の構造躯体の寿命は、６０～１００年程度とされていることを考

えると、この寿命に至る間は改修工事を行って、社会的寿命や機能的寿命に対応することは

建替によらなくても充分可能である。 

 したがって、今後は修繕・改修等の履歴を記録した台帳を整備し、今後も確実に使用され

る施設は中長期保全計画を作成して適切な改修工事を実施することで施設の長寿命化を図り、

また組織の統廃合などに伴い不要となった施設についても単に解体するのではなく、コンバ

ージョンなどによって他の用途に利活用するなどの戦略的な資産運用が必要である。今後新

たに施設整備が必要となった場合も、既存施設の改修やコンバージョンによる利活用を検討

した上で、それが不可能な場合のみ新築による施設整備を行うべきである。 

 このようなことを、整備方針や利活用方針を定め、青森県の資産戦略として実行する必要

がある。 
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２．青森県の資産戦略 

（１）資産戦略 

 平成 16 年度末時点で、4,379 棟、延床面積約 221 万平方メートルという膨大な県有施
設を、財政状況、人口減少、県職員数減少などに見合った施設の量にしていく必要がある

のは前述のとおりである。 
 この膨大な県有施設について、施設の立地・利用状況に応じた利活用を速やかに検討し、

不要な施設については、売却あるいは貸付など資産として効率的な利活用を図る必要があ

る。つまり、県有施設全体を資産として捉え的確な資産運用を行っていかなければならな

い。 
 このためには、まずもって本県の資産全体戦略を明確にしなければならない。本調査で

は、素案として次の資産全体戦略を設定した。 

 

 この資産全体戦略を実行していくためには方針（ルール）と道具（ツール）を持つ必要

がある。 
 まずは、県有施設の目標使用年数、要求性能といった基本的性能を定めることと、所有

するのか賃貸するのか、従来のように建設するのかＰＦＩによるのかなど施設の整備に関

する基本的方針が不可欠である。これを県有施設整備方針とする。 
また、県として不要となった施設を貸し付けたり売却したりする際の施設の選択や手法

についての基本的方針も必要となる。これを県有施設利活用方針とする。 
 次に、全体戦略を実行するための道具を準備する必要がある。この道具は、次の機能が

必要である。 
・ 施設保有量の設定が可能であること 
・ 施設性能の把握が可能であること 
・ 施設の選択が可能であること 
これらの機能を有した道具により県有施設の性能をなるべく短期間で把握し、評価の結

果と、施設ごとの財務状況や、既に行われている施策・事業評価と組合せることにより、

県有施設それぞれに保有し続けるのか、取り壊すのか、民間と連携し新たなサービスの拠

点とするのか、資産運用を行い歳入を得ていくのかなどの施設ごとの方針を設定していく

ことが可能になる。 

青森県の資産全体戦略（素案） 
・ 総量縮小 
・ 優良資産への集中投資 
・ 不要施設の有効活用、運用と廃棄 
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（２）県有施設整備の方向性 

 

１）整備方針の必要性 

 平成１５年１１月策定の財政改革プランにおいて、大規模施設については、原則として、

新規着工を見合わせることとされている。これに伴い、既存施設の建て替えについても抑制

力が働いている状況にある。 

これまで、県有施設は築後平均３３年で建て替えられてきたが、今後は、建て替え中心か

ら既存施設の利活用へと転換を図ることが必要とされている。 

また、平成２３年には、現有の延床面積約２２１万㎡の過半が築後３０年以上となること

から老朽化対策と延命措置が重要となる。 

このため、ファシリティマネジメントの推進として、既存県有施設の有効活用のために次

の施策を実施することとしている。 

（１） 「保全に関する技術的基準」の体系的整理 

（２） 保全と施設整備との連携強化 

（３） 保全に対する支援の充実 

（４） 既存施設の転用方策及び連携強化 

 これらの施策は、当面、既存施設がその対象となるが、将来新築される施設にも適用され

ていくこととなるため、新築施設か既存施設かを問わず、施設全般に対する一貫した施設整

備の方針に沿い、その展開が図られることが適当である。 

 さらに、技術分野は、所管部局にかかわらず統一的な技術的理念のもと、既存施設の保全、

保全から新築計画へのフィードバック、新築施設から保全へと一連の流れを構築し、施設全

般を適正化に導くことが期待されている。 

 このため、今後の青森県の施設整備における、技術的観点での基本方針及び施策体系の柱

として、県有施設整備の方向性を示すものである。 

 

県有施設整備の方向性（素案）の構成 

Ⅰ 整備方針 

 １安全 ２みんなにやさしい ３環境との調和 ４持続可能 

Ⅱ 要求性能 

 １安全性 ２快適・効率・利便性 ３公共性 ４資産価値 ５歴史文化性 

Ⅲ 目標使用年数と生涯コスト 

ⅰ）新築施設 １一般施設 ２長期使用施設 

ⅱ）既存施設 １一般施設 ２長期使用施設 

Ⅳ 長寿命化の対象と施設整備の方向 

 ⅰ）対象 ⅱ）方向 

Ⅴ 既存施設の性能評価 

 １安全性 ２ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ ３環境調和 ４資産価値 ５利用者満足 

Ⅵ 計画保全の優先度 

 １重要度 ２損失度 ３緊急度 
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２）県有施設整備の方向性（素案） 

 

Ⅰ 県有施設整備の方針 

県有施設の整備は次の４つの方針に従い実施すること。 

１．安全 

県民の生命、健康及び財産の保護のために建物の安全を確保すること。 

２．みんなにやさしい 

すべての県民が快適に利用できる、利便性の高い施設であること。 

３．環境との調和 

  県民の生活と自然環境にやさしい、環境負荷の低い施設であること。 

４．持続可能 

  長寿命で維持管理コストの低い、次世代への継承が可能な施設であること。 

 

Ⅱ 県有施設に要求される性能 

 方針に定められた内容を実現するために、施設に要求される具体的性能は次のとおりとす

る。 

１．安全性 

地震、火災、風水害などの施設に加えられる外力から、敷地、建物、設備を守るための

一定水準の性能を確保すること。 

２．快適・効率・利便性 

利用する県民の利便性と、使用する職員の事務効率の確保のために、施設の構造、設備、

用途について一定水準の性能を確保すること。 

３．公共性 

施設の公共性確保のために、周辺と調和し、自然環境への配慮があること。 

４．資産価値 

県民の共有財産としての一定の資産価値を有し、その適切な維持保全が可能であること。 

５．歴史・文化性 

地域固有の歴史・文化と調和するとともに、まちづくりの支援や自然景観にも配慮され

ていること。 

 

Ⅲ 目標使用年数と生涯コスト（ＬＣＣ） 

 

ⅰ） 新築施設 

新築施設の計画策定時に、次の目標使用年数（予定耐用年数）を設定すること。Ⅱの「県

有施設に要求される性能」は、この目標使用年数に基づいて、その水準が確保されるもの

である。 

 また、目標使用年数に対応するＬＣＣ（ライフサイクルコスト）を算出し、その最小化

と初期投資（建設コスト）とのバランスを検証すること。 

１．一般施設 

 一般的な施設を新築するときの使用年数は88年とする。 
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（構造躯体の物理的耐用年数は、およそ65年、供用限界期間100年） 

 

２．長期使用施設 

 次の施設の使用年数は100年を超えるものとする。 

（構造躯体の物理的耐用年数は、およそ100年） 

① 大規模施設 

② 行政需要として長期的な使用が見込まれる施設 

③ 用途転換による長期的な使用が見込まれる建物 

 

ⅱ） 既存施設 

 既存施設は可能な限り長寿命化し、その目標使用年数を次のとおり設定すること。 

１．一般施設 

 一般的な既存施設の使用年数は60年とする。 

（構造躯体の物理的耐用年数は、およそ30年、供用限界期間65年） 

２．長期使用施設 

 次の施設の使用年数は88年とする。 

（構造躯体の物理的耐用年数は、およそ60年、供用限界期間100年） 

① 耐震診断や耐力度調査により安全が確かめられた建物 

② 平成９年度以降に設計された施設 

 

Ⅳ 長寿命化の対象と施設整備の方向 

 

ⅰ）対象範囲 

 施設の長寿命化は、原則としてすべての既存施設に適用すること。ただし、次に掲げる施

設を除く。 

①将来の行政需要が見込めない施設 

②小規模施設 

③劣化が極端に進行している建物 

④耐震性能が極端に低い建物 

 

ⅱ）施設整備の方向 

 施設が目標使用年数に達するまでの間は、適切な計画保全を行い、施設の性能を最大限に

発揮させること。行政需要の変化により、施設に求められる用途や機能が廃止または停止さ

れたときは、用途転換によりその施設を有効に活用すること。 

 新たに施設整備の必要がある場合にも、既存施設の用途転換の可能性を検討したうえで、

技術的経済的にそれが不適当な場合に限り新築の検討を行うこと。 

 

Ⅴ 既存施設の性能評価 

 既存施設の長寿命化対策の実施にあたり、その可能性の判断と、具体的な計画の策定のた

めに、施設の性能評価を行うこと。 
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１．安全性 

 耐震性能、耐火防火性能、外壁劣化状況、屋根防水性能 

２．ユニバーサルデザイン 

 室内の広さ、移動のしやすさ、視覚聴覚に関する性能、情報化への適応性、交通アクセ

ス 

３．環境調和 

 室内環境、省エネ・省資源 

４．資産価値 

 不動産評価額、維持管理コスト 

５．利用者満足 

 

Ⅵ 計画保全の優先度 

長寿命化には計画保全が不可欠であるが、限られた予算の中で、計画的かつ効果的な施設

保全を行うために、劣化度等を定期的に調査し、優先度を判定すること。その際次の項目を

参考に行う。 

１．重要度 

 県民から見た施設の重要性、法定設置施設 

２．損失度 

①適切な保全を行わない場合に予測される劣化の進行、拡大 

②設備の能力低下によるエネルギー損失と利便性低下 

③故障時の利用不能による損失 

④計画改修、長寿命化に伴う経費増大 

３．緊急度 

①利用者に被害を与える危険性 

②施設の利用制限による日常業務への支障 
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図１－２－１ 青森県県有施設の性能概念（素案） 
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（３）適切な保全 

 県有施設は資産全体戦略や施設整備の方向性に基づいて適切な保全を実施して効率的に使

用していくことが望ましい。 

 適正な保全を実践する上で必要となる保全方式と中長期修繕マネジメントの考え方につい

て整理する。 

 なお、中長期修繕マネジメントの考え方については「公共建築の部位・設備の特性等を踏

まえた中長期修繕計画策定及び運用のためのマニュアル（案）」（平成 17 年 6 月：国土交通

省 国土技術政策総合研究所）を参考とする。 

 

１）保全方式の整理 

中長期修繕マネジメントにおいては、建築の構成要素（部位・設備等）の劣化の特性と劣

化した場合の安全性、執務への影響、他の構成要素や建物全体に波及する影響度等に応じて

対処方法を選択する。 

劣化による影響が大きいもの（機能が停止した場合に行政サービスの提供が出来なくなる

場合等）は、その劣化パターンを考慮して、出来るだけその劣化が起こる前段階で危機管理

的に対処を行うことや、軽微な劣化でもそれがきっかけとなってより大きな劣化の原因とな

る特性を持つ劣化に対しては対症療法的な対処を行うことにより劣化の進行を抑える等によ

り、最小限の修繕費用で、安全や良好な執務環境を確保した状態を保持することが可能とな

る。 

「危機管理方式」、「対症療法方式」、「適宜措置方式」いずれの修繕シナリオを適用する場

合でも、定期点検や日常点検における劣化・機能停止及びその兆候等の把握が重要となる。

表１－２－１にそれぞれの修繕シナリオに応じた注意すべき不具合と対処方法の基本的な考

え方について整理する。 

表１－２－１ 劣化等の確認方法と対処方法の整理 

方式 劣化等の確認方法 対処方法 

危機管理方式 定期点検・日常点検におけ

る異常の有無、更新予定時

期。 

耐用年数等を考慮して、定期修

繕・更新を原則。止むを得ない

場合、整備時期判定を行い危機

管理的に修繕・更新。 

対症療法方式 定期点検・日常点検におけ

る劣化等の兆候とその程度

（兆候が見られた場合、追

跡調査等も必要）。 

劣化が進行・拡大し深刻な状況

になる以前に、その兆候に対し

て適切な補修等を早めに行う

対症療法的な措置。 

適宜措置方式 定期点検・日常点検・日常

的な施設の使用における劣

化、機能停止等。 

劣化・機能停止等を発見次第、

適宜、修繕・更新等を実施。 
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２）中長期修繕マネジメントの実践 

①中長期修繕マネジメントの実践と中長期修繕計画 

建築物の部位・設備等の修繕・更新については長期的な視野のもと計画的に行うことが望

ましいため、10～30 年程度の中長期修繕計画を策定し、実際の部位・設備の劣化の状況等に

応じて適切に行う必要がある。このため、中長期修繕マネジメントの実践においては中長期

修繕計画の策定・運用方策が重要である。一方で、多数のストックを群で管理する主体が、

そのストック全てについて中長期修繕計画を策定することが困難な場合も考えられるため、

計画が策定されていない場合を前提としたマネジメント方策も示すものとする。 

しかし、当面は中長期修繕計画を策定しない方法で効率的なマネジメントに努めるとして

も、全国の都道府県・政令市により共同開発された「保全情報システム」等のツールを活用

することにより、保全情報の一元化や中長期修繕計画の立案等が可能となるため、このよう

なツールを早期に導入・活用し、中長期修繕計画の策定を前提としたマネジメントへと移行

することが望ましい。 

 

②中長期修繕計画の策定を前提とした場合のマネジメント 

 

a)マネジメントの流れ 

中長期修繕計画の策定を前提とした場合のマネジメントの流れを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２－２ 中長期修繕計画によるマネジメントの流れ 

 

中長期修繕計画策定・確認

適宜措置

台帳等記録

点検による確認

修繕・更新

施設の部位・設備の把握
保全方式の確認

危機管理 対症療法

①危機管理方式 ②対症療法方式 ③適宜措置方式

計
画
の
更
新
・
内
容
反
映
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b)中長期修繕計画の運用にあたっての考え方 

中長期修繕計画の運用にあたっては、計画をそのまま実施することがいわば究極の予防保

全ではあるが、効率的な投資を行う観点からも、点検等により施設の状況を確認しながら実

際の修繕・更新を行うことや、定期的（例えば5 年に1 度など）に計画を見直すことも必要

である。 

「危機管理方式」を選択し更新時期に至っている部位・設備等については、定期点検時に

詳細な診断等により整備時期の判定を行い、危機管理的に修繕・更新を行ったり、問題がな

い場合には更新時期を遅らせたりするなど、修繕計画の見直し等を行う。 

「対症療法方式」を選択したものについては、点検時に劣化の兆候とその程度を把握し、

その進行状況の調査等を踏まえ、必要な場合にその対処すべき内容を修繕計画へ反映するも

のとする。 

「適宜措置方式」を選択したものについては、その部位・設備等が計画に盛り込まれてい

る場合においては、劣化・機能停止等に対する措置を行った後に次回の修繕・更新時期を計

画に反映するものとする。 

いずれの修繕シナリオを選択した場合でも、修繕・更新の履歴を台帳等に残しておくこと

は重要であり、それによって当該部位・設備について次回の修繕・更新時期を予想して計画

に反映したり、「適宜措置方式」を選択したものについても次回の修繕・更新を予定しておく

ことでより計画的・効率的なマネジメントが可能となる。 

 

c)「適宜措置方式」のための費用の確保等 

中長期修繕マネジメントにおいては、「危機管理方式」及び「対症療法方式」を選択した部

位・設備は中長期修繕計画を立案し、点検等においても注意深くその状況を確認するため、

その費用の確保に努めることが可能となるが、「適宜措置方式」を選択した部位・設備等の修

繕・更新に必要な費用も確保しておく必要がある。しかし、「適宜措置方式」を選択したもの

については、劣化・機能停止が発生してから対処を行うため、いつどの程度の費用を確保す

べきか計画することは困難であることから、迅速に対処を行うための体制・制度等の整備が

望まれる。 
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３.ライフサイクルコスト試算手法・施設評価手法開発の目的 

 県有施設の経営管理を推進し、今後適正な施設保有量としていくためには、現状の施設保

有量で今後生じる費用を把握し、資産の観点から客観的に施設の評価を行うことにより、県

有施設の総量縮小、優良資産への集中投資、不要施設の廃棄・運用の選択を進めていく必要

がある。 

 これらを実行するための手法として、県有施設に係る費用の把握と財政負担の平準化を検

討するためのライフサイクルコスト試算手法、県有施設を資産として性能や価値を計るため

の施設評価手法の開発を行った。 

 

（１）ライフサイクルコスト試算手法 

県有施設は、現状のまま保有し続けるとすると、平成２３年には築後３０年以上となる建

物が全体の延床面積の５割を占めるようになり、維持管理や修繕・改修に要する経費が大幅

に増加することは明らかである。しかし、それらの経費がいつ、どの程度必要となるかは予

測も立てられない状況である。 

財政負担を軽減するためには、施設数の削減、施設の長寿命化が効果的であると考えられ、

厳しい財政状況の中で県有施設を適切な状態に維持していくためには、改修・建替工事費の

平準化も必要であるが、その具体的な検討を行えるツールが存在しない。 

このようなことから、以下の３つをライフサイクルコストの目的とした。 

 

１）主な県有施設の３０年間のＬＣＣ把握 

用途、建設年代、地域等で標準的なコストを設定したうえで、主な既存施設の３０年間の

ライフサイクルコスト（以下「ＬＣＣ」という。）を算出し、将来必要となる施設にかかる経

費を把握する。 

また、個別施設における新築や改修計画を立案する際のＬＣＣの検討が可能なシミュレー

ションツールとする。 

２）財政負担の軽減と平準化に向けたシミュレーション 

 県有施設の統廃合や民間移譲等の総量縮小、貸付などの資産運用を進めた場合や、施設を

長寿命化した場合の全体経費及び効果額を把握するとともに、年度によって所要額の増減が

大きい改築や大規模改修の工事費の平準化を検討するためのシミュレーションツールとする。 

３）資産戦略に基づいたＬＣＣの適正化 

 施設評価実施の結果、方向付けられた資産戦略を反映し、ＬＣＣのさらなる適正化を図る。 

 

（２）施設評価手法 

県有施設について、その性能や価値を計る明確な尺度が現在ない。そのため、施設の統廃

合を行う場合、これまでは土地や建物の資産としての価値は考慮されず、行政需要や地域バ

ランスによって決定されている。したがって、まだ十分に利活用が可能な施設が解体・撤去

される一方で、性能が不十分な施設を存続させるなど、施設利用、経費抑制、環境等の面か

ら県有施設全体として適切な選択が導き出されない恐れもある。 
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また、県の人口や職員数が減少していく中で、施設の総量縮小に向け今後も保有し続けて

いく施設と廃棄すべき施設の選択が必要となる。 

このようなことから、施設評価手法の目的を以下の３つとした。 

 

１）県有施設の性能と価値の把握 

 定量的評価手法により、不動産、施設管理、環境・安全、顧客満足度等の観点から、既存

県有施設の現状の性能と価値を把握する。 

２）施設再生や転用など利活用・廃棄に向けた適合性の判定 

 既存県有施設の再生、転用、廃棄等の利活用適合性の判定を行う。 

３）評価に基づく資産戦略の実行と総量縮小の実現 

 施設評価の結果に基づき資産戦略を実行し、保有し続ける施設と売却・解体の対象とする

施設を選択することにより総量縮小の実現に活用する。 

 

（３）ライフサイクルコスト試算手法と施設評価手法の活用イメージ 

ライフサイクルコスト試算手法と施設評価手法は車の両輪として機能する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３－１ ライフサイクルコスト試算手法と施設評価手法の活用イメージ 

 

現状の県有施設の３０年間のＬＣＣを把握することから始まり、財政状況や人口減少の推

移などにより今後保有すべき施設の総量を推計した上で、施設評価を実施し、施設評価の結

果をフィードバックさせ、ＬＣＣシミュレーションを行いながら施設の資産戦略の立案に活

用する。 

この流れをサイクルとすることで、総量縮小が段階的に進み、保有する資産の適正化が図

られることとなる。 

総量縮小に向けた仮説設定 

仮説に基づいた 
ＬＣＣシミュレーション 

県有施設総量シナリオの立案 

施設現状性能把握 

資産戦略の実施・決定 

解体 

運用 転用 

再生 

売却 

維持 

 施設評価結果公表 

 施設の資産戦略の立案 

戦略案に基づいた 
ＬＣＣシミュレーション 

ライフサイクルコスト試算手法 

施設評価手法 
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４.ライフサイクルコスト試算手法の開発 

 

（１）ライフサイクルコスト試算手法の考え方 

ＬＣＣは、企画設計から建設、運用、廃棄までの各段階でかかる経費を計上し分析するこ

とによって、計画案の将来までを見通した最適化を目的とする場合と、既存の建物の修繕、

改修、機能更新などの投資資本の最適化を目的とする２つの場合がある。 

ＬＣＣを算出するには、企画段階では概算法、基本設計時では略算法、実施設計時には精

算法というように、各段階に合わせてその方法が異なるのが一般的である。つまり、ＬＣＣ

を算出する建物に使用する部位、部材が明らかになってくるほど、より詳細なＬＣＣが算出

できることになる。しかし、精算法は、建物を構成する全ての部位・部材を積み上げてＬＣ

Ｃを算出するため、多大な手間と時間を要する。 

青森県の試算手法の目的は、県が所有する既存の施設群について一定期間のＬＣＣを把握

することであるため、対象とする施設全てに精算法を用いて算出することは不可能である。

そこで、用途、延床面積、所在地、設備機器等の主要要素から算出できる略算法的な手法を

用いることとした。 

ここでのライフサイクルコスト試算手法は、建物概要（建物の用途、規模、建設年、建設

地、設備仕様）を設定し、今後３０年間の略算ＬＣＣの算出・集計を行い、シナリオパター

ン（改修周期や改修レベル、及び資産戦略等）を設定し、様々なシミュレーションを可能と

するものである。 

 

（２）ライフサイクルコスト試算手法の構成と設定条件の検討 

 

１）対象施設 

県有施設は、平成１６年度末時点で４，３７９棟、約２２１万㎡となっており、このうち

事務庁舎と学校で全体の約７割を占めている。学校では校舎の他、体育館及び柔剣道場が占

める割合も大きいため、これらを「体育館」として対象とした。 

ライフサイクルコスト試算手法の対象とする建物は、公有財産台帳に記載されている通常

人が使用する建物とし、付属建物等は対象外とした。なお、病院、大規模運動施設、美術館

等は構造が特殊であったり、利用特性から維持管理費等の標準化が困難な施設や本来その施

設単独で保全計画が作成されるべき施設も対象外とした。 

対象とする用途は表１－４－１、対象とする延床面積及び棟数は表１－４－２のとおりで

ある。 
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表１－４－１ ＬＣＣ試算手法対象施設と対象外施設 

対象施設 

用途 種別 

庁舎 事務庁舎、福祉施設、社会教育施設、大学・各種学

校、試験研究施設等 

校舎 県立高等学校、県立養護学校の校舎 

体育館 庁舎及び校舎の体育館 

対象外施設 

・倉庫、車庫などの付属建物 

・職員公舎、県営住宅 

・木造建物、大型鉄骨造建物 

・交通、流通施設 

・畜舎、養殖場などの農林水産施設（試験研究所は除く） 

・環境保全施設 

 

表１－４－２ ＬＣＣ試算手法対象施設（延床面積及び棟数） 

庁舎 校舎 体育館 
 地域 

延床面積（㎡） 棟 延床面積（㎡） 棟 延床面積（㎡） 棟 

青森 299,176.8 84 154,968.1 61 50,607.1 57 

弘前 69,782.7 57 180,703.5 79 57,040.6 69 

八戸 69,596.7 52 193,218.2 105 59,035.3 66 

むつ 20,504.8 14 43,048.6 21 17,388.2 21 

計 459,061.0 207 571,938.4 266 184,075.2 213 

        合計 1,215,074.5 686 

 

 

２）ＬＣＣ試算でのシナリオパターンの設定等 

現状の施設を保持していく場合の今後３０年間のＬＣＣの把握と施設整備方針（素案）を

適用させた場合の３０年間ＬＣＣ及び総量縮小に向けた仮設を導き出すため、４つのシナリ

オでパターンを設定し、ＬＣＣ試算を行う。 

４つのパターンは以下の通りである。
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パターンＡ：現状（現在の施設量保持） 

      目的 － 現在県が保有する施設量をそのまま保持した場合のＬＣＣ把握 

      条件 － 現状通り施設を維持、４０年で改築 

パターンＢ：現状＋統廃合（行政改革による施設減） 

      目的 － 平成１６年１２月の行政改革大綱の改訂による施設の統廃合等を反

映した場合のＬＣＣ把握 

      条件 － 一部の施設を廃棄または譲渡、その他は４０年で改築 

パターンＣ：施設整備方針（施設の長寿命化） 

目的 － パターンＢに加えて施設整備方針（素案）を適用させた場合のシミ

ュレーション 

      条件 － ４０年で改築を６０年または８８年使用 

パターンＤ：総量縮小（保有施設量の縮小） 

      目的 － パターンＣに加えて総量縮小を実施した場合のシミュレーション 

      条件 － ４０年で改築を６０年または８８年使用、 

老朽施設廃止（人口減少に合わせ全体の５％の施設量を縮小） 

  

今回のＬＣＣ試算では、対象施設全体及び個別施設の各パターンのＬＣＣを比較し、施設

整備方針（素案）及び総量縮小のコスト的な効果を検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－４－１ シナリオパターンの設定イメージ 

 

パターンＡ：現状（現在の施設量保持）

パターンＢ：現状＋統廃合（行政改革による施設減）

パターンＣ：パターンＢに加えて施設整備方針（施設の長寿命化）

パターンＤ：パターンＣに加えて総量縮小

40年 80年
改築 改築

施設減

60年 88年

長寿命化改修 60年または88年使用

60年 88年

長寿命化改修 60年または88年使用
総量縮小

40年

改築

80年

改築
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３）ＬＣＣ算出標準コストの設定 

 ＬＣＣの算出やシミュレーションを簡便に行えるよう、工事費や維持管理費、光熱水費等

のあらゆるコストを平均的な床面積当たり単価に置き換えを行う。その中でも、用途や建設

年代、所在地等によって床面積当たり単価に違いがあるものについては、それぞれ分類し、

それぞれの特性を反映させる。 

 各施設の用途、建設年代、延床面積、所在地等の把握には、出納局で管理している公有財

産台帳を使用した。 

 また、維持管理費については、平成１６年度の「県有施設維持管理業務委託等実態調査」

の調査結果から用途毎に分析し、平均的な床面積当たり単価を算出した。光熱水費について

は、一部の施設で施設情報システムを利用してデータ収集したほか、それ以外は別途調査の

上把握し、改修・改築後の光熱水費については、「青森県環境調和建築設計指針 平成15年

12月」の環境負荷低減手法選択シートにより、光熱水費の改善率を算出した。 

 さらに、各施設の設備仕様については、維持管理費の調査と併せて調査を行い、主要設備

の設置状況の把握を行った。 

 改築単価や改修単価は、直近１０年程度の工事内訳書を基に算出したが、１９９０年代以

降の建物では改修工事の実績がないため、「建築物のライフサイクルコスト」（(財)建築保全

センター発行）等を参考にしながら改修工事費を設定した。 

 

４）建物の設定条件とＬＣＣ試算での設定例 

各施設は、建設年代及び建設地域により設備仕様や光熱水費等が異なっているため、入力

条件を次のように設定する。 

 

表１－４－３ 建物の設定条件とＬＣＣ試算の設定例 

項目 設定内容 目的 ＬＣＣ試算 

 庁舎  用途特性  

 校舎   維持管理費・光熱水費   用途 

 体育館   改修費・解体費・改築費 

Ａ～Ｄ 

 青森  地域特性  

 弘前   光熱水費 

 八戸   
 地域 

 むつ   

Ａ～Ｄ 

 1970年代  年代特性（仕様の類型化）  

 1980年代   光熱水費・改修費 

 1990年代   
 建設年代 

 2000年代   

Ａ～Ｄ 

 あり  設備特性 
 浄化槽設備 

 なし   光熱水費 
Ａ～Ｄ 

 あり  設備特性 
 冷房設備 

 なし   維持管理・光熱水費、改修・改築費 
Ａ～Ｄ 



第１編４.ライフサイクルコスト試算手法の開発 

 29 

５）改修・改築等の設定条件とＬＣＣ試算での設定例 

 改修の有無や改修内容の違い、資産戦略立案のための施設評価結果、及び資産戦略実行結

果の反映を可能とするため、入力条件を次のように設定する。 

なお、改修の内容は概ね次のとおりである。 

・ 中規模改修（２０年目） 

主に設備機器の更新及びこれに付随する建築工事等（校舎は内装の更新を含む。） 

・ 大規模改修（４０年目） 

屋根防水の更新や外部壁、内部床・壁・天井の修繕及びこれに付随する設備機器

等の更新 

・ 延命化改修（４０年目） 

大規模改修に断熱等の機能・性能の向上を図る工事を加えたもの 

・ 長寿命化改修（４０年目） 

躯体のみを残し解体した上で、バリアフリー化等の機能・性能の向上を加え、内

外装、設備機器の更新を行うもの 

 

表１－４－４ 改修・改築等の設定条件とＬＣＣ試算の設定例 

項目 設定内容 目的 ＬＣＣ試算 

 あり Ａ～Ｄ 
 中規模改修 

 なし 
実態の反映 

－ 

 なし 実態の反映（庁舎） Ａ～Ｄ（Ｃ・Ｄは一部） 

 従来改修 実態の反映 Ａ～Ｄ（Ｃ・Ｄは一部） 

 延命化改修 Ｃ・Ｄ 

長寿命化改修 

施設整備方針の反映 

資産戦略の反映 Ｃ・Ｄ 

 大規模改修  

（任意設定） 新たな改修レベルを設定の際使用 － 

 解体 Ｂ～Ｄ 

 譲渡 Ｃ・Ｄ 

 賃貸 

資産戦略の反映 

－ 

 従来改築 実態の反映 Ａ・Ｂ 

 一般施設 － 

 改築・賃貸 

 長期使用施設 

施設整備方針の反映 

資産戦略の反映 Ｃ・Ｄ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



第１編４.ライフサイクルコスト試算手法の開発 

 30 

改修及び改築の内容の違いは、青森県環境調和建築設計指針との整合を図るとともに、内

容の違いによって使用年数が決定されることとして、以下のように設定する。 

 

表１－４－５ 青森県環境調和建築設計指針との関連及びＬＣＣ試算での目標使用年数 

ＬＣＣ試算での使用年数 
項目 

設定内容 

（適用用途） 

環境調和建築

設計指針水準 

パターン設定 

（適用建設年） 庁舎 校舎 体育館 

 なし 

（庁舎） 
－ 

Ａ・Ｂ（全年代） 

Ｃ・Ｄ（～1971） 
40 － － 

 従来改修 

（校舎／体育館） 
－ 

Ａ・Ｂ（全年代） 

Ｃ・Ｄ（～1971／～1981） 
－ 40 40 

 延命化改修 

（庁舎・校舎） 
改修水準1 Ｃ・Ｄ（1972～1981） 60 60 － 

 長寿命化改修 

（全用途） 
改修水準3 Ｃ・Ｄ（1982～） 88 88 60 

大規模

改修 

 （任意設定） 新たな改修レベルを設定の際使用 

 従来改築 

（全用途） 
2002水準 Ａ・Ｂ 60 60 60 

 一般施設 

（全用途） 
改築水準1 施設評価実施後使用 （88） （88） （88） 改築 

 長期使用施設 

（全用途） 
改築水準2 Ｃ・Ｄ 100 100 100 
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６）パターン別改修・改築周期の設定 

パターン別、用途別、建設年代別に改修・改築レベルと周期を次のように設定する。 

改修周期は本来建物の使用状況や立地条件に左右され、一概には設定できないが、４０年

目までの改修周期はこれまでの県の実績、以降の周期は実績がないため「建築物のライフサ

イクルコスト」を参考に平均的な周期として設定する。 

また、改築周期はパターンＡ・Ｂについてはこれまでの県の実績に財政改革プラン期間を

加味して４０年とし、パターンＣ・Ｄについては施設整備方針（素案）を適用して設定する。 

 

表１－４－６ パターン別改修・改築周期 

パターン 種別 20年目 25年目 30年目 40年目 45年目 60年目 88年目 

庁 舎（全年代） 中改修   改築    

校 舎（全年代） 中改修  大改修 改築    
パターンＡ 

パターンＢ 
体育館（全年代）  大改修  改築    

庁 舎（1971年以前） 中改修   長改築    

校 舎（1971年以前） 中改修   長改築    

庁 舎（1972年～1981年） 中改修   延改修  長改築  

校 舎（1972年～1981年） 中改修   延改修  長改築  

体育館（1971年以前）  大改修  長改築    

庁 舎（1982年以降） 中改修   長改修  中改修 長改築 

校 舎（1982年以降） 中改修   長改修  中改修 長改築 

パターンＣ 

パターンＤ 

体育館（1982年以降）  長改修   中改修 長改築  
 

（凡例） 改 築 ：改築（従来改築60年使用） 中改修 ：中規模改修 延改修 ：延命化改修 
       

 長改築 ：改築（長期使用100年使用） 大改修 ：大規模改修（従来改修） 長改修 ：長寿命化改修 
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（３）青森県ライフサイクルコスト試算手法の概要 

 前述のとおり、青森県ライフサイクルコスト試算手法は、建物概要とシナリオパターンを

設定して、ＬＣＣの把握とシミュレーションを可能とするものである。 

 ＬＣＣの算出やシミュレーションの基となる単位コストは、全て床面積当たりの単価を算

出し、設定している。 

 

表１－４－７ ＬＣＣ構成項目 

条件設定項目 設定内容 

建物名称  

延床面積 ㎡ 

庁舎 

校舎 用途 

体育館 

青森 

弘前 

八戸 
地域 

むつ 

1970年代 

1980年代 

1990年代 
年代 

2000年代 

あり 
し尿浄化槽 

なし 

あり 
冷房 

なし 

あり 実施年 

大規模 

改修前 中規模

改修 なし 

なし 

従来改修 

延命化改修 

長寿命化改修 

大規模改修 
実施年 

（任意設定） 

あり 実施年 大規模 

改修後 

中規模

改修 なし 

解体 

譲渡 

賃貸 

従来改築 

一般施設 

改築・賃貸 実施年 

長期使用施設 

あり 実施年 
改築後 

中規模

改修 なし 

 

 

 

 

 

シミュレーション項目 設定単位 

修繕費 円／㎡ 

維持管理費 円／㎡ 

光熱水費 円／㎡ 

設計監理費 円／㎡ 

大規模 

改修前 中規模 

改修 工事費 円／㎡ 

設計監理費 円／㎡ 
大規模改修 

工事費 円／㎡ 

維持管理費 円／㎡ 

光熱水費 円／㎡ 

設計監理費 円／㎡ 

大規模 

改修後 中規模 

改修 工事費 円／㎡ 

設計監理費 円／㎡ 
解体・廃止 

工事費 円／㎡ 

設計監理費 円／㎡ 
賃貸・改築 

工事費 円／㎡ 

維持管理費 円／㎡ 

光熱水費 円／㎡ 

設計監理費 円／㎡ 

賃貸・

改築後 中規模 

改修 工事費 円／㎡ 
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１）改修内容 

 中規模改修及び従来の大規模改修は機能や性能を建設された当初のものに単に更新するも

のとし、延命化改修及び長寿命化改修は既存のものよりも機能や性能を向上させるものとし

て設定した。 

 単価の算出にあたっては、中規模改修及び従来の大規模改修は、これまでの実績や「建築

物のライフサイクルコスト」を参考に行い、延命化改修及び長寿命化改修は、それぞれの改

修内容を下表のように設定して算出した。 

 

表１－４－８ 機能・性能向上に関する改修内容【庁舎】 

技術項目 延命化改修（６０年使用） 長寿命化改修（８８年使用） 

屋根 ウレタン塗膜防水（カバー工法） ウレタン塗膜防水（カバー工法） 

外壁 既存仕上更新 磁器質タイル 

屋根厚 外５０ｍｍ 外１００ｍｍ 断熱材 

  壁等厚 内３０ｍｍ 外８０ｍｍ 

外部建具  複層ガラス・気密パッキンサッシュ 複層Low-eガラス・気密機構サッシュ 

照明方式 照明器具 Hf型蛍光灯 Hf型蛍光灯（初期照度補正、昼光利用制御） 

放熱器 ファンコンベクター（風量制御） ファンコンベクター（風量制御） 

熱源 
温水ボイラー 

（冷房あり：冷温水発生機） 

最適システム 

（冷房あり） 

空調方式 

冷房 あり／なし あり 

外気処理方式（換気方式） 第３種機械換気方式 外調機+全熱交換機経由 

ＩＴ対応 なし ＯＡフロア＋タイルカーペット・ＯＡ電源 

長寿命化対応 なし 
防災対策加算 

 電気設備分類（甲）、機械設備分類（甲） 

バリアフリー対応 なし エレベーター 
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表１－４－９ 機能・性能向上に関する改修内容【校舎】 

技術項目 延命化改修（６０年使用） 長寿命化改修（８８年使用） 

屋根 ウレタン塗膜防水（カバー工法） ウレタン塗膜防水（カバー工法） 

外壁 アクリルシリコン系塗材 磁器質タイル 

屋根厚 外５０ｍｍ 外１００ｍｍ 
断熱材  

壁等厚 内３０ｍｍ 外８０ｍｍ 

外部建具 複層ガラス（気密パッキンサッシュ） 複層Low-eガラス（気密機構サッシュ） 

照明方式 器具 Hf型蛍光灯 
Hf型蛍光灯  

（初期照度補正・昼光利用制御） 

放熱器 ファンコンベクター（風量制御あり） ファンコンベクター（風量制御あり） 

熱源 温水ボイラー 温水ボイラー 空調機器  

冷房 なし なし 

外気処理方式（換気方式） 全熱交換機経由（普通教室のみ） 全熱交換機経由 

ＯＡフロア（職員室、情報学習室、図書

室）  
ＯＡフロア（職員室、情報学習室、図書室） 

ＩＴ対応 

＋タイルカーペット・ＯＡ電源 ＋タイルカーペット・ＯＡ電源 

長寿命化対応 なし 
防災対策加算  

 電気設備分類（甲）、機械設備分類（甲） 

バリアフリー対応 なし エレベーター 

 

表１－４－１０ 機能・性能向上に関する改修内容【体育館】 

技術項目 長寿命化改修（６０年使用） 

屋根 金属屋根葺き替え（カバー工法） 

外壁 中空セメント板（カバー工法） 

断熱材 グラスウール 

 

 

現在まで、改修工事の実績は 1980年代までの建物によるもので、1990年代以降の建物の

改修実績は少ないことから、「建築物のライフサイクルコスト」を参考に改修単価を設定した。

具体的には、最近１０年内に新築された複数の建物の内訳書を部位部材ごとに整理の上、平

均をとり単位化し、「建築物のライフサイクルコスト」の精算レベルデータベースに掲載され

ている更新係数で乗じたものを積み上げて算定した。また、更新周期は同じく精算レベルデ

ータベースの計画更新年数を参考とした。 

次に、2000年代の庁舎で冷房設備がある建物の例を示す。 
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○２０００年代庁舎（冷房あり）改修内容の設定 

「建築物のライフサイクルコスト」の精算データベースで、 

・ 「予防保全すべきもの」は原則更新する。 

・ 「予防保全が望ましいもの」は青森県の地域特性や実績等を勘案して必要に応じて

更新する。 

・ 「事後保全で構わないもの」は原則更新しないが、長寿命化改修の際は更新する。 

・ 周期が２０年以下のものは２０年ごとに、２５～３５年のものは４０及び６０年目

に更新する。 

・ 精算データベースの修繕・更新係数を参考に更新費率を設定する。 

・ 複数施設の平均単価に、更新費率を乗じて積み上げる。 

  この方法で算出された単価は、機能・性能の向上がない修繕単価となる。 
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表１－４－１１ ２０００年代庁舎（冷房あり）改修内容 

（更新：○、機材のみ更新：△） 

※「建築物のライフサイクルコスト」の周期 

 

 延命化改修及び長寿命化改修の単価は、ここで算出された単価に表１－４－８の機能・性

能向上に関する改修内容の単価を加えたもので設定している。 

工種 種別 備考 周期※ 
中規模 
改修1 
(20年目） 

延命化 
改修 

(40年目) 

長寿命化
改修 

(40年目) 

中規模 
改修2 
(60年目) 

建築 塗膜防水 ｳﾚﾀﾝ系X-1 20 ○ ○ ○ ○ 
  外壁ｼｰﾘﾝｸﾞ ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系 15 ○ ○ ○ ○ 
  外部ｱﾙﾐ建具 引違窓 40   ○ ○   
  外部鋼製建具 片側SOP 30   ○ ○ ○ 
  内部鋼製建具 片開 30   ○ ○   
  木製建具 片開 30   ○ ○   
  内部床 ﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ 30   ○ ○   
  内部壁 軽鉄ﾎﾞｰﾄﾞ EP 30   ○ ○   
  内部天井 化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 30   ○ ○   
  ｱﾙﾐ笠木   40   ○ ○   
電気設備 受変電設備  30   ○ ○ ○ 
  自家発電設備 250kVA 30   ○ ○ ○ 
  自動火災報知器  20 △ △ ○ △ 
  電灯設備  20～30   △ ○ △ 
  動力設備  20～30   △ ○ △ 
  ｺﾝｾﾝﾄ設備  20～30   △ ○ △ 
  構内交換  20～30   △ ○ △ 
  電気時計  20～30   △ ○ △ 
  拡声設備  20～30   △ ○ △ 
  非常警報設備  20～30   △ ○ △ 
  ﾃﾚﾋﾞ共同受信  20 △ △ ○ △ 
  ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ設備 11人 30   ○ ○ ○ 
機械設備 直焚吸収冷温水機   20 ○ ○ ○ ○ 
  冷却塔 FRP対向流334kw 15 ○ ○ ○ ○ 
  空調機器 ｶｾｯﾄ形FCU 20 ○ ○ ○ ○ 
  換気機器  20 ○ ○ ○ ○ 
  ﾎﾟﾝﾌﾟ類+ﾍｯﾀﾞｰ  20 ○ ○ ○ ○ 
  ﾀﾝｸ類  30   ○ ○ ○ 
  空調ﾀﾞｸﾄ・制気口類  30     ○   
  空調配管類（弁類共） 白冷温水 25   ○ ○ ○ 
  換気ﾀﾞｸﾄ・換気口 ｽﾊﾟｲﾗﾙ 30     ○   
  自動制御設備  15 ○ ○ ○ ○ 
  給水ﾎﾟﾝﾌﾟ  20 ○ ○ ○ ○ 
  給水ﾀﾝｸ類 FRP25000L 30   ○ ○ ○ 
  給水配管類（弁類共） PA32 25   ○ ○ ○ 
  給湯ﾎﾟﾝﾌﾟ φ32 20 ○ ○ ○ ○ 
  給湯ﾀﾝｸ類 ｽﾃﾝﾚｽ 2000L 30   ○ ○ ○ 
  給湯配管類 ｽﾃﾝﾚｽ 30A 30   ○ ○ ○ 
  排水ﾎﾟﾝﾌﾟ 汚水用φ65 15 ○ ○ ○ ○ 
  排水配管類 VP150 30   ○ ○ ○ 
  衛生器具類  30     ○   
  消化ポンプ 屋内消火栓PU 20 ○ ○ ○ ○ 
  消火栓、配管類  30   ○ ○ ○ 
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２）改築内容 

改築内容の違いの設定は本章（２）５）で述べたとおりであるが、概略的な仕様は次のと

おり設定している。 

従来改築は、青森県環境調和建築設計指針における2002年水準に対応し、長期使用施設は

改築水準2にそれぞれ対応している。 

また、ＬＣＣ試算においては、従来改築をパターンＡ・Ｂに、長期使用施設をパターンＣ・

Ｄに適用させている。 

 

表１－４－１２ 改築内容（庁舎） 

技術項目 従来改築（６０年使用） 長期使用施設（１００年使用） 

屋根 ウレタン塗膜防水 ウレタン塗膜防水 

外壁 磁器質タイル 磁器質タイル 

屋根厚 外５０ｍｍ 外１００ｍｍ 
断熱材  

壁等厚 内３０ｍｍ 外８０ｍｍ 

外部建具 アルミサッシュ・複層ガラス 複層Low-eガラス・気密機構サッシュ 

照明方式 照明器具 Hf型蛍光灯 
Hf型蛍光灯 

（初期照度補正・昼光利用制御） 

放熱器 
ＶＡＶ制御  

（単一ﾀﾞｸﾄ＋ﾌｧﾝｺｲﾙ方式） 

ＶＡＶ制御  

（単一ﾀﾞｸﾄ＋全空気方式） 空調方式 

冷房 あり あり 

外気処理方式（換気方式） 第３種機械換気方式 外調機+全熱交換機経由 

ＩＴ対応 ＯＡフロア＋ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ・ＯＡ ＯＡフロア＋ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ・ＯＡ電源 

長寿命化対応 なし 
防災対策加算  

 電気設備分類（甲）、機械設備分類（甲） 

バリアフリー対応 エレベーター エレベーター 
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表１－４－１３ 改築内容（校舎） 

技術項目 従来改築（６０年使用） 長期使用施設（１００年使用） 

屋根 ウレタン塗膜防水 ウレタン塗膜防水 

外壁 複層塗材Ｅ吹付 磁器質タイル 

屋根厚 外５０㎜ 外１００ｍｍ 
断熱材  

壁等厚 内３０㎜ 外８０ｍｍ 

外部建具  アルミサッシュ・複層ガラス 複層Low-eガラス・気密機構サッシュ 

Hf型蛍光灯 
照明方式 器具 Hf型蛍光灯 

（初期照度補正・昼光利用制御） 

放熱器 ファンコンベクター（風量制御） ファンコンベクター（風量制御） 

熱源 温水ボイラー 温水ボイラー 空調機器  

冷房 なし なし 

外気処理方式（換気方式） 全熱交換機経由（普通教室のみ） 全熱交換機経由 

IT対応 
ＯＡフロア（職員室、情報学習室、

図書室）＋ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ・ＯＡ電源 

ＯＡフロア（職員室、情報学習室、図

書室）＋ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ・ＯＡ電源 

長寿命化対応 なし 
防災対策加算  

電気設備分類（甲）、機械設備分類（甲） 

バリアフリー対応 エレベーター エレベーター 
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（４）ライフサイクルコスト試算結果 

 

１）県有施設全体のライフサイクルコスト試算結果（今後３０年間） 

 

パターンＤの既存施設長寿命化改修と総量縮小を図った場合は、パターンＡの現状のまま

現在の施設量を保持した場合と比較して３０年総額で１，１９６億円、率として２０．７％、

パターンＢの行政改革による施設の統廃合を反映した場合と比較して９９２億円、率として

１７．８％の費用削減効果がある。 

 
表１－４－１４ ＬＣＣ試算結果と課題、対応策 

項目 

パターンＡ 

現状 

現在の施設量保持 

パターンＢ 

現状＋統廃合 

行革による施設量減 

パターンＣ 

パターンＢに加えて 

長寿命化改修 

パターンＤ 

パターンＢに加えて 

長寿命化改修＋総量縮小 

条件 
・現行通り施設を維持 

・40年で改築 

・一部の施設を廃棄 

 または譲渡 

・４０年で改築 

 → ６０年または 

８８年使用 

・４０年で改築 

 → ６０年または 

８８年使用 

・老朽施設廃止 

ＬＣＣ総額 

今後30年間 

５，７７１億円 

（１９２億円／年） 

５，５６７億円 

（１８６億円／年） 

 （△７億円／年） 

４，９０８億円 

（１６４億円／年） 

（△２９億円／年） 

４，５７５億円 

（１５３億円／年） 

（△４０億円／年） 

課題 
・ファシリティコスト

の削減 
・建替費用の削減 ・改修、建替の平準化 

・廃止、転用、再生施設

の選別 

・転用への利用調整 

対応策 ・施設数の削減 ・長寿命化改修の導入 ・総量縮小 
・施設評価に基づく施設

戦略 

 
 図１－４－２以降に示す経年のＬＣＣ算出結果のとおり、2010年度に大きな経費負担が発

生する結果となった。これは、財政改革プランによって改築や大規模改修が抑制されている

ため、2009年度までの工事費を2010年度にまとめて計上していることによる。 

 2010年度におけるパターンＢでは、約７２０億円の経費負担が予測され、パターンＤを適

用した場合でも約５５０億円と、一定の削減効果はみられるものの、現実的にこのような経

費負担を賄うことは不可能である。 

 よって、今後は施設の長寿命化、総量縮小に加え、主に改築・大規模改修の実施時期を分

散することによる財政負担の平準化を図らなければならない。 

 改築・大規模改修の実施時期を分散させるには、施設の劣化度などにより対象施設や工事

の優先順位をつけて効率的に実施する必要がある。 

今回のＬＣＣ試算では人口のピーク時から 2010年までに５％の減少が予測されているこ

とから、総量縮小規模を仮に５％として試算したが、2010年から 2015年にかけては、更に

２％減少する見通しであるため、今後、このことを考慮しながら、財政状況の見通しや職員

数の減少に対応する、より適正な施設量を検討することが必要である。 
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図１－４－２ ＬＣＣ試算結果（３０年総額） 

 
 

 

図１－４－１６ ＬＣＣ試算結果（パターンＡ 経年） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１－４－３ ＬＣＣ試算結果（パターンＡ 経年） 
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図１－４－４ ＬＣＣ試算結果（パターンＢ 経年） 

 
 

 
図１－４－５ ＬＣＣ試算結果（パターンＣ 経年） 
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図１－４－６ ＬＣＣ試算結果（パターンＤ 経年） 

 

 

図１－４－７ ＬＣＣ試算によるパターン別の比較 
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２）個別施設のライフサイクルコスト試算結果 

 

 県有施設には、事務庁舎でも合同庁舎、単独庁舎など規模や形態が様々であるが、このラ

イフサイクル試算手法では、施設群を対象とするため平均的な改修・改築単価や維持管理費

及び光熱水費等を設定している。しかし、これらの単価を個別の施設のものに変更すること

で、個別施設のＬＣＣの算出が可能である。ここでは、合同庁舎の中で標準的な規模・構造

である十和田合同庁舎を対象に試算を行う。 

 

十和田合同庁舎の試算結果 

       建設年：１９８１年、延床面積：４，１２９㎡（冷房なし） 
     パターンＡ ：築後４０年目で改築 
     パターンＤ１：築後４０年目で延命化改修  → ６０年使用 
     パターンＤ２：築後４０年目で長寿命化改修 → ８８年使用 
 

表１－４－１５ 十和田合同庁舎の試算結果 

 

項目 
パターンＡ 

（４０年） 

パターンＤ１ 

（６０年） 

パターンＤ２ 

（８８年） 

工事費 

・修繕費 

・改修、改築費 

１，９７４，２６６ ２，９８２，８５６ ４，０８８，３９９ 

維持管理費 

・維持管理委託費 

・光熱水費 

１，３７１，２２１ １，８４１，４２８ ３，３３８，４４４ 

 

合計 

 

３，３４５，４８７ ４，８２４，２８４ ７，４２６，８４３ 

 

年平均 

 

８３，６３７ ８０，４０５ ８４，３９６ 

削減効果 

年平均 

（パターンＡ比） 

－ △３，２３２ ７５９ 

 
 試算結果では、パターンＤ２の年平均ＬＣＣが最大となる。これは長寿命化改修時に冷房

設備の追加などの機能・性能の向上を行う設定としていることが主な要因である。 
 よって、パターンＤ２はこの試算結果では他のパターンと単純に比較できないが、機能・

性能を向上させたとしても年平均ＬＣＣはこの程度に抑えられることに加え、改築時の二酸

化炭素発生量及び建設廃棄物量の抑制を考慮すると、長寿命化改修は有効な手法であると言

える。 
 
 
 
 

（単位：千円） 
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３）４０，６０，８８年使用のライフサイクルコスト試算結果モデル 

 

単体の施設において、延命化、長寿命化を実施した場合、どの程度の効果があるか把握す

るため、ライフサイクルコスト試算手法を使用して、建物の使用年別にＬＣＣと経費率を算

出する。 

算出するにあたり、シナリオパターンを次のように設定した。また、モデル建物の延床面

積は庁舎を３，４４４㎡（国土交通省官庁営繕部で「新営予算単価」を算出するために設定

している３，０００形モデル）、校舎を４，６５６㎡（「建築物のライフサイクルコスト」で

の学校モデル）と標準的な数値を用いた。 

 

表１－４－１６ モデル建物のシナリオパターン設定 

設定条件 

大規模改修前 大規模改修後 賃貸･改築 改築後 大規模 

改修 
使用年 

用途 地域 年代 
し尿 

浄化 冷房 
中規模 

改修 水準 

中規模 

改修 
水準 

中規模 

改修 

庁舎 あり なし なし 
４０年 

校舎 なし 従来改修 なし 

庁舎 あり 延命化改修 なし 
６０年 

校舎 なし 延命改修 なし 

庁舎 あり 長寿命化改修 あり 
８８年 

校舎 

青森 2000 なし 

なし 

あり 

長寿命化改修 あり 

従来改築 なし 

 

ア）４０年使用の場合のＬＣＣ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１－４－８ 庁舎４０年ＬＣＣ        図１－４－９ 校舎４０年ＬＣＣ 
   ＬＣＣ４０：３，１７１百万円          ＬＣＣ４０：２，５２１百万円 
      年平均：７９．３百万円             年平均：６３．０百万円 

改修費
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修繕費
2.1%

維持費
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建設費
42.4%

光熱水費
21.8%

解体費
2.8%

企画設計
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改修費
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建設費
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イ）６０年使用の場合のＬＣＣ 

 

 
図１－４－１０ 庁舎６０年ＬＣＣ     図１－４－１１ 校舎６０年ＬＣＣ 

   ＬＣＣ６０：４，６６７百万円         ＬＣＣ６０：３，１５３百万円 
      年平均：７７．８百万円            年平均：５２．６百万円 
 
 
ウ）８８年使用の場合のＬＣＣ 

 
図１－４－１２ 庁舎８８年ＬＣＣ     図１－４－１３ 校舎８８年ＬＣＣ 

   ＬＣＣ８８：６，２１７百万円         ＬＣＣ８８：４，２１３百万円 
      年平均：７０．６百万円            年平均：４７．９百万円 
 
 このように、８８年使用の場合の年平均のＬＣＣが最小となる。このことから、施設の改

築時、改修時には、長期的な視点から工事仕様や改修方法を検討する必要がある。 
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５.施設評価手法の開発 

 施設評価手法は資産全体戦略（総量縮小、優良資産への集中投資、不要施設の有効活用・

運用と廃棄）の実現を目的としたものであることから、まず、はじめに、今後考えられる資

産の活用パターンを整理した。続いて資産の活用パターンを見出すために必要となる既存の

県有施設を定量的に評価するための評価の観点、評価項目、指標を用意した。一連の準備を

整えた上で、モデル施設を対象とした評価の試行を行い、その内容を検証した。 

 

（１）資産戦略と施設評価手法の考え方 

 今後、県有施設の資産活用パターンを検討し、「建替（改築）」、「転用」、「再生」、「維持」、

「運用」、「廃棄（売却）」、「廃棄（解体）」の活用パターンを用意した。 

 

１）建替（改築） 

 建替とは既存の施設を取壊し、新たな施設を建築することを言う。 

建替への適合性の高い施設は、「利用状況と内部需要が比較的高く、建物性能が極めて低い

施設である」 

 他方で実施されている施策・事業評価等と併せて建替のフィージビリティを検討する。 

 

２）転用 

 転用とは建設当初より利用されていた事務事業用途と異なる用途に施設用途を変更して施

設を継続使用することを言う。軽微な修繕等を含むが、建築基準法上の大規模な修繕や大規

模な模様替えを含まない。 

転用への適合性の高い施設は、「建物性能が一定レベル以上であり、利用度が少ない、内部

需要が一定レベル以上の施設である」 

 現在、利用されている施設用途のままの場合と用途変更を行う場合について転用のフィー

ジビリティを検討する。 

 

３）再生 

 再生とは施設の建築躯体や外被に長寿命化を目的とした修繕・改修を実施して、施設を継

続使用することを言う。建築基準法上の大規模な修繕や大規模な模様替えに相当する。 

再生への適合性の高い施設は、「建物性能が低く、内部需要・利用状況が高い施設である」 

 再生・長寿命化を行うことで既存施設を継続利用、利活用することを検討する。 

 

４）維持 

 維持とは既存施設を現状のまま、継続的に使用することを言う。 

維持への適合性の高い施設は、「建物性能、外部需要、管理効率が全体的に平均レベル以上

であり、利用状況と内部需要が高い施設である」 

 必要に応じ、効率的・効果的な修繕・維持管理・光熱水管理を実施し、施設維持をしなが

ら使用を継続していくこととなる。 
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５）運用 

運用とは既存施設を現状のまま、県での利用以外に用いることを言う。 

運用への適合性の高い施設は、「建物性能が一定レベル以上であり、立地条件等外部需要が

高く、利用度が少ない施設である」 

 他方で実施されている施策・事業評価等と併せて市町村、ＮＰＯ、民間等への貸付のフィ

ージビリティを検討する。 

 

６）廃棄 

①売却 

 売却とは土地・建物を売却することを言う。 

売却への適合性の高い施設は、「建物性能が一定レベル以上であり、立地条件等外部需要が

高く、利用度が少ない、管理効率の低い施設である」 

 他方で実施されている施策・事業評価等と併せて民間等への売却を検討する。不動産会社

への相談等による検討も考えられる。 

 

②解体 

 施設を取り壊して更地にして売却することを言う。 

解体への適合性の高い施設は、「建物性能、外部需要、管理効率、利用状況、内部需要の全

てにわたって評価結果が低い施設である」 

 他方で実施されている施策・事業評価等と併せて解体を検討する。 
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（２）施設評価の検討 

 施設評価手法の検討においては、青森県が保有する情報・データに基づいて評価可能なこ

とを前提として、資産の活用パターンへの既存の県有施設の適合性を判定する上で必要とな

る評価項目、指標等は以下の内容を参考とした。 

 

表１－５－１ 施設評価参考資料 

 名称 概要 出典 参考内容 

1 現状把握評価

シート ※ 

公共建築物を対象とした性能

評価項目毎に現状建物の性能

のレベル評価ツール 

国土交通省 

国土技術政策総合

研究所 

 

躯体の安全性、建

物外被の性能、防

災・安全性能、情

報化対応等 

2 用途変更評価

シート※ 

現状把握評価によって、有効に

使用されていないとされた建

物等について、用途変更により

有効に活用されるか否かを検

討するツール 

国土交通省 

国土技術政策総合

研究所 

 

立地特性、階高、

床荷重等 

3 公共建築事業

評価手法研究

開発報告書 

公共施設の改修や施設見直し

の判断材料として活用する手

法 

世田谷区 維持管理費効率、

光熱水費効率、最

大増床面積等 

4 官庁施設にお

ける顧客満足

度調査実施マ

ニュアル 

官庁施設の利用者（職員、一般

利用者）、地域住民に対してア

ンケート調査により、施設に関

する満足度、種々のニーズを把

握するツール 

国土交通省大臣官

房官庁営繕部 

整備課施設評価室 

平成１７年３月 

利用者満足度、職

員満足度 

5 JFMA満足度評

価手法２００

２調査票 

ファシリティの品質を保持す

ることを目的とした簡便な利

用者等満足度評価手法 

日本ファシリティ

マネジメント推進

協会品質評価手法

研究部会 

平成１４年  

利用者満足度、職

員満足度 

6 青森県環境調

和建築設計指

針 

環境調和建築

チェックシー

ト 

施設計画にあたり配慮が必要

な「周辺環境への配慮」「運用

段階の省エネ・省資源」「長寿

命」「エコマテリアル」「適正使

用・適正処理」 

青森県県土整備部 

平成１５年１２月 

環境配慮対応度 

7 青森県福祉の

まちづくり条

例 整備マニュ

アル 

青森県のバリアフリー社会環

境の整備条例、整備項目 

青森県健康福祉部

障害福祉課 

平成１２年３月 

バリアフリー対応 
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8 劣化度調査シ

ート集（案） 

県有施設の建築・設備劣化度調

査シート 

青森県県土整備部

建築住宅課 

施設全体劣化度 

※‥｢社会資本ストックの管理運営技術の開発｣（総合技術開発プロジェクト）
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（３）青森県施設評価手法（案）の概要 

 県有施設の利活用を判定するための施設評価の指標を検討し、５つの観点から施設を評価

することとした。 

 

１）施設評価の観点 

 「建物性能」「外部需要」「利用状況」「管理効率」「内部需要」の５つを施設評価の観点と

して整理した。 

表１－５－２ 施設評価の観点 

  

建物性能 建物の物理的、社会的性能 

外部需要 物理的、社会的、経済的、文化的価値や外部需要 

利用状況 施設の利用状況 

管理効率 施設の管理効率 

内部需要 施設利用者、職員の満足度 

 

２）施設評価の性能・項目と評価対象 

 ５つの観点をもとに施設評価の性能・項目と評価対象を検討・整理した。 

評価対象として、現在の状況評価となる「資産」「利用度」、今後の利活用を踏まえて、「可

変性」を把握する項目を検討・整理した。 

表１－５－３ 施設評価の性能・項目と評価対象 

評価対象 

評価 利用調整 評価観点 性能等 項目 

資産 利用度 可変性 

建物性能 安全性 遵法性、防災対策、防災・防犯 ○     

 機能性 バリアフリー対応、情報化対応、 ○     

 可変性 フレキシビリティー     ○ 

 環境対応性 省エネルギー ○     

 耐久性 残存年数値、建築劣化度、電気

設備劣化度、機械設備劣化度 

○     

外部需要 物理的価値 敷地面積、延床面積 ○     

 地域インフラ 駐車場、道路アクセス ○     

 周辺施設 近隣の公共施設の数     ○ 

 経済的価値 立地条件、施設全体劣化度 ○     

 遵法性 集団規定適合 ○     

 地域特性 雪対策 ○     

 文化的価値 施設の文化的価値     ○ 

利用状況 利用度 施設利用状況   ○   

管理効率 効率性 維持管理費効率、光熱水費効率 ○     

内部需要 満足度 利用者満足度、職員満足度   ○   
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３）施設評価項目 

施設評価項目に対して、把握・評価する内容を整理した。 

表１－５－４ 施設評価項目 

評価観点 性能等 項目 評価内容 

建物性能 安全性 遵法性 
構造 

耐震性能を保有しているか＜1981年以

降の建物構造耐力（耐震ﾚﾍﾞﾙ）か＞ 

   
設備 

消防の定期検査や定期報告における問

題の有無 

   
避難 

火災時に高齢者や身体障害者が安全に

避難できるか 

  防災対策  防災対策上の分類 

  防災・防犯  防災・防犯設備上の課題の有無 

 機能性 バリアフリー

対応 

対応度 バリアフリーへの対応（出入口、階段、

スロープ、点字ブロック） 

    バリアフリーへの対応（廊下、身障者用

トイレ、エレベータ改修） 

    バリアフリー対応（その他） 

  情報化対応 対応度 情報化設備の設置環境はどのようにな

っているか 

 可変性 フレキシビリ

ティー 
床積載荷重 

用途変更の可能性（構造耐力：床積載荷

重）  

   地震力 用途変更の可能性（構造耐力：地震力） 

   階高 用途変更の可能性（階高） 

   最大増床可

能面積 
 

 環境対

応性 

 達成度 青森県環境指針の達成度（省エネルギー

や省資源対策を実施しているか） 

 耐久性 残存年  建物の残存年数値はどの程度か 

  建築劣化度  建築部位の劣化度はどの程度か 

  電気設備劣化度 電気設備の劣化度はどの程度か 

  機械設備劣化度 機械設備の劣化度はどの程度か 

外部需要 物理的

価値 

敷地面積  敷地面積の大きさ 

  延床面積  延床面積の大きさ 

 地域イ

ンフラ 

駐車場  駐車台数の過不足 

  道路アクセス  車線数、歩道有無 

 周辺施

設 

近隣の公共施設の数 近隣公共施設の有無 



第１編５.施設評価手法の開発 

 

 52 

外部需要 経済的

価値 

立地条件 交通の便、周

辺環境 

 

  施設全体劣化度 施設全体の劣化度はどの程度か 

 遵法性 集団規定適合 用途、容積

率、建ぺい率 

各規定に適合しているか 

 地域特

性 

雪対策 雁木、融雪装

置、雪冷房、

屋根付駐車

場（身障者） 

対策の有無 

 文化的

価値 

施設の文化的価値 文化財としての指定や保存活動の有無 

庁舎 一人当たり面積 利用状況 利用度 施設利用状況 

学校 校舎面積 

   貸館、貸室等 貸館、貸室、体育館、宿泊室、職員公舎

等の稼働率 

庁舎の会議室等の稼働率も含む 

   サービス系 利用率、利用状況（施設の利用状況は良

いか。事業計画に対し伸びているか。） 

管理効率 効率性 維持管理費効率 面積あたりの維持管理費効率 

  光熱水費効率 面積あたりの光熱水費効率 

内部需要 満足度 利用者満足度 利用者（生徒）の施設満足度 

  職員満足度 職員（教職員）の施設満足度 
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４）施設評価指標 

 県有施設の有効活用の目的に合わせて各評価項目の指標を作成した。 

指標は３段階による判定としている。 

表１－５－５ 施設評価指標 

性能等 項目 ﾚﾍﾞﾙ 指標 

構造 Ⅰ 建設年が1981年以前で未補強改修または未診断 

 
Ⅱ 

建設年が1981年以前で耐震補強済または新耐震

基準による建築（通常） 

建物性能 

（安全性） 

 

Ⅲ 

建設年が1981年以前で耐震補強済（基準法を上

回る耐力）または新耐震基準による建築（基準法

を上回る耐力） 

 設備 Ⅰ 消防の定期検査や定期報告における問題なし 

  
Ⅱ 

消防の定期検査や定期報告における問題軽微な

もの有り 

  Ⅲ 消防の定期検査や定期報告における問題有り 

 避難 Ⅰ 火災時に高齢者や身体障害者の安全避難に問題あり 

  Ⅱ 火災時に高齢者や身体障害者の安全避難に問題なし 

  Ⅲ 火災時に高齢者や身体障害者の安全避難に特に配慮あり 

 防災対策 Ⅰ 構造体Ⅲ類 

  Ⅱ 構造体Ⅱ類 

  Ⅲ 構造体Ⅰ類 

 防災・防犯 Ⅰ 有り 

  Ⅱ 無し、普通、 

  Ⅲ 対策あり 

Ⅰ 基準適合80％未満 

Ⅱ 基準適合80％以上 

建物性能 

（機能性） 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘー対応度① 

Ⅲ 基準適合80％以上かつ誘導基準80％以上 

 Ⅰ 基準適合70％未満 

 Ⅱ 基準適合70％以上 

 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘー対応度② 

Ⅲ 基準適合70％以上かつ誘導基準70％以上 

 Ⅰ 基準適合80％未満 

 Ⅱ 基準適合80％以上 

 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘー対応度③ 

Ⅲ 基準適合80％以上かつ誘導基準80％以上 

 Ⅰ OAフロアなし 

 Ⅱ - 

 

情報化対応 

（OAﾌﾛｱ） 

Ⅲ OAフロアあり 

 Ⅰ 30VA/㎡未満 

 Ⅱ 30VA/㎡～ 

 

情報化対応 

（容量） 

Ⅲ 50VA/㎡以上 
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床積載荷重 Ⅰ 1800（Ｎ/㎡）以上 

 Ⅱ 2900（Ｎ/㎡）以上 

建物性能 

（可変性） 

 Ⅲ 3500（Ｎ/㎡）以上 

 地震力 Ⅰ 600（Ｎ/㎡）以上 

  Ⅱ 800（Ｎ/㎡）以上 

  Ⅲ 1300（Ｎ/㎡）以上 

 階高 Ⅰ 3.6ｍ未満 

  Ⅱ 3.6m以上4.0m未満 

  Ⅲ 4.0ｍ以上 

 最大増床可能面積 Ⅰ 1000㎡未満 

  Ⅱ 1000㎡以上 

  Ⅲ 3000㎡以上 

環境対応性 Ⅰ 3.0点未満 

 Ⅱ 3.0点以上7.0点未満 

建物性能 

（環境対応

性）  Ⅲ 7.0点以上 

残存年 Ⅰ 20年未満 
 Ⅱ 20年以上 
 Ⅲ 40年以上 

建築劣化度 Ⅰ レベル C （劣化度調査による判定） 
 Ⅱ レベル B （劣化度調査による判定） 
 Ⅲ レベル A （劣化度調査による判定） 

電気設備劣化度 Ⅰ レベル C （劣化度調査による判定） 
 Ⅱ レベル B （劣化度調査による判定） 
 Ⅲ レベル A （劣化度調査による判定） 

機械設備劣化度 Ⅰ レベル C （劣化度調査による判定） 
 Ⅱ レベル B （劣化度調査による判定） 

建物性能 

（耐久性） 

 Ⅲ レベル A （劣化度調査による判定） 
敷地面積 Ⅰ 偏差値 45未満 
 Ⅱ 偏差値 45-55 
 Ⅲ 偏差値 55を上回る 

延床面積 Ⅰ 偏差値 45未満 
 Ⅱ 偏差値 45-55 

外部需要 

（物理的価

値） 

 

 Ⅲ 偏差値 55を上回る 
駐車場 Ⅰ 絶対数不足 

 Ⅱ 年に数回程度苦情がある 

外部需要 

（地域イン

フラ）  Ⅲ 全く苦情なし、問題なし 
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道路アクセス Ⅰ 歩道なし 

 Ⅱ 歩道有り、片側１車線 

外部需要 

（地域イン

フラ）  Ⅲ 歩道有り、片側２斜線以上 

近隣の公共施設の数 Ⅰ 1km以内に他の公共施設がない 
 Ⅱ 1km以内に他の公共施設が 1ある 

外部需要 

（周辺施設） 

 Ⅲ 1km 以内に他の公共施設が 2 以上あるまたは他
の公共施設が隣接している 

立地条件 Ⅰ 施設利用に不便、相応しくない環境 

 Ⅱ 特に問題なし、不便であるが交通整備計画有り 

外部需要 

（経済的価

値）  Ⅲ 優れた立地 

 施設全体劣化度 Ⅰ 偏差値 45未満 
  Ⅱ 偏差値 45-55 
  Ⅲ 偏差値 55を上回る 

集団規定適合 Ⅰ 建ぺい率 or容積率のどちらか一方が不適合 
 Ⅱ 用途の不適合（変更） 

外部需要 

（遵法性） 

 Ⅲ 適合している 

雪対策 Ⅰ なし 

 Ⅱ １項目対策あり 

外部需要 

（地域特性） 

 Ⅲ ２項目以上対策あり 

施設の文化的価値 Ⅰ レベルⅡ、Ⅲに該当しないもの 

 Ⅱ 保存活動のあるもの 

外部需要 

（文化的価

値）  Ⅲ 文化財指定となっているもの 

Ⅰ 15㎡／人未満 または 30㎡／人以上 
Ⅱ 15㎡／人～20㎡／人 or25㎡／人～30㎡／人  

利用度 

施設利用状況（庁舎） 

Ⅲ 20～25㎡／人 
 Ⅰ 学校設置基準の 3倍以上 

 または 学校設置基準未満 
 Ⅱ 学校設置基準の 2倍以上 3倍未満 

 または 学校設置基準以上 1.5倍未満 
 

施設利用状況（学校） 

Ⅲ 学校設置基準 1.5倍以上 2倍未満 
 Ⅰ 稼働率50％未満 

 Ⅱ 稼働率50％以上 

 

施設利用状況 

（貸館、貸室、体育館） 
Ⅲ 稼働率70％以上 

 Ⅰ 計画を下回る利用状況（実績／計画＜1.0） 
 Ⅱ 計画通りの利用状況（実績／計画＝1.0） 

 

施設利用状況 

（サービス系） 
Ⅲ 計画を上回る利用状況（実績／計画＞1.0） 
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効率性 維持管理費効率 Ⅰ 偏差値 45未満 
  Ⅱ 偏差値 45-55 
  Ⅲ 偏差値 55を上回る 
  Ⅰ 偏差値 45未満 
 光熱水費効率 Ⅱ 偏差値 45-55 
  Ⅲ 偏差値 55を上回る 

 Ⅰ 平均 50点未満 
利用者満足度 Ⅱ 平均 50点以上 70点未満 

 Ⅲ 平均 70点以上 
 Ⅰ 平均 50点未満 

職員満足度 Ⅱ 平均 50点以上 70点未満 

内部需要 

（満足度） 

 Ⅲ 平均 70点以上 
 

 指標の作成にあたっては、表１－５－１に示す参考資料をもとにして検討した。各項目に

おいて根拠・参考にした資料を表１－５－６に示す。 

 なお、実状や建築技術的判断等に基づいて独自に作成した指標については下記欄には“－”

と記している。 

 

表１－５－６ 施設評価指標の根拠・参考等 

項目 根拠・参考等 

構造 1現状把握評価シート（国総研） 

設備 1現状把握評価シート（国総研） 

避難 1現状把握評価シート（国総研） 

防災対策 他.青森県防災対策加算適用一覧表（参考） 

防災・防犯 1現状把握評価シート（国総研） 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘー対応度① 7青森県福祉のまちづくり条例 整備マニュアル 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘー対応度② 7青森県福祉のまちづくり条例 整備マニュアル 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘー対応度③ 7青森県福祉のまちづくり条例 整備マニュアル 

情報化対応（OAフロア） - 

情報化対応（容量） 1現状把握評価シート（国総研） 

床積載荷重 2用途変更評価シート（国総研） 

地震力 2用途変更評価シート（国総研） 

階高 - 

環境対応性 6青森県環境調和建築設計指針環境調和建築チェックシート 

残存年 - 

建築劣化度 8劣化度調査シート集（案） 

電気設備劣化度 8劣化度調査シート集（案） 

機械設備劣化度 8劣化度調査シート集（案） 

敷地面積 3公共建築事業評価手法研究開発報告書 
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延床面積 3公共建築事業評価手法研究開発報告書 

最大増床可能面積 3公共建築事業評価手法研究開発報告書 

駐車場 - 

道路アクセス - 

近隣の公共施設の数 - 

立地条件 1現状把握評価シート（国総研） 

施設全体劣化度 8劣化度調査シート集（案） 

集団規定適合 - 

雪対策 - 

施設の文化的価値 - 

施設利用状況（庁舎） - 

施設利用状況（学校） 高等学校設置基準（文部科学省） 

施設利用状況 

（貸館、貸室、体育館） 

- 

施設利用状況 

（サービス系） 

- 

維持管理費効率 3公共建築事業評価手法研究開発報告書 

光熱水費効率 3公共建築事業評価手法研究開発報告書 

利用者満足度 5JFMA満足度評価手法２００２調査票、4官庁施設における顧

客満足度調査実施マニュアル 

職員満足度 5JFMA満足度評価手法２００２調査票、4官庁施設における顧

客満足度調査実施マニュアル 

表内の根拠・参考等の欄の項番は表１－５－１に合わせている。 
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５）評価根拠およびデータ 

 評価にあたり、施設の情報を把握するための根拠・データは以下のものを参考とする。 

表１－５－７ 施設評価根拠およびデータ 

 項目 根拠及びデータ 

1 構造 竣工年（施設台帳）、耐震診断有無、耐震改修有無（工事履歴） 

2 設備 定期検査結果、定期報告書 

3 避難 建物外周バルコニー、階段数、滑り台の設置等 

4 防災対策 施設計画・設計時資料 

5 防災・防犯 老朽化、誤動作、未動作 

6 ﾊﾞﾘｱﾌﾘー対応度①②③ 対策状況確認（福祉のまちづくり条例） 

7 情報化対応 情報化設備設置時環境（設計図書、工事履歴） 

8 床積載荷重 構造計算書（設計・施工時資料） 

9 地震力 構造計算書（設計・施工時資料） 

10 階高 構造計算書（設計・施工時資料） 

11 最大増床可能面積 実績容積率、法定容積率、延床面積（計画・設計時資料） 

12 環境対応性 青森県環境調和建築チェックシート 

13 残存年 県有施設耐用年数－経過年数（竣工年より現在まで） 

14 建築劣化度 劣化度調査シート集（案）（県土整備部建築住宅課） 

15 電気設備劣化度 劣化度調査シート集（案）（県土整備部建築住宅課） 

16 機械設備劣化度 劣化度調査シート集（案）（県土整備部建築住宅課） 

17 敷地面積 施設台帳等 

18 延床面積 施設台帳等 

19 駐車場 駐車場数と需要の比較、利用者等からの声 

20 道路アクセス 前面道路の確認 

21 近隣の公共施設の数 施設管理者知見 

22 立地条件 環境に関して日常的に気づいている点、要望等 

23 施設全体劣化度 劣化度調査シート集（案）（県土整備部建築住宅課） 

24 集団規定適合 建ぺい率、容積率（計画・設計時資料） 

25 雪対策 雪対策設備（計画・設計時資料、ヒアリング） 

26 施設の文化的価値 保存活動、文化財指定情報 

27 施設利用状況（庁舎） 延床面積（計画・設計時資料）、施設利用者数・入居者数 

28 施設利用状況（学校） 校舎面積、人数（計画・設計時資料、施設台帳、便覧） 

29 施設利用状況（貸館等） 設置数（施設現況）、利用者数・入居者数 

30 施設利用状況(ｻｰﾋﾞｽ系) 利用人数等（事務事業評価等） 

31 維持管理費効率 年間維持管理費（点検・保守・清掃・警備・測定・植栽等） 

32 光熱水費効率 年間光熱水費（電力・ガス・水道・油等） 

33 利用者満足度 利用者満足度調査結果 

34 職員満足度 職員満足度調査結果 
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６）評価者 

 各評価項目に対する評価者を以下に整理する。主に、各施設における状況や基本情報にあ

たるものを施設管理者が評価し、施設の技術的な内容を営繕技術者が評価する整理とした。 

表１－５－８ 評価項目と評価者 

  施設管理者 営繕技術者 

1 構造 ○  

2 設備 ○  

3 避難 ○  

4 防災対策  ○ 

5 防災・防犯 ○  

6 ﾊﾞﾘｱﾌﾘー対応度①②③ ○  

7 情報化対応  ○ 

8 床積載荷重  ○ 

9 地震力  ○ 

10 階高  ○ 

11 最大増床可能面積  ○ 

12 環境対応性  ○ 

13 残存年 ○  

14 建築劣化度  ○ 

15 電気設備劣化度  ○ 

16 機械設備劣化度  ○ 

17 敷地面積 ○  

18 延床面積 ○  

19 駐車場 ○  

20 道路アクセス ○  

21 近隣の公共施設の数 ○  

22 立地条件 ○  

23 施設全体劣化度  ○ 

24 集団規定適合  ○ 

25 雪対策  ○ 

26 施設の文化的価値 ○  

27 施設利用状況（庁舎）（学校）（貸館等）（サービス系） ○  

28 維持管理費効率 ○  

29 光熱水費効率 ○  

30 利用者満足度 ○  

31 職員満足度 ○  
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７）評価結果 

評価結果として各評価項目のレベル判定に基づいた６種類（７手法）の施設活用可能性へ

の適合性がもたらされる。 

各項目の判定によってⅠ（33点）、Ⅱ（66点）、Ⅲ（100点）の評価点を表記している。 

また、分類毎に小計を設けており、評価点の平均によってⅠ、Ⅱ、Ⅲのレベルが判定され

る。ただし、建物性能の小計欄の判定は構造（遵法性）と耐震性能の判定レベルの低い方に

合わせた結果を表記するようにした。これは建物性能は構造（遵法性）、耐震性能が基礎的な

重要要素であることからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－５－１ 施設評価結果 
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８）施設活用可能性の適合判定 

 施設評価の結果に基づいた県有施設の資産活用パターン適合判定の考え方を整理する。 

 

①各資産活用パターンの理想評価結果の設定 

 建替、転用、再生、維持、運用、売却、取壊の各パターンについて、施設評価の各項目に

対する評価レベル（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）の理想の状態を設定した。 

 例えば、建替に該当する施設は、構造（遵法性）“Ⅰ”の状態によって構造上の課題があり、

床荷重、地震力、階高は“Ⅰ”の状態で課題があり、最大増床可能面積は“Ⅱ”または“Ⅲ”

と余裕のある状態、といったように各資産活用パターンに対する各評価項目の理想的状態を

準備した。 

 一覧を表１－５－１０に整理する。 

 

 

②対象施設の判定 

 評価対象施設は施設管理者、営繕管理者、ＦＭ担当者による各評価項目に対する評価を実

施する。 

 各項目のレベル（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）評価結果に基づいて、表１－５－１０の理想評価結果への

適合性を計算し、判定結果として整理される。 

 表１－５－９は判定結果（例）である。 

 適合性は最適の状態を1.0、不適の状態を0としている。 

判定は“◎”‥0.9以上、“○”‥0.7-0.9、“△”‥0.5-0.7、“×”‥0.5以下として表記

する。 

 

表１－５－９ 判定結果（例） 

 適合性 判定 

建替 0.26 × 

転用 0.76 ○ 

再生 0.63 △ 

維持 0.70 ○ 

運用 0.78 ○ 

廃棄（売却） 0.65 △ 

廃棄・運用（取壊） 0.13 × 
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表１－５－１０ 各パターンにおける理想評価結果 

 建替 転用 再生 維持 運用 売却 取壊 

構造（遵法性） Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ、Ⅱ  Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

設備（遵法性） Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ、Ⅱ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

避難（遵法性） Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ、Ⅱ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

耐震性能 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

防災・防犯 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

バリアフリー対応① Ⅰ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

バリアフリー対応② Ⅰ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

バリアフリー対応③ Ⅰ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

情報化対応（OAﾌﾛｱ） Ⅰ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

情報化対応 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

環境配慮対応度 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

残存年数 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ、Ⅱ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

建築劣化度 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ、Ⅱ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

電気設備劣化度 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ、Ⅱ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

機械設備劣化度 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ、Ⅱ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

敷地面積 － － － － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ － 

延床面積 － － － － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ － 

立地条件 Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅰ 

維持管理費効率 － － － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ Ⅰ 

光熱水費効率 － － － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ Ⅰ 

スペース利用度 Ⅲ － － － Ⅰ Ⅰ Ⅰ 

利用者満足度 Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 

職員満足度 Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 

床積載荷重 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

地震力 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

階高 Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ 

最大増床可能面積 Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ － － Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ － 

道路アクセス Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅰ － 

駐車場 Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ － Ⅱ、Ⅲ Ⅰ － 

近隣の公共施設の数 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ ⅠⅡⅢ － 

集団規定適合 Ⅲ － － Ⅰ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅱ、Ⅲ Ⅰ、Ⅱ 

雪対策 Ⅰ － － － Ⅱ、Ⅲ Ⅰ － 
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（４）モデル施設評価の結果 

 

１）モデル施設評価対象 

 施設評価手法の開発の上で、試行と検証を目的としてモデル施設評価を実施した。 

 モデル施設は庁舎、学校の中から地域性、資料の保存状態、特徴を加味して１９７０年代、

１９８０年代、１９９０年代、２０００年代に建設された施設をそれぞれ１施設ずつ抽出し

た。 

表１－５－１１ モデル施設評価の施設選定理由 

 施設名 用途 
建築 

年代 
地域性 資料の保存 特徴 

1 
十和田 

合同庁舎 
事務庁舎 1980 

県南地方 

（太平洋側） 
竣工図あり 

標準的な 

合同庁舎 

2 
社会教育 

センター 

社会教育

施設 
1990 

県中央部 

（青森市） 

竣工図 

設計内訳書あり 

サービス 

提供施設 

3 
青森西 

高等学校 
普通高校 2000 

県中央部 

（青森市） 

竣工図 

設計内訳書あり 

平成９年以降建設

の標準的平面 

4 
弘前工業 

高等学校 
工業高校 1970 

津軽地方 

（日本海側） 

竣工図・改修工事

設計内訳書あり 

耐震補強・延命化

改修実施済 

 

表１－５－１２ モデル施設評価対象概要 

 用途 施設名 用途 建築年 所在地 

1 庁舎 十和田合同庁舎 事務庁舎 1981 十和田市西十二番町120番地2 

2 庁舎 社会教育センター 社会教育施設 1989 青森市荒川藤戸119番地7 

3 学校 青森西高等学校 普通高校 1988 青森市新城平岡266番地20 

4 学校 弘前工業高校 工業高校 1969 弘前市馬屋町6番地2 

 

 

２）概要 

 モデル施設評価において所管部局、調査時間、評価時間を概要として整理した。なお、施

設評価にあたっては、施設管理者が評価を行う項目は施設管理担当者へのヒアリングにより、

営繕技術者が行う項目は当業務受託者と県の建築技術者との共同で調査を行った。 

 

表１－５－１３ モデル施設評価概要 

 施設名 所管課 調査日 調査者 調査時間 資料作成時間 

1 十和田合同庁舎 総務部 2006/1/18 7名 3時間 2時間 

2 社会教育センター 教育庁 2006/1/18 5名 1.5時間 1時間 

3 青森西高等学校 教育庁 2005/12/25 5名 1.5時間 1時間 

4 弘前工業高校 教育庁 2005/12/25 5名 1.5時間 1時間 

※施設利用者満足度調査の調査・集計は含まない。十和田合同庁舎のみ劣化度調査実施。
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３）各施設評価結果 

 

①十和田合同庁舎 

 十和田合同庁舎の施設評価結果を図１－５－２に示す。また概要は以下のとおりである。 

 十和田合同庁舎の施設活用可能性は、「転用」「維持」「廃棄（売却）」「運用」が“○”、「再

生」が“△”となる。 

 適合性は◎‥0.9以上、○‥0.7-0.9、△‥0.5-0.7、×‥0.5以下として判定している。 

 耐震性能、構造（遵法性）、光熱水効率、敷地面積、電気・機械・全体の評価についてはレ

ベルⅢで良い結果であった。建築については外壁等劣化がやや進んでおり、レベルⅡである。 

資産価値の評価結果を見てみると、環境配慮対応度の他、バリアフリー対応①・②はエレ

ベータの設置がない、情報化対応はOAフロアではなく容量も不足でありレベルⅠであった。 

 利用効率・満足度はスペース利用度がレベルⅠという結果となったが、内部需要としての

利用者満足度、職員満足度はレベルⅢであり、良好な結果であった。 

 可変性・需要等では、集団規定適合、近隣公共施設数、最大増床面積はレベルⅢ、床積載

荷重、地震力、階高、道路アクセスはレベルⅡ、駐車場、雪対策はレベルⅠであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本施設評価では十和田合同庁舎は「転用」「維持」「廃棄（売却）」「運用」の可能性が高い

ことが示された。バリアフリー対応、情報化対応、維持管理費効率、スペース利用度、駐車

場、雪対策についてはレベルⅠと改善の余地があるため、「転用」については新たな用途への

ニーズ対応、維持の場合は必要措置、運用の場合には貸付条件を踏まえて、それぞれ検討さ

れたい。 
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図１－５－２ 施設評価シート（十和田合同庁舎） 
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②社会教育センター 

 社会教育センターの施設評価結果を図１－５－３に示す。また、概要は以下のとおりであ

る。 

 

 社会教育センターの施設活用可能性は「維持」「転用」「運用」「廃棄（売却）」が“○”、「再

生」が“△”となる。 

 構造、設備（遵法性）、耐震性能、バリアフリー対応①・②・③、立地条件、光熱水費効

率はレベルⅢで良好な結果であった。情報化対応はレベルⅠであった。 

建築・電気設備については現地調査を実施していないため、レベルⅢとして設定している。

機械設備についてはヒアリングにより、中央監視設備の更新が近いため、レベルⅡとした。 

 利用効率・満足度はスペース利用度、利用者満足度、職員満足度はレベルⅢであり、良好

な結果であった。 

 可変性・需要等では、階高、最大増床可能面積、集団規定適合はレベルⅢであり、床積載

荷重、地震力、道路アクセス、駐車場、近隣公共施設数、雪対策はレベルⅡであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本施設評価では社会教育センターは維持することが望ましい結果となった。次いで0.03ポ

イント差で転用、さらに0.03ポイント差で運用という結果となった。施設の現状性能として、

情報化対応（OAフロア、設備容量）や維持管理費効率の状態が良くないため、これらに配意

されたい。転用の場合にはフレキシビリティーとなる床積載荷重、地震力等が変更可能性の

ある用途に適合するかどうかの技術的検討を要する。
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図１－５－３ 施設評価シート（社会教育センター） 
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③青森西高等学校 

 青森西高等学校の施設評価結果を図１－５－４に示す。また、概要は以下のとおりである。 

 

 青森西高等学校の施設活用可能性は「維持」「転用」「運用」「廃棄（売却）」が“○”とな

った。 

 構造・設備（遵法性）、情報化対応（OAフロア）、敷地面積、延床面積、維持管理効率、光

熱水効率はレベルⅢの良好な結果であった。 

避難（遵法性）、耐震性能、バリアフリー対応①・②・③、情報化対応（容量）、環境配慮

対応度、残存年数はレベルⅡである。 

防犯・防災は、生徒昇降口の施錠に構造上目が行き届かないなどの理由でレベルⅠである。 

建築・電気設備・機械設備劣化度については建築後１０年経っていないため現地調査を不

要とし、レベルⅢとして設定している。 

 利用効率・満足度はスペース利用度、利用者・職員満足度ともにレベルⅢの結果となった。 

 可変性・需要等では、最大増床可能面積、駐車場、集団規定適合はレベルⅢであり、地震

力、階高、近隣の公共施設数、雪対策はレベルⅡであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本施設評価では青森西高等学校は、維持していくことが望ましい結果となった。防犯・防

災対策、維持管理費効率等の改善を検討し、適正な保全を行いながら、維持に努めていくこ

とが望ましい。 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
構造（遵法性）

設備（遵法性）

避難（遵法性）

耐震性能

防災・防犯

バリアフリー対応①

バリアフリー対応②

バリアフリー対応③

情報化対応（OAフロア）

情報化対応

環境配慮対応度

残存年数

建築劣化度

電気設備劣化度

機械設備劣化度

敷地面積

延床面積

立地条件

維持管理費効率

光熱水費効率

 

0

2 0

4 0

6 0

8 0

10 0

床積載荷重（フレキシビリティー）

地震力（フレキシビリティー）

階高（フレキシビリティー）

最大増床可能面積

道路アクセス駐車場

近隣の公共施設の数

集団規定適合

雪対策

 

0

20

40

60

80

100

スペース利用度

利用者満足度職員満足度

 

資産価値 

利用効率・満足度 

可変性・需要等 

施設活用可能性 

 



第１編５.施設評価手法の開発 

 

 69 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－５－４ 施設評価シート（青森西高等学校） 
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④弘前工業高校 

弘前工業高校の施設評価結果を図１－５－５に示す。また、概要は次のとおりである。 

 弘前工業高校の施設活用可能性は「転用」「維持」「運用」「廃棄（売却）」が“○”となり、

「再生」が“△”となる。 

 構造（遵法性）、光熱水費効率、情報化対応（OAフロア）、情報化対応（容量）延床面積、

立地条件はレベルⅢの良好な結果であった。設備（遵法性）、耐震性能、防災・防犯、バリア

フリー対応①・②、情報化対応（容量）、環境配慮対応度、残存年数、維持管理費効率はレベ

ルⅡである。 

 避難、バリアフリー対応③は、案内表示が配慮されていないためレベルⅠである。 

建築・電気設備・機械設備劣化度については改修後１０年経っていないため現地調査を扶

養とし、レベルⅢとして設定している。 

 スペース利用度はレベルⅡとなっている。満足度は利用者、職員ともにレベルⅢの結果と

なった。 

 可変性・需要等では、階高、最大増床可能面積、駐車場、近隣公共施設数、集団規定適合

はレベルⅢであり、地震力、道路アクセスはレベルⅡであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本施設評価では弘前工業高校は、施設を維持していくことが最も望ましい結果となった。

維持管理費効率向上や避難における運用改善、雪対策設備設置等を検討し、適正な保全をす

ることで維持していくことが望ましい。なお、転用、運用も適合性は高い結果となっている

ので、合わせて検討していく方がよい。 
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図１－５－５ 施設評価シート（弘前工業高学校） 
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第２編 青森県ライフサイクルコスト試算ツール及びマニュアル 

 
１．青森県ライフサイクルコスト試算ツール概要 

（１）基本的考え方 

本試算ツールは既存県有施設のライフサイクルコスト（概算）のシミュレーションを主

たる目的とする事から、様々なケーススタディを簡単に行えるシンプルな手法を採用する。 
ツールのロジック構築には、以下の４項目を前提とし、ＭＳ－Office EXCEL2002の表計

算ソフトにより開発をおこなう。 

 

① 対象は既存建物 
② 改修・改築のシナリオは、以下のパターンを固定 
竣工→中規模改修→大規模改修→中規模改修→改築→中規模改修 

（それぞれの改修・改築は無くても可） 

③ LCCの構成要素は修繕費・維持管理費・改修費・修繕費・光熱水費・改築費・取壊し
費の７項目 

④ 計算年数は計算開始年から３０年に固定 
 

更に、シミュレーションを簡便におこなうために、ツールの基本機能として以下の点に

考慮し開発をおこなう。 

 

① 各種原単位の変更を簡便に行えるようにする。 
② 原単位を取込んだあとの個別データの変更を可能とする。 
③ 維持管理費･改修費などをパターン定義することで、入力の簡便化を図る。 
④ 複数のライフサイクルコスト計算シートの集計ツールを準備し、計算パターンの階層
化を可能とする。 

⑤ 計算結果はグラフ化しわかりやすいアウトプットとする。 
⑥ 計算開始年を入力項目とし、任意の年度からの計算を可能とする。 
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（２）ツールの構成 

 

ツールは、LCCの標準データが格納されているEXCELブック（以下ブック）と、それをベ

ースにLCCの計算と集計をするブック及び更に上位集計するブックから構成される。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１－１ ツールの構成 
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（３）LCC標準データ 

LCC標準データはシミュレーション用原単位として予めブックにセットしておく。 

これら原単位は、シナリオパターンのセットにより参照されることとなる。 

下表はLCC標準データの項目と各々のパラメータの関係を示す。 

 
 

表２－１－１ LCC標準データの項目とパラメータ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜例＞大規模改修工事費 

大規模改修のＬＣＣ標準工事費（円／㎡）は 

① 用途（庁舎／校舎／体育館） 

② 大規模改修前の冷房の有無 

③ 大規模改修水準（従来改修／延命化改修／（任意設定）／長寿命化改修） 

の全組合せパターンがセットされる。 

 

 

 

 

 

 

解体
なし 譲渡

青森 1970 従来改修 賃貸
庁舎 弘前 1980 延命化改修 従来改修
校舎 八戸 1990 なし なし なし （任意設定） なし 一般施設 なし
体育館 むつ 2000 あり あり あり 長寿命化改修 あり 長期使用施設 あり

大規模
改修

大規模
改修後

賃貸・改築 改築後

冷房
中規模
改修

水準
中規模
改修

水準
中規模
改修

１．修繕費 円／㎡ ○
２．維持管理費（大規模改修前） 円／㎡ ○ ○
３．光熱水費（大規模改修前） 円／㎡ ○ ○ ○ ○ ○
４．中規模改修　時期（大規模改修前） 竣工後○年目 ○ ○
５．中規模改修　設監料（大規模改修前） ％ ○
６．中規模改修　工事費（大規模改修前） 円／㎡ ○ ○ ○ ○
７．大規模改修　時期 竣工後○年目 ○ ○
８．大規模改修　設監料 ％ ○
９．大規模改修　工事費 円／㎡ ○ ○ ○
10．維持管理費（大規模改修後） 円／㎡ ○ ○ ○
11．光熱水費（大規模改修後） 円／㎡ ○ ○ ○ ○ ○
12．中規模改修　時期（大規模改修後） 竣工後○年目 ○ ○
13．中規模改修　設監料（大規模改修後） ％ ○
14．中規模改修　工事費（大規模改修後） 円／㎡ ○ ○ ○ ○
15．解体・廃止　設監料 ％ ○
16．解体・廃止費 円／㎡ ○ ○
17．賃貸・改築　時期 竣工後○年目 ○ ○ ○
18．賃貸・改築　設監料 ％ ○
19．賃貸・改築　工事費 円／㎡ ○ ○
20．維持管理費（賃貸・改築後） 円／㎡ ○ ○
21．光熱水費（賃貸・改築後） 円／㎡ ○ ○ ○ ○
22．中規模改修　時期（改築後） 竣工後○年目 ○ ○
23．中規模改修　設監料（改築後） ％ ○
24．中規模改修　工事費（改築後） 円／㎡ ○ ○ ○

LCC標準データ項目

設定条件

用途 地域 年代
し尿
浄化

大規模
改修前

選択肢

例
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（４）シナリオパターンの定義 

入力の簡便を図るために、予めシナリオパターンを定義。 

用途・地域などをパラメータに、LCC標準データから該当する原単位データを参照し各シ

ナリオパターンの原単位が自動セット。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図２－１－２ シナリオパターンの構成 

 

シナリオパターン コード 

シナリオパターン データ 

修繕費 円／㎡ 

維持管理費 円／㎡ 

光熱水費 円／㎡ 

竣工後 年目 

設監料 ％ 

大規模改修前 

中規模改

修 

工事費 円／㎡ 

竣工後 年目 

設監料 ％ 

大規模改修 

工事費 円／㎡ 

維持管理費 円／㎡ 

光熱水費 円／㎡ 

竣工後 年目 

設監料 ％ 

大規模改修後 

中規模改

修 

工事費 円／㎡ 

設監料 ％ 解体・廃止 

工事費 円／㎡ 

竣工後 年目 

設監料 ％ 

改築･廃棄･譲

渡･賃貸 

工事費 円／㎡ 

維持・管理費 円／㎡ 

光熱水費 円／㎡ 

竣工後 年目 

設監料 円／㎡ 

賃貸･改築後 

中規模改

修 

工事費 円／㎡ 

入力項目 

用途 

地域 

年代 

し尿浄化 

冷房有無 大規模改

修前 中規模改修

有無 

大規模改修水準 

大規模改

修後 

中規模改修

有無 

改築･廃棄･譲渡･賃貸 

改築後 中規模改修

有無 

Ｌ
Ｃ
Ｃ
標
準
デ
ー
タ 
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【シナリオパターンの定義例】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－１－３ シナリオパターンの入力項目（シナリオのパターンの定義） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１－４ シナリオパターン データ 
（上記定義に対応して、パターン毎の原単位が自動セット） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・LCC標準データから参照表示 
・変更可（上書き入力） 
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（５）シミュレーションのセット 

シミュレーションをおこなう建物を定義。 
入力項目は建物毎に名称・竣工年・延床面積および前項で定義したシナリオパターン。 
シナリオパターンの選択により、各建物の原単位が自動セット。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１－５ シナリオパターン データ 

建物名称 

入力項目 

竣   工   年 

㎡ 
延床面積 

％ 

パターンコード 

シミュレーション原単位 

修繕費 円／㎡ 

維持管理費 円／㎡ 

光熱水費 円／㎡ 

時期 年 

設監料 ％ 

大
規
模
改
修
前 

中
規
模
改
修 工事費 円／㎡ 

時期 年 

設監料 ％ 
大
規
模 

改
修 

工事費 円／㎡ 

維持管理費 円／㎡ 

光熱水費 円／㎡ 

時期 年 

設監料 ％ 

大
規
模
改
修
後 

中
規
模 

改
修 

工事費 円／㎡ 

設監料 ％ 解
体
・
廃

止 

工事費 円／㎡ 

時期 年 

設監料 ％ 
賃
貸･ 

改
築 

標準工事 円／㎡ 

維持管理費 円／㎡ 

光熱水費 円／㎡ 

時期 年 

設監料 ％ 

賃
貸･

改
築
後 

中
規
模 

改
修 

工事費 円／㎡ 

シ
ナ
リ
オ
パ
タ
ー
ン 
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【シミュレーションセットの定義例】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１－６入力項目（シミュレーション対象建物を入力） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１－７シミュレーション原単位 
（上記パターンコードの入力により各建物の原単位が自動セット） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・シナリオパターンから参照表示 
・変更可（上書き入力） 
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（６）集計 

集計とグラフ化は、LCC計算をおこなうブックと、それらブックの集計結果を更に上位で

集計するブックにておこなうことが出来る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１－８ LCC計算ブックでの集計とグラフ例 
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（７）更に上位の集計 

各計算ブックでは用途別・地域別の計算を行い、上位集計でそれらの総合計を集計する

場合などに利用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１－９ 上位集計ブックでの集計とグラフ例 

特定項目のグラフ化も可能 
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２ 青森県ライフサイクルコスト試算ツールマニュアル 

（１）ファイルと標準フォルダー構成 

 
① 青森県LCC概算標準データ20060228.xls 

・ 原単位など基本数値がセットされているファイル 

・ ②の青森県LCC概算複写元20060228.xlsから参照される 

 

② 青森県LCC概算複写元20060228.xls 

・ シミュレーションのための計算式が定義されたファイル 

・ 計算をおこなう場合は本ファイルをコピーし改名をしてから使用 

 

③ フォルダーの標準構成は以下とする。 

 

ｃ：¥青森県LCC概算 

     ＋青森県LCC概算標準データ20060228.xls 

     ＋青森県LCC概算複写元20060228.xls 

 

④ リンク先ファイル“青森県LCC概算標準データ20060228.xls”の名称や格納フォル

ダーを変更した場合は、リンク先を更新することになる。リンク先の更新は“青

森県LCC概算複写元20060228.xls”を開いてリンク再設定をおこなう。 
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（２）BOOK・SHEETの説明 

 
表２－２－１ BOOKとSHEET 

 
BOOK名 

（FILE名） 
SHEET名 説明 

・ 修繕単価、運営管理費などの原単位がセットされている 

・ “青森県LCC概算標準複写元20060228.xls”のリンク元BOOK 

LOOKUPTABLE ・ “ 青 森 県 LCC 概 算 複 写 元

20060228.xls”から参照されるシー

ト 

・ 原単位がセットされる 

LCC算出標準データ設定 ・ 原単位の構成データや算出根拠を記載 

・ “LOOKUPTABLE”シートから参照され

る 

青森県 LCC概算標準

データ20060228.xls 

LCC算出標準データ ・ 原単位の構成データを記載 

・ “LOOKUPTABLE”・” LCC算出標準デ

ータ設定”シートから参照される 

・ LCCを計算するBOOK 

・ 本BOOKをコピー・改名して使用 

・ 原単位は”青森県 LCC概算標準データ 20060228.xlsをリンク参

照（別BOOKリンクも可） 

シナリオパターン ・ 予め運営管理費・修繕費のパターンを

定義 

・ リンク先の“青森県LCC概算標準デー

タ20060228.xls”から原単位参照 

・ 参照原単位は修正可 

シミュレーションセッ

ト 

・ 建物毎または建物群毎に、上記で定義

した”シナリオパターン”を選択し

シミュレーションデータをセット 

・ 参照シナリオパターンデータは修正可 

・ 計算結果は後段列に表示 

青森県LCC概算複写

元20060228.xls 

合計 ・ シミュレーションセットで計算された

結果を集計しグラフ化 

・ 複数の”青森県 LCC概算複写元 20060228.xls”（実際は複写改

名されたBOOK）の計算結果を集計 

・ 本BOOKをコピー・改名して使用 

・ 集計したいBOOKは同一のフォルダーに格納 

LCC集計ファイル名 ・ EXCELファイルの一覧表示と集計対象

ファイルの選択 

・ 集計用マクロ 

合計 ・ 集計用マクロの結果が書き込まれる 

・ グラフ化対象データの絞込み 

青森県 LCC概算集計

複写元20060228.xls 

グラフ ・ ”合計”シートで絞り込まれたデータ

のグラフ化 
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（３）BOOK・SHEETの構成と参照経路 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２－１ BOOK・SHEETの構成と参照経路 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

LOOKUPTABLE 

 
 
 
 
LCC算出標準データ設定 

 
 
 
 

LCC算出標準データ 

 
 
 
 

シナリオパターン 

 
 
 
 
シミュレーションセット 

 
 
 
 

合計 

 
 
 
 

LCC集計ファイル名 

 
 
 
 

合計 

 
 
 
 

グラフ 

青森県 LCC概算標準データ 20060228.xls 

青森県 LCC概算複写元 20060228.xls 

青森県 LCC概算集計複写元 20060228.xls 
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（４）シナリオパターンの入力方法と各セルの説明 

入力データを作成するに当たって、“青森県LCC概算複写元20060228.xls”をコピー・改

名し、計算用ファイルを作成する。 

 

【シナリオパターンの作成】 

・あらかじめシナリオの全パターンを作成しておく。 
・計算用ファイルのシート“シナリオパターン”を選択。 
・シナリオパターンを定義する入力行（空行）を挿入する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２－２ 入力行の挿入 

 
・以下、同じように必要な行数を挿入する。 

 
 
 

ｲ．最初に挿入可能行を選択 

ﾛ．次にボタンを押下 

ﾊ．選択した行の上に１行空行が挿入される 
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・各行にシナリオパターンを定義する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２－３ シナリオパターンの定義 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

パターンコードはユニークに 

あり得ない組み合わせや基本情報が準備されていない場合は、“error”、
“－”などが表示されるので、設定条件を見直すか、直接数値を入力

する。（この場合、埋め込まれた計算式は削除される） 
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・入力例とその他のセルの説明 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２－４ 入力例とその他のセルの説明 

 

与条件をプルダウンから選択 任意の名前をセット 

青森県 LCC概算標準 20060328.xlsを VLOOKUPにて参照（変更可） 

VLOOKUPのキー 
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（５）シミュレーションセットの入力方法と各セルの説明 

シミュレーションセットの入力は “計算用ファイル”のシート“シミュレーションセッ
ト”にておこなう。 

 
【シミュレーションのセット】 

 
・ 計算用ファイルのシート“シミュレーションセット”を選択 
・ 定義する入力行を挿入する（操作方法は前記と同じ） 
・ 各行にシミュレーションする建物を定義する 
・ 延床面積欄の％は、１建物を仮想的に分割処理する場合に使用（例：病院におけ

る診療部分と病棟部分など） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２－５ シミュレーションのセット 

 

・入力例とその他のセルの説明 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計算結果の桁調整（0.001で千円単位となる） 

パターンデータから複写された原単位データは自由に変更可能 

パターンコード選択 シナリオパターンから該当するパターンをVLOOKUP 
シミュレーション条件のセット 
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※注：各年が属する段階を Y1～Y7のコードで表し、段階ごとの処理をおこなう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

･･･ 
建 

設 
･･･ 

中
規
模
改
修 

･･･ 

大
規
模
改
修 

･･･ 

中
規
模
改
修 

･･･ 

改
築･

取
壊･ 

賃
貸
・
譲
渡 

･･･ 

中
規
模
改
修 

･･･ 段 

階 
Y1 Y2 Y3 Y4 Y5 Y6 Y7 

前処理 （変更可） 

各年の段階 以降計算結果 
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図２－２－６ 入力例とその他のセルの説明 
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（６）集計 

シミュレーションセットの計算結果の集計は “計算用ファイル”のシート“合計”にて
自動的におこなわれる。 

 
・計算用ファイルのシート“シミュレーションセット”を選択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２－７ 集計の例 
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（７）更に上位の集計 

前項までの計算ブックでの計算結果を、更に上位で集計する場合に利用する。 
例：各計算ブックで用途別・地域別の計算を行い、上位集計でそれらの集計をおこなう

などに利用。 
 
１）集計する計算ブックの選択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２－８ 集計する計算ブックの選択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．集計する計算ブックが格納されているフォ

ルダー名を指定 

２．取込みボタンにより上記フォルダーに格納されている

EXCELの数とファイル名が自動的に読み込まれる。 

３．集計するファイルに“○”を選択入 ４．集計ボタンにより計算開始 
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２）上位集計の結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２－９ 上位集計の画面例 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

特定項目のグラフ化も可能 
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第３編 青森県施設評価シート及びマニュアル 

１.施設評価シート 

（１）シートの構成 

 施設評価ツールは「施設評価シート」「施設評価根拠シート」「各調査結果シート」により

構成されており、施設評価フォルダの中に格納されている。 

 各シート（ファイル）はMicrosoft Excel 2002にて作成されている。 

 

NO シート名 ファイル名 

1 施設評価概要シート 施設評価シート 

2 棟概要X（1～10）  

3 施設管理者調査入力シートX（1～10）  

4 バリアフリー入力・集計X（1～10）  

5 営繕技術者調査入力シートX（1～10）  

6 評価結果シートX（1～10）  

7 棟一覧表  

8 偏差値参照  

9 施設用途分類表 施設用途分類表060228 

10 防災対策加算適用一覧表（参考） 防災対策加算適用一覧表060228 

11 バリアフリー調査野帳 バリアフリー調査野帳 

12 施設評価用偏差値シート 施設評価用偏差値シート 

13 施設満足度調査 利用者（庁舎等）満足度調査 

生徒（学校）満足度調査 

職員用満足度調査 

14 劣化度調査シート 劣化度調査総括表 

建築劣化度調査 

電気設備劣化度調査 

機械設備劣化度調査 

15 環境調和建築ﾁｪｯｸｼｰﾄ(改修計画用) 環境調和建築チェックシート（改修） 
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１）施設評価シート 

 施設評価シートは対象施設を調査、評価するために用いる。 

 施設は複数の棟によって構成されているため、施設評価結果は棟毎に算出するものとする。 

 施設毎に１０棟分の評価用シートを用意する。 

 

表３－１－１ 施設評価シート 

NO シート名 概要 施設単位 棟単位 

1 施設評価概要シート 

施設名称、所在地、敷地面積、法定建ぺ

い率、法定容積率等、施設単位で施設評

価に用いる基礎情報 

○  

2 棟概要X（1～10） 

竣工年、建築面積、延床面積、維持管理

費、光熱水費等、棟単位で施設評価に用

いる基礎情報 

 ○ 

3 
施設管理者調査入力シ

ートX（1～10） 

施設管理者の評価項目、チェックリスト 
 ○ 

4 
バリアフリー入力・集

計X（1～10） 

福祉のまちづくり条例に基づく、バリア

フリーチェック項目の入力・集計シート 
 ○ 

5 
営繕技術者調査入力シ

ートX（1～10） 

営繕技術者の評価項目、チェックリスト 
 ○ 

6 
評価結果シート X（1～

10） 

施設評価結果シート（各項目の評価結果、

施設活用方向性の表示） 
 ○ 

7 棟一覧表 １～１０の各棟の評価結果総括表  ○ 

8 偏差値参照 

敷地面積、延床面積、維持管理費効率、

光熱水費効率、劣化度の偏差値作成用デ

ータ 

 ○ 

9 施設用途分類表    

10 
防災対策加算適用一覧

表（参考） 

 
  

11 バリアフリー調査野帳   ○ 
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２）施設評価根拠シート 

 施設評価根拠シートは施設評価内で用いる偏差値評価のための根拠である。 

 偏差値で評価するのは「光熱水費効率」「維持管理費効率」「敷地面積」「延床面積」「劣化

度」の５種類である。 

 「光熱水費効率」「維持管理費効率」は初期設定として平成１６年度の県有施設光熱水費、

維持管理費を用いている。必要に応じて更新されたい。 

 なお、施設評価用偏差値シートは、ファイル名及びシート名を変更すると、excelで設定

している自動参照が反映されないので注意する。 

 

表３－１―２ 施設評価根拠シート 

NO シート名 概要 

12 施設評価用偏差値シート 「8. 偏差値参照」シートの元データ 

敷地面積、延床面積、維持管理費効率、光熱水費効

率を「9. 施設用途分類表」に合わせて偏差値算出

用に平均値、標準偏差を整理したシート 
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３）各調査結果シート 

各調査結果シートは「施設満足度調査」、「劣化度調査」、「環境調和建築チェックシート（改

修計画用）」の３シートにより構成される。 

「施設満足度調査」は各施設の利用者（生徒）、等に対して属性に偏りのないよう調査する。

集計結果の有効性を考えて各者１００程度のサンプル数を目標とする。なお職員（教職員）

は原則全数調査とする。 

 「劣化度調査」は県土整備部建築住宅課において現行で運用されている「劣化度調査シー

ト集」を用いるものとする。「環境調和建築チェックシート（改修計画用）」は環境調和指針

内のものを用いるものとする。 

表３－１－３ 各調査結果シート 

NO シート名 概要 

13 施設満足度調査 施設の利用者、職員等の満足度調査シート 

14 劣化度調査シート 劣化度調査シート集（県土整備部建築住宅課） 

15 環境調和建築ﾁｪｯｸｼｰﾄ(改修計画用) 環境調和計画への適合性判定シート 

 

 各シートの構成イメージは以下である。  

3.施設管理者 

調査入力ｼｰﾄ 

8.偏差値用参照 

12. 施設評価用
偏差値シート 

5.営繕技術者 

調査入力ｼｰﾄ 

1.施設評価概要ｼｰﾄ 

4.ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ 

入力・集計 

9.施設用途分類表 

10.防災対策加算適用 

一覧表（参考） 

13.施設満足度 

調査 

14.劣化度調査 

シート 

 

14.評価結果シート 

施設評価シート（枠内１ファイル） 

別ファイル 

別途調査・集計 

（別ファイル） 

参考資料類 

別途調査・集計 

（別ファイル） 

参 照 

11.ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ調査野帳 

15.環境調和 

建築ﾁｪｯｸｼｰﾄ 

2.棟概要 

棟毎に作成（１施設最大１０棟） 
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施設評価シート（フォーマット）、●●施設評価シート、施設評価偏差値シートは同一フォル

ダに格納して運用する。 

施設評価ツール各シートを図３－１－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－１ 施設評価ツール各シート 

 

ある施設の施設評価を開始する場合には、“施設評価シート（フォーマット）”を同一フォ

ルダ上にコピーし、ファイル名に施設名称を入力して、使用する。 

 

なお、満足度調査、劣化度調査の各シートは、評価時点では同一フォルダに格納されるこ

とは必ずしも必要ではないが、評価終了後は同一フォルダに格納し資料の散逸等を防ぐ。 
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２.施設評価運用マニュアル 

 

（１）評価者等 

各シートの評価担当やデータ更新担当について表３－１－４に整理する。 

 「施設管理担当者」は各施設の管理担当者のことを指す。 

 「営繕技術者」は県の建築、電気設備、機械設備技術職員のことを指す。 

 「FM担当者」は総務部行政経営推進室 ファシリティマネジメント担当のことを指す。 

 

表３－１－４ 各調査結果シート 

NO シート名 施設管理担当者 営繕技術者 FM担当者 

1 施設評価概要シート ○   

2 棟概要X（1～10） ○   

3 施設管理者調査入力シートX（1～10） ○   

4 バリアフリー入力・集計X（1～10） ○   

5 営繕技術者調査入力シートX（1～10）  ○  

6 評価結果シートX（1～10）  ○ ● 

7 棟一覧表  ○ ● 

8 偏差値参照   ◆ 

9 施設用途分類表   ◆ 

10 防災対策加算適用一覧表（参考）   ◆ 

11 バリアフリー調査野帳 ○  ◆ 

12 施設評価用偏差値シート   ◆ 

13 施設満足度調査 ○  ● 

14 劣化度調査シート  ○ ● 

15 環境調和建築ﾁｪｯｸｼｰﾄ(改修計画用)  ○ ● 

凡例：○‥調査・評価・入力、●‥確認、◆‥データ更新 
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（２）施設管理者運用マニュアル 

 施設管理者は施設評価における以下のシートについて調査・評価・入力を行う。 

  

表３－１－５ 施設管理者による施設評価シート 

NO シート名 

1 施設評価概要シート 

2 棟概要X（1～10） 

3 施設管理者調査入力シートX（1～10） 

4 バリアフリー入力・集計X（1～10） 

11 バリアフリー調査野帳 

13 施設満足度調査 

 

１）施設評価概要シート 

 施設評価概要シートは施設評価を進めていく上で必要となる、施設全体の土地・建物の基

礎情報である。調査対象施設の施設概要や便覧、事業評価シート等の内容に基づいて、調査

項目を入力していく。 

 図３－１－２が施設評価概要シートである。表３－１－６に入力項目を示す。 

 なお、図３－１－２の黄色部分および表３－１－６の必須欄に※のついた箇所は、評価に

重要に係る必須入力項目である。なお、図３－１－２の橙色部分は２）棟概要シートの記入

内容から自動で参照するものとする。 

表３－１－６ 施設評価概要シート記入項目 

 項目 入力内容 選択項目等 必須 

1 調査日 年月日（西暦）  ※ 

2 施設管理者 施設管理者氏名  ※ 

3 評価者 営繕担当者氏名  ※ 

4 施設名 施設名称  ※ 

5 所在地 所在地住所   

6 施設用途 施設用途を右記より

選択 

「教育文化施設（学校以外）、学

校、福祉医療施設、試験研究施設、

産業施設、事務庁舎、行政施設、

住宅、その他」より選択 

※ 

7 （他用途） 他に用途がある場合

は記入 

  

8 （施設の特徴） 特徴ある施設の場合

に記入 

  

9 所管部局、課（室）  「総務部、環境生活部、健康福祉

部、商工労働部、文化観光部、農

林水産部、県土整備部、公営企業

局、教育庁（学校）、教育庁（他）、

※ 
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警察本部、公社等」より選択 

下行に、主管課（室）を記入 

10 事業施策等 事業施策等がある場

合に記入 

  

11 現状の課題 現状の課題がある場

合に記入 

  

12 計画通知・確認通知年 計画通知・確認通知を

受けた年度（西暦） 

棟概要１より自動参照  

13 竣工年 竣工年（西暦）を記入 棟概要１より自動参照  

14 大規模改修年度 大規模改修を実施し

た年を記入 

棟概要１より自動参照  

15 敷地面積 敷地面積を台帳等に

より記入 

 ※ 

16 建築面積 建築面積を台帳等に

より記入 

棟概要１より自動参照  

17 延べ面積 延べ面積を台帳等に

より記入 

棟概要１より自動参照  

18 主要構造 主要構造種別を右記

より選択 

棟概要１より自動参照  

19 階数 地上階数、地下階数を

記入 

棟概要１より自動参照  

20 建設費 建設費（総工事費）を

記入 

棟概要１～１０の合計を自動計

算 

 

21 特記すべき設計者名 主な設計者名を記入 棟概要１より自動参照  

22 特記すべき施工者名 主な施工者名を記入 棟概要１より自動参照  

23 実建ぺい率 既存建物の建ぺい率

を記入 

棟概要１～１０の情報から自動

計算 

 

24 実容積率 既存建物の容積率を

記入 

棟概要１～１０の情報から自動

計算 

 

25 法定建ぺい率 計画上の法定建ぺい

率を記入 

 ※ 

26 法定容積率 計画上の法定容積率

を記入 

 ※ 

 都市計画区域 区域を選択 市街化区域 

市街化調整区域 

非線引き都市計画区域 

準都市計画区域 

その他の区域 

都市計画区域外 
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27 用途地域等 用途地域を選択 第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

工業地域 

工業専用地域 

指定なし 

※ 

28 駐車場台数 駐車場台数を記入  ※ 

29 維持管理費（年間合

計） 

維持管理費を記入 棟概要１～１０の合計を自動計

算 

 

30 光熱水費（年間合計） 光熱水費を記入 棟概要１～１０の合計を自動計

算 

 

31 利用人数 利用人数を記入 棟概要１～１０の合計を自動計

算 

 

32 入居職員数（庁舎） 入居者数を記入 棟概要１～１０の合計を自動計

算 

 

33 生徒数（学校） 生徒数を記入 棟概要１～１０の合計を自動計

算 

 

34 職員数（学校） 職員数を記入 棟概要１～１０の合計を自動計

算 

 

 年間開館日数    

 貸付対象部屋数（貸

館、貸室、体育施設）

その１ 

   

 貸付稼動部屋数（貸

館、貸室、体育施設）

その１ 

   

 貸付対象部屋数（貸

館、貸室、体育施設）

その２ 

   

 貸付稼動部屋数（貸

館、貸室、体育施設）

その２ 
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35 利用者数（図書館・サ

ービス系）＜計画＞ 

利用者数の計画値を

記入 

棟概要１～１０の合計を自動計

算 

 

36 利用者数（図書館・サ

ービス系）＜実績＞ 

利用者数の実績値を

記入 

棟概要１～１０の合計を自動計

算 
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図３－１－２ 施設評価概要シート 
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２）棟概要 

 棟シートは施設評価を進めていく上で必要となる、各棟の土地・建物の基礎情報である。 

調査対象施設の施設概要や便覧、事業評価シート等の内容に基づいて、調査項目を入力して

いく。 

 図３－１－３が施設評価概要シートである。表３－１－７に入力項目を示す。 

 なお、図３－１－３の黄色部分および表３－１－７の必須欄に※のついた箇所は、評価に

重要に係る必須入力項目である。なお、図３－１－３の橙色部分は１）施設概要シートの記

入内容から自動で参照するものとする。 

 棟シートに記入する際は施設の管理機能を有する等中心となる棟を棟１として入力する。 

 

表３－１－７ 棟概要シート記入項目 

 項目 入力内容 選択項目等 必須 

1 調査日 年月日（西暦）  ※ 

2 施設管理者 施設管理者氏名  ※ 

3 評価者 営繕担当者氏名  ※ 

4 施設名称 施設名称 施設概要シートより自動参照  

5 棟名称 棟名称 記入 ※ 

6 所在地 所在地住所 施設概要シートより自動参照  

7 施設用途 施設用途 施設概要シートより自動参照  

8 （他用途） 他に用途がある場合   

9 （施設の特徴） 特徴ある施設の場合   

10 所管部 所管部名 施設概要シートより自動参照  

11 事業施策等  施設概要シートより自動参照  

12 現状の課題  施設概要シートより自動参照  

13 貸館、貸室、体育施

設、研修施設、公舎 

等の有無 

 有無を選択 ※ 

14 計画通知・確認通知年 計画通知・確認申請を

提出した年（西暦）を

記入 

  

15 竣工年 竣工年（西暦）を記入  ※ 

16 大規模改修年度 大規模改修を実施し

た年度を記入 

  

17 敷地面積 敷地面積を台帳等に

より記入 

 ※ 

18 建築面積 建築面積を台帳等に

より記入 

 ※ 

19 延べ面積 延べ面積を台帳等に

より記入 

 ※ 
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20 主要構造 主要構造種別を右記

より選択 

「ＲＣ・ＳＲＣ・Ｓ・Ｗ」より選

択 

 

21 階数 地上階数、地下階数を

記入 

  

22 建設費 建設費（総工事費）を

記入 

  

23 特記すべき設計者名 主な設計者名を記入   

24 特記すべき施工者名 主な施工者名を記入   

25 実建ぺい率 既存建物の建ぺい率

を記入 

敷地面積と建築面積から自動算

出 

 

26 実容積率 既存建物の容積率を

記入 

敷地面積と延床面積から自動算

出 

 

27 法定建ぺい率 計画上の法定建ぺい

率 

施設概要シートから自動反映  

28 法定容積率 計画上の法定容積率 施設概要シートから自動反映  

29 用途地域 用途地域 施設概要シートから自動反映  

30 消防定期検査実施時

期（前回） 

実施時期を記入   

31 特殊建築物定期報告

実施時期（前回） 

実施時期を記入 今後実施の場合はその旨を記入  

32 維持管理費（年間合

計） 

維持管理費を記入 円単位 ※ 

33 光熱水費（年間合計） 光熱水費を記入 円単位 ※ 

34 利用人数 利用人数を記入  ※ 

35 入居者数（庁舎） 入居者数を記入  ※ 

36 生徒数（学校） 生徒数を記入  ※ 

37 職員数（学校） 職員数を記入  ※ 

38 年間開館日数 年間開館日数  ※ 

39 貸付対象部屋数（貸

館、貸室、体育施設）

その１ 

貸付対象となってい

る部屋の数 
 ※ 

40 貸付稼動部屋数（貸

館、貸室、体育施設）

その１ 

年間のべ貸付部屋数  ※ 

41 貸付対象部屋数（貸

館、貸室、体育施設）

その２ 

貸付対象となってい

る部屋の数 

 ※ 

42 貸付稼動部屋数（貸

館、貸室、体育施設）

年間のべ貸付部屋数  ※ 
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その２ 
43 利用者数（図書館・サ

ービス系）＜計画＞ 

利用者数の計画値を

記入 

 ※ 

44 利用者数（図書館・サ

ービス系）＜実績＞ 

利用者数の実績値を

記入 

 ※ 

45 ①建物台帳 建物台帳の有無を選

択 

有り／無し  

46 ②設計図書（竣工図、

計算書等） 

設計図書の有無を選

択 

有り／竣工図のみ有り／無し  

47 ③建物の履歴（カル

テ） 

建物の修繕履歴の有

無を選択 

有り／無し  

48 ④維持管理委託契約

書、仕様書 

維持管理委託の契約

書、仕様書の有無を選

択 

有り／無し  

49 ⑤改修された場合、改

修設計図 

改修設計図の有無を

選択 

有り／無し  

50 ⑥その他資料 その他資料があれば

有を選択して内容を

記入 

有り／竣工図のみ有り／無し  
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図３－１－３ 棟概要シート 
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３）施設管理者調査入力シート 

 施設の指摘事項有無や耐震性能、バリアフリー対応状況、道路アクセス、利用者満足度結

果等について、施設管理者調査入力シートに調査結果を入力する。 

 

 図３－１－４が施設管理者調査入力シートである。表３－１－８に入力項目を示す。 

 全ての項目が必須入力項目である。 

 

表３－１－８ 施設管理者調査入力シート記入項目 

入力方式 
 評価項目 データ 

リスト選択 転記・入力 自動参照 

築年   ○ 
1-1 構造 

耐震対策 ○   

消防定期検査 ○   
1-2 設備 

建築物定期報告 ○   

1-3 避難  ○   

2-1 防災防犯  ○   

3-1 バリアフリー①    ○ 

3-2 バリアフリー②    ○ 

3-3 バリアフリー③    ○ 

4-1 敷地面積    ○ 

4-2 延床面積    ○ 

5-1 道路アクセス  ○   

5-2 駐車場  ○   

6-1 立地条件  ○   

7-1 維持管理費効率    ○ 

7-2 光熱水費効率    ○ 

8-1 利用状況（庁舎）    ○ 

8-1 利用状況（学校）    ○ 

8-1 
利用状況（貸館、貸室、

体育施設等） 

   ○ 

8-1 
利用状況 

（図書館、サービス系） 

   ○ 

9-1 利用者満足度調査結果   ○  

10-1 職員満足度調査結果   ○  

11-1 近隣の公共施設の数    ○ 

11-2 
施設の文化的、歴史的

価値 

   ○ 
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 「３） 施設管理者調査入力シート」の入力によって、評価結果シート内に図３－１－５に

示される施設管理者評価結果シートが表示される。施設管理者は調査・入力の内容に基づい

て結果を確認する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－１－５ 施設管理者評価結果シート 
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４）バリアフリー入力・集計 

 バリアフリーは「青森県福祉のまちづくり条例整備マニュアル」に基づいて施設のバリア

フリー対策状況を調査し、図３－５に示すバリアフリー入力・集計シートに入力する。 

 施設の現地調査野帳は「青森県福祉のまちづくり条例整備マニュアル」P215～P 220の公

共的施設（特定施設）整備項目表（建築物）を用いるものとする。 

 

表３－１－９ バリアフリー入力用シートの記入内容 

 項目 内容 
入力 

補助 
方式 

１ 対象 施設による調査対象の有無 ○ 
調査対象の場合はリス

トにより○を選択 

２ 設計内容 
寸法や方式、措置等の設計内容を

入力する 
 自由書式 

３ 適合状況 基準適合状況を選択 ○ 
リストにより、“合”

“否”の何れかを選択 

４ 誘導基準適合状況 誘導基準適合状況を選択 ○ 
適合している場合のみ

“適合”を選択 
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図３－１－６ バリアフリー入力用シート 
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 バリアフリー入力・集計シートに対策状況調査結果を入力・選択をすると、自動的に適合

状況評価結果が集計される。 

 集計は以下のように行われる。 

 

  バリアフリーにおける“対象”、“適合状況”、“誘導基準適合状況”の入力・選択内容に応

じて、対象内で満たすべき基準適合、誘導基準適合に対する、調査施設の基準適合率、誘導

基準適合率が集計される。 

 図３－１－７の基準適合率、誘導基準適合率欄は各対象の全てのチェック項目について適

合が認められた場合を１として表示される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－７ バリアフリー調査結果集計シート 
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 集計結果に基づいて、バリアフリー対応①＜対応レベル中：出入り口、階段、敷地内の通

路＞、バリアフリー対応②＜対応レベル高：廊下、昇降機、便所、駐車場＞、バリアフリー

対応③＜その他：観覧席及び客席、浴室・シャワー室・脱衣所及び更衣室（浴室等）、客室（5,000

㎡を超える宿泊施設）、受付カウンター及び記載台（受付カウンター等）、公衆電話所、券売

機、案内表示、授乳及びおむつ替えの場所＞の３つの評価項目について、基準適合率と誘導

基準適合率に基づいてレベルⅠ～Ⅲを自動で判定する。 

 なお、判定された結果は「施設管理者調査入力シート」に反映される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－８ バリアフリー対応状況の判定 
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６）施設満足度調査 

 施設の利用者、職員に対して満足度調査を実施する。学校の場合には、生徒（利用者）、教

職員（職員）に対する調査とする。 

 施設満足度調査シートは利用者（庁舎等）、生徒（学校）、職員（庁舎等、学校）の３種類

を用意している。 

 記入内容は表３－１－１０に概要を示しているが、１０分程度で回答できる内容としてい

る。 

 図３－１－９に利用者（庁舎等）向け施設満足度調査シート、図３－１－１０に生徒（学

校）向け施設満足度調査シート、図３－１－１１に職員（庁舎等、学校）向け施設満足度調

査シートをそれぞれ示す。 

表３－１－１０ 施設満足度調査概要 

    

利用者（庁舎等） 年齢、性別、来庁目的、交通手段、来庁回数 

生徒（学校） 学年、性別、学科 
1 属性 

職員 年齢、性別、所属、職名、現在の施設への勤務年数、自席のあ

る棟 

2 アンケート 対象施設の立地や建物についての質問事項に対する４段階回答 

3 自由記入 空間や環境、設備等についての気づいた点、意見等 

 

 調査方法を以下に示す。 

＜利用者＞ 

 施設満足度調査シートを印刷し、庁舎等利用者に配布、その場で回答頂き、回収する。定

期的に施設を利用する団体等には期限を設けて配布・回収することも可能である。 

 期限は一週間から十日程度に設定する。 

  

＜生徒＞ 

 施設満足度調査シートを印刷し、学年や学科を横断して偏りの無いように配布、回答して

もらう。 

回収率を踏まえると、ホームルーム等の時間を用いて回答いただくことが望ましい。 

 

＜職員＞ 

 職員に対しては、職員ポータルにより、全職員を対象にWeb画面上でのアンケートを行う。 

 職員ポータルが利用できない場合は紙面によるアンケートとする。 

 期限は一週間から十日程度に設定する。 

 

 集計結果に妥当性を持たせるため、利用者については各１００サンプルを目標とし、最低

でも５０サンプルの有効回答を得るようにする。職員については入居職員の５０％以上を目

標とする。 
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図３－１－９ 利用者満足度調査票（庁舎等） 
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図３－１－１０ 生徒満足度調査票（学校） 
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図３－１－１１ 教職員満足度調査票（庁舎等、学校） 
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（３）営繕技術者 

 営繕技術者は施設評価における以下のシートについて調査・評価・入力を行う。 

  

表３－１－１１ 営繕技術者による施設評価シート 

NO シート名 

5 営繕技術者調査入力シートX（1～10） 

6 評価結果シートX（1～10） 

7 棟一覧表 

 

 施設評価に必要となる施設の劣化度調査の結果を偏差値で評価する上で必要となる“劣化

度調査シート” や環境配慮への適合度などの“環境調和建築ﾁｪｯｸｼｰﾄ(改修計画用)” は、県

土整備部建築住宅課で定める最新のシートを使用するものとする。 

 

表３－１－１２ 営繕技術者のデータ更新対象 

NO シート名 

14 劣化度調査シート 

15 環境調和建築ﾁｪｯｸｼｰﾄ(改修計画用) 
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１）営繕技術者調査入力シート 

施設の指摘事項有無や耐震性能、バリアフリー対応状況、道路アクセス、利用者満足度結

果等について、施設管理者調査入力シートに調査結果を入力する。 

 図３－１－１２が営繕技術者調査入力シートである。表３－１－１３に入力項目を示す。 

 全ての項目が必須入力項目である。 

表３－１－１３ 営繕技術者調査入力シート記入項目 

入力方式 

 評価項目 データ リスト 

選択 

転記 

入力 

自動

参照 

1-1 防災対策 構造体分類 ○   

2-1 環境指針の達成度 青森県環境指針の達成度 ○   

3-1 情報化対応(OAフロア)  ○   

3-2 情報化対応（容量） 現状のOA対応電源容量（VA／㎡）  ○  

目標使用年数の分類を“1970年以

前施設または未改修一般施設：40

年”、“一般施設または延命化改修済

施設：60年”、“既存長寿命化施設：

88年”、“長期使用施設：100年”か

ら選択 

○   

4-1 残存年数 

施設評価概要ｼｰﾄの建築年を自動参

照 
  ○ 

4-2 建築劣化度 ○   

4-3 電気設備劣化度 ○   

4-4 機械設備劣化度 

劣化度調査ｼｰﾄより結果をリストよ

り選択 
○   

5-1 施設全体劣化度 劣化度調査ｼｰﾄより結果を転記  ○  

施設評価概要ｼｰﾄの建ぺい率、容積

率、用途地域を自動参照 
  ○ 

6-1 集団規定適合 
上記より評価者が適合状況をリス

トより選択 
○   

雁木、融雪装置、雪冷房、屋根付駐

車場（身障者）等の設置状況の対策

状況を選択 

○   

7-1 雪対策 

上記より評価者が対策状況をリス

トより選択 
○   

8-1 床積載荷重 設計床荷重を入力  ○  

8-2 地震力 地震力を入力  ○  

8-3 階高 階高を入力  ○  

9-1 最大増床可能面積 
施設概要「（法定建ぺい率-実建ぺい

率）×延床面積」により自動算出 
  ○ 
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「１）営繕技術者調査入力シート」の入力によって評価シート（営繕技術者）が表示され

る。評価結果シート内に図３－１－１３に示される営繕技術者評価結果シートが表示される。

営繕技術者は調査・入力の内容に基づいて結果を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－１３営繕技術者評価結果シート 
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 「１）営繕技術者調査入力シート」には劣化度調査集計欄を設けている。劣化度調査集計

では、劣化度調査結果を集計し、施設評価のためのレベル判定に用いる。 

 劣化度調査は“劣化度調査シート（県土整備部建築住宅課）”を用い、調査対象施設の建築

構成要素である建築部位、設備機器に合わせて調査を行う。 

劣化度集計では調査結果を用いた施設評価のための集計を行うものとする。図３－１－１

４が劣化度調査結果の集計シートである。 

集計では調査対象となった部位、機器を“調査対象”欄に○を選択記入する。次に“劣化

調査シート”結果に基づき、調査対象の劣化度の点数を“劣化度”欄に転記入力する。 

上記の入力に基づいて、施設全体毎に劣化度集計結果が表３－１－１４のように算定され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築における部位の重要度を重みとして設定し、劣化割合の合計をする際に使用。現時点で

は全て均一と設定。 

 

劣化度／劣化度母数（％） 

 

調査対象部位のみについて 

∑（重み×劣化割合）／∑重み を計算 

重みが均一の場合は劣化割合の平均と同じ扱い。 

 

 

図３－１－１４ 劣化度調査結果の集計シート 
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表３－１－１４ 劣化度集計結果（例） 

対象 劣化度集計結果 

全体 ２０．１% 

 

 表３－１－１４はモデル施設評価によって実施した十和田合同庁舎の劣化度評価結果であ

る。 

劣化度が最も悪い状態を１００％とし、最も良い状態を０％として、集計される。 

 

 集計の考え方を以下に示す。 

  

表３－１－１５ 劣化度集計の考え方 

部位・設備等 
調査

対象 

部位

重み 

劣化

度 

劣化度 

母数 
劣化割合 集計 

建築      

保護層ｱｽﾌｧﾙﾄ ○ ３ １９ ５５ ３４．５% 

露出ｱｽﾌｧﾙﾄ  ３ - ４５ - 屋根 

笠木 ○ ３ ４ ３０ １３．３% 

： ： ： ： ： ： ： 

電気      

変圧器（ﾓｰﾙﾄﾞ） ○ ５ ７ ７２ ９．７% 
受変電 

変圧器（油入） ○ ５ ７ ６８ １０．３% 

分電盤 動力分電盤(屋内露出) ○ ５ ７ ２４ ２９．２% 

： ： ： ： ： ： ： 

機械      

ボイラ 鋳鉄製ﾎﾞｲﾗｰ ○ ５ ０ １３４ ０.０% 

ポンプ 給排水ポンプ ○ ３ ０ ２４ ０.０% 

配管 
硬質塩ﾋﾞﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 

（排水） 
○ ３ ０ ３１.５ ３３.８% 

： ： ： ： ： ： ： 

２０．１% 

 

なお、全体の劣化度は上記の各部位の集計結果として算出する。 
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＜調査対象＞ 

 対象施設の調査対象部位・設備等に対して“○”を選択する。 

 

＜部位・設備等の重み＞ 

 部位・設備等の重みは５、３、１の３段階で設定している。重み設定の考え方は、県有施

設の適切な保全を遂行する上で参考となる「公共建築の部位・設備の特性等を踏まえた中長

期修繕計画策定及び運用のためのマニュアル（案）」（平成17 年6 月：国土交通省 国土技術

政策総合研究所）の部位・設備等の劣化の特性に基づいた保全方式に基づいている。 

  

表３－１－１６ 部位・設備等の保全方式と重み 

保全方式 重み 種別 対象部位・設備等 

建築 該当なし 

電気 変圧器（ﾓｰﾙﾄﾞ）、変圧器（油入）、進相ｺﾝﾃﾞﾝｻ（ﾓｰﾙﾄﾞ）、進相ｺﾝﾃﾞ

ﾝｻ（油入）、直列ﾘｱｸﾄﾙ（ﾓｰﾙﾄﾞ）、直列ﾘｱｸﾄﾙ（油入）、高圧受電盤

（屋内）、高圧受電盤（屋外）、発電機切替盤、低圧配電盤（屋内） 

低圧配電盤（屋外）、ＨＳ（Ｅ）形、アルカリ蓄電池、ディーゼル

発電機、ガスタービン発電機、直流電源装置、交流無停電電源装

置、動力分電盤（屋内露出）、動力制御盤（屋内露出）、電灯分電

盤（屋内露出）、誘導灯、蛍光灯、非常用照明器具、高圧引込開閉

器、避雷針、中央監視制御 

危機管理 ５ 

機械 鋳鉄製ﾎﾞｲﾗｰ、炉筒煙管ﾎﾞｲﾗｰ、貫流ﾎﾞｲﾗｰ、鋼鈑製温水ﾎﾞｲﾗｰ、鋼

鈑製無圧（真空）ﾎﾞｲﾗｰ、水冷ﾁﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ(ｽｸﾘｭｰ）、空気熱源 HPﾁﾘ

ﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ、空気熱源HPﾁﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ(ｽｸﾘｭｰ）、吸収式冷温水発生機 

吸収式冷凍機、冷却塔（FRP）、冷却塔（鋼板） 

建築 保護層アスファルト、露出アスファルト、露出シート、塗膜防水、

石綿スレート、金属板、笠木、石張り、タイル張り、コンクリー

ト打放し、塗材仕上、シーリング、モルタル塗、金属板（アルミ）、

金属板（鋼板）、押出成形セメント板、パネルカーテンウォール、

アルミ建具、鋼製建具、自動扉、外部シャッター 

電気 該当なし 
対症療法 ３ 

機械 ｴｱｰﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ、ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁｴｱｺﾝ（屋外機5HP）、ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁｴｱｺﾝ（屋

外機20HP）、ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁｴｱｺﾝ（屋内機天井埋込）、ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁｴｱｺﾝ（屋

内機天井ｶｾｯﾄ）、ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ（露出）、ﾌｧﾝｺﾝﾍﾞｸﾀｰ（露出）、ｺﾝﾍﾞｸ

ﾀｰ（露出）、軸流ﾌｧﾝ(屋内天井吊）、多翼ﾌｧﾝ(屋外床置）、排煙ﾌｧﾝ 

熱交換器、熱交換器ﾕﾆｯﾄ、空調用タンク、中央監視盤（屋内露出） 

自動制御設備、給排水ポンプ、給湯器 

建築 該当なし 

電気 該当なし 適宜措置 １ 

機械 該当なし 



第３編 青森県施設評価ｼｰﾄ及びﾏﾆｭｱﾙ 
 

 126

＜劣化度＞ 

“劣化度調査シート（県土整備部建築住宅課）”の部位・設備等毎の評価点による。 

 

＜劣化度母数＞ 

 “劣化度調査シート（県土整備部建築住宅課）”の部位・設備等毎の最大劣化度評価点。 

 施設評価による劣化度評価は対象となる各部位・設備の最大劣化度に対する現状の劣化度

を用いる。 

 

＜劣化割合＞ 

 対象部位・機器等の劣化度／劣化度母数 

 

＜集計＞ 

 施設全体で劣化度を集計する。 

 集計式は以下である。 

 

 ∑（調査対象の部位重み×劣化度／劣化度母数）÷∑（調査対象の部位重み） 
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２）評価結果シート 

 施設管理者、営繕技術者の入力・評価内容に基づいて評価結果シートが作成される。営繕

技術者は内容を再確認し、FM担当へ提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３―１－１５ 評価結果シート 
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３）棟一覧表 

施設における各棟の施設評価結果における各資産活用パターンへの適合性と判定の一覧が

表形式で示される。内容を再確認し、FM担当へ提出する。 

 

表３－１－１７ 棟一覧表 
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４）劣化度調査シート 

劣化度調査は“劣化度調査シート（県土整備部建築住宅課）”を用いる。 

調査対象項目構成と調査シート（総括表）を紹介する。 

 

表３－１－１８ 劣化度調査対象項目構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－１６ 劣化度調査シート集（総括表） 
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５）環境調和建築チェックシート(改修計画用) 

環境指針の対応度の確認は“環境調和建築チェックシート（県土整備部建築住宅課）”を用

いる。 

チェックシートを以下に紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－１７ 環境調和建築チェックシート（抜粋） 
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（４）FM担当者 

FM担当者は施設評価において、調査および評価結果の確認・調整と施設評価に必要な基準

の整備を行う。 

  

表３－１－１９ FM担当者による施設評価結果集計・確認内容 

NO シート名 

6 評価結果シート 

7 棟一覧表 

13 施設満足度調査 

 

表３－１－２０ FM担当者による基準整備内容 

NO シート名 

8 偏差値参照 

9 施設用途分類表 

10 防災対策加算適用一覧表（参考） 

11 バリアフリー調査野帳 

12 施設評価用偏差値シート 
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１）評価結果シート 

 FM担当者は施設管理者、営繕担当者の評価入力に基づいて得られた評価結果シートの内容

を確認する。特に施設活用可能性の適合性判定、適合順位について、結果に基づいて、施設

の選択、整備、利活用のための具体の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３―１－１８ 評価結果シート 
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２）棟一覧表 

 FM担当者は施設管理者、営繕担当者の評価入力に基づいて得られた評価結果の棟一覧表の

内容を確認する。特に施設活用可能性の適合性判定、適合順位について、結果に基づいて、

施設の選択、整備、利活用のための具体の検討を行う。 

 

表３－１－２１ 棟一覧表 
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３）施設満足度調査 

 施設管理者により集約された利用者満足度調査（庁舎等）、生徒満足度調査（学校）、教職

員満足度調査（庁舎等、学校）の結果をもとに施設評価のための集計を行う。 

 集計は利用者、生徒、教職員毎に行う。 

施設評価は庁舎等においては利用者満足度および職員満足度、学校においては生徒満足度

および教職員満足度の集計を用いる。 

 集計は以下の方法で行う。 

 

 満足度集計は質問項目に対する４段階の回答を得点換算したものに各項目の重みを乗じた

総和を全項目が満足であった場合の総和で割った数値をサンプル数全体で平均したものとす

る。 

 

 満足度集計 

 ＝ {∑（各項目の回答得点（100,75,50,25）×重み）／（各項目100点×重み）}の平均 

  

 

表３－１－２２ 施設満足度調査集計用得点換算 

回答番号 回答内容 得点換算 

４ そう思う（満足） １００ 

３ やや思う ７５ 

２ あまりそう思わない ５０ 

１ 思わない（不満） ２５ 
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利用者満足度調査（庁舎等）集計用の重みを表３－１－２３に示す。質問項目の代表的な

ものについては重みを５、枝となる質問項目には重みを３に設定した。 

 

表３－１－２３ 利用者満足度調査（庁舎等）集計用重み 

NO 質問内容 重み 

1 あなたは、総合的に見てこの施設の立地に満足していますか。 ５ 

1-1 駐車場・駐輪場の数には満足していますか。 ３ 

1-2 この施設の雪対策には満足していますか。 ３ 

2 この建物は、良い建物（外・内観ﾃﾞｻﾞｲﾝ、空間等）と思いますか。 ５ 

3 あなたは、総合的に見てこの建物の安全性は十分だと思いますか。 ５ 

3-1 地震時や火災時の避難経路が分かりやすいですか。 ３ 

3-2 この建物のバリアフリー対応（段差､トイレ等）は十分だと思いますか。 ３ 

4 あなたは、総合的に見てこの建物の室内環境に満足していますか。 ５ 

4-1 階の移動はスムーズに利用できますか。 ３ 

4-2 建物内の案内表示が分かりやすく、目的の場所に行きやすいですか。 ３ 

4-3 明るさ（自然光も含めて）、照明には満足していますか。 ３ 

4-4 温湿度、空気清浄度には満足していますか。 ３ 

4-5 目的の場所の机・椅子、カウンターの高さなどに満足していますか。 ３ 

4-6 室内の音環境（静かさ､騒音）に満足していますか。 ３ 

4-7 内装、家具等の色彩については満足していますか。 ３ 

4-8 建物内の清潔さには満足していますか。 ３ 

4-9 この建物の居心地は良いですか。 ３ 

4-10 休憩コーナー等（ロビー、休憩ｺｰﾅｰ、食堂等）は満足していますか。 ３ 

4-11 トイレの数や清潔さなどには満足していますか。 ３ 

5 総合的に見てこの建物の地球環境への工夫や配慮は十分だと思いますか。 ５ 

5-1 この建物の省エネルギー対策（照明や節水、室温等）は十分だと思いますか。 ３ 

5-2 この建物の省資源対策（分別ゴミ、リサイクル等）は十分だと思いますか。 ３ 

6 あなたは、総合的に見てこの建物全体について満足していますか ５ 

7 あなたは、この建物を県民の財産として自慢したいと思いますか。 ５ 
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生徒満足度調査（学校）集計用の重みを表３－１－２４に示す。質問項目の代表的なもの

については重みを５、枝となる質問項目には重みを３に設定した。 

 

表３－１－２４ 生徒満足度調査（学校）集計用重み 

NO 質問内容 重み 

1 あなたは、総合的に見てこの学校の立地に満足していますか。 ５ 

1-1 駐輪場の数には満足していますか。 ３ 

1-2 学校敷地内の雪対策（除雪等）には満足していますか。 ３ 

2 この校舎は、良い建物（外・内観ﾃﾞｻﾞｲﾝ、空間等）と思いますか。 ５ 

3 あなたは、総合的に見てこの校舎の安全性は十分だと思いますか。 ５ 

3-1 この校舎の防犯対応（侵入防止等）は十分だと思いますか。 ３ 

3-2 地震時や火災時の避難経路が分かりやすいですか。 ３ 

3-3 この建物のバリアフリー対応（段差､トイレ等）は十分だと思いますか。 ３ 

4 あなたは、総合的に見てこの校舎の室内環境に満足していますか。 ５ 

4-1 階の移動はスムーズに利用できますか。 ３ 

4-2 図書室や特別教室、体育館等への移動はしやすいですか。 ３ 

4-3 教室の明るさ（自然光も含めて）、照明には満足していますか。 ３ 

4-4 教室の温湿度、空気清浄度には満足していますか。 ３ 
4-5 机・椅子には満足していますか。 ３ 
4-6 教室の音環境（静かさ､騒音）に満足していますか。 ３ 
4-7 内装、家具等の色彩については満足していますか。 ３ 
4-8 校舎内の清潔さには満足していますか。 ３ 
4-9 この校舎の居心地は良いですか。 ３ 
4-10 休憩コーナー等（ロビー、休憩ｺｰﾅｰ、食堂等）は満足していますか。 ３ 
4-11 トイレの数や清潔さなどには満足していますか。 ３ 
5 総合的に見てこの建物の地球環境への工夫や配慮は十分だと思いますか。 ５ 

5-1 この建物の省エネルギー対策（照明や節水、室温等）は十分だと思いますか。 ３ 
5-2 この建物の省資源対策（分別ゴミ、リサイクル等）は十分だと思いますか。 ３ 
6 あなたは、総合的に見てこの校舎全体について満足していますか ５ 

7 あなたは、この校舎を家族に自慢したいと思いますか。 ５ 
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教職員満足度調査（庁舎等、学校）集計用の重みを表３－１－２５に示す。質問項目の代

表的なものについては重みを５、枝となる質問項目には重みを３に設定した。 

 

表３－１－２５ 教職員満足度調査（庁舎等、学校）集計用重み 

NO 質問内容 重み 

1 あなたは、総合的に見てこの施設の立地に満足していますか。 ５ 

1-1 駐車場・駐輪場の数には満足していますか。 ３ 

1-2 この施設の雪対策には満足していますか。 ３ 

2 この建物は、良い建物（外・内観ﾃﾞｻﾞｲﾝ、空間等）と思いますか。 ５ 

3 あなたは、総合的に見てこの施設の安全性・信頼性に満足していますか。 ５ 

3-1 あなたは、地震時や火災時に、安全に避難できると思いますか。 ３ 

3-2 この施設の防犯対応（入退室管理、侵入防止等）は十分だと思いますか。 ３ 

3-3 この施設のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応（段差､ﾄｲﾚ等）は十分だと思いますか。 ３ 

4 あなたは、総合的に見てｵﾌｨｽ環境に満足していますか。 ５ 

4-1 階の移動はｽﾑｰｽﾞに利用できますか。 ３ 

4-2 執務室全体の広さには満足していますか。 ３ 

4-3 自分の机周りの執務のしやすさ、広さには満足していますか。 ３ 

4-4 執務室内の通路には満足していますか。 ３ 

4-5 打合せｽﾍﾟｰｽには満足していますか。 ３ 

4-6 業務に適切なﾌｧｲﾙｽﾍﾟｰｽ、収納が確保されていますか。 ３ 

4-7 ｵﾌｨｽﾚｲｱｳﾄには満足していますか。 ３ 

4-8 会議室の数や広さには満足していますか。 ３ 

4-9 明るさ（自然光も含めて）、照明には満足していますか。 ３ 

4-10 温湿度、空気清浄度には満足していますか。 ３ 

4-11 室内の音環境（静かさ､騒音）に満足していますか。 ３ 

4-12 内装、家具等の色彩については満足していますか。 ３ 

4-13 ｵﾌｨｽの清潔さには満足していますか。 ３ 

4-14 ｵﾌｨｽは、開放感があり気持ちが良いですか。 ３ 

4-15 ｵﾌｨｽ内の生活支援関連施設（ﾛｯｶｰ、休憩ｺｰﾅｰ、食堂等）は満足していますか。 ３ 

4-16 ﾄｲﾚの数や清潔さなどには満足していますか。 ３ 

5 あなたは、総合的に見てｵﾌｨｽ内の設備等の柔軟性に満足していますか。 ５ 

5-1 ＯＡ電源やｺﾝｾﾝﾄ、ＬＡＮ等の接続口の位置・数等に満足していますか。 ３ 

5-2 残業時の設備面や運用面の対応に満足していますか。 ３ 

6 総合的に見てオフィスの地球環境保全対策や運用管理に満足していますか。 ５ 

6-1 このｵﾌｨｽの省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策（照明や OA機器の節電等）は十分されていますか。 ３ 

6-2 このｵﾌｨｽの省資源対策（分別ｺﾞﾐ、ﾘｻｲｸﾙ等）は十分されていますか。 ３ 

7 あなたは、総合的に見てオフィスの情報化対応に満足していますか。 ５ 

7-1 あなたが使用しているＯＡ機器の台数や機能に満足していますか。 ３ 
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7-2 共用のｺﾋﾟｰ、ﾌｧｯｸｽ（数、機能、運用等）に満足していますか。 ３ 

7-3 ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ等の共用のＡＶ機器（数、機能、運用等）に満足していますか。 ３ 

８ あなたは、総合的に見てｵﾌｨｽ全体について満足していますか ５ 

９ あなたは、あなたのｵﾌｨｽを家族に自慢したいと思いますか。 ５ 
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４）偏差値参照 

 偏差値参照シートは「敷地面積」「延床面積」「光熱水費効率」「維持管理費効率」「全体劣

化度」の偏差値算出のための根拠データである。 

 各施設の評価のためのファイルに附属しているが、別ファイルの「施設評価用偏差値シー

ト」をマスタとして参照している。 

 偏差値参照シートは以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３―１－１９ 偏差値参照シート 
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５）施設用途分類表 

 施設評価に用いる用途分類は社団法人 公共建築協会によって公共施設分類として整備さ

れているPUBDIS（Public Building Designers Information System）の分類をもとに青森県

の県有施設の実状に応じて整理した以下の表を用いる。 

 FM担当者は必要に応じて分類の見直し、修正等を行う。 

 

表３－１－２６ 施設用途分類表 
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６）防災対策加算適用一覧表（参考） 

 施設評価において施設の防災対策の評価は施設計画時の耐震計画上の分類を用いることと

している。 

 この評価は県の施設を計画する際に用いている「防災対策加算適用一覧表（参考）」の構造

体の欄を参照する。 

 FM担当者は庁内にて用いられている「防災対策加算適用一覧表（参考）」の変更・見直し

等があった場合には、施設評価用の基準等や現在参照している「防災対策加算適用一覧表（参

考）」シートを変更・見直し内容に合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－２０ 防災対策加算適用一覧表（参考） 
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７）バリアフリー調査野帳 

 “青森県福祉のまちづくり条例整備マニュアル”における公共的施設（特定施設）整備項

目表（建築物）を調査野帳として整理した。 

 調査野帳は施設の現地調査時に用いる。FM担当は必要に応じて調査野帳を整備していく。 

 

表３－１－２７ バリアフリー調査野帳 
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８）施設評価用偏差値シート 

 施設評価で偏差値を用いる「敷地面積」「延床面積」「光熱水費効率」「維持管理費効率」「全

体劣化度」の偏差値算出用データとして本シートを整備する。 

 偏差値算出用データとして必要なのは平均値と標準偏差であり、施設評価上で用いる施設

用途毎にこれを用意している。 

 施設評価用偏差値シートは「敷地面積」「延床面積」「光熱水費効率」「維持管理費効率」に

ついては表３－１－２８に示すように施設用途毎に用意している。産業施設、行政施設、住

宅、その他についてはサンプル数の不足やデータの未整備により、現段階では平均値と標準

偏差の用意がない。 

表３－１－２８ 施設評価用偏差値シート種類 

  敷地面積 延床面積 光熱水費効率 維持管理費効率 

1 教育文化施設（学校以外） ○ ○ ○ ○ 

2 学校 ○ ○ ○ ○ 

3 福祉医療施設 ○ ○ ○ ○ 

4 試験研究施設 ○ ○ ○ ○ 

5 産業施設     

6 事務庁舎 ○ ○ ○ ○ 

7 行政施設     

8 住宅     

9 その他     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－２１ 施設評価用偏差値シート（例） 

 

 「敷地面積」は敷地環境の変化、「延床面積」は資産形態の変化や新築の増加等の場合には

偏差値算出用データも変化することが考えられるが、当面は本検討で作成したデータを用い

ることで構わない。 

 「光熱水費効率」「維持管理費効率」については変化するため、年に一度程度更新されたい。 
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また、「全体劣化度」の偏差値算出用データについても複数施設の劣化度調査をもとに偏差

値算出用数値を用意されたい。 

 なお、偏差値は以下の式で算出される。 

 

偏差値=（対象施設の劣化度集計-平均劣化度集計）／標準偏差×10 + 50 

 

表３－１－２９ 偏差値算出用数値 

 平均値 最高点 最低点 標準偏差 

建築 ０.５ １ ０ ０.１ 

電気 ０.５ １ ０ ０.１ 

機械 ０.５ １ ０ ０.１ 

全体 ０.５ １ ０ ０.１ 

 

 本検討では、十和田合同庁舎の劣化度調査結果を用いている。偏差値を算出する上で必要

となる平均と標準偏差は仮設定として平均は５０％、標準偏差は１０％をそれぞれ用いてい

る。 

 

 今後、劣化度調査を進めていく上で、平均値、標準偏差を整備していく必要がある。 
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９）スペース利用度算定式 

①庁舎 

 利用人数１人当りの延床面積による。また、会議室を有している場合は、③貸館に

準じて、年間開館日数、貸付対象部屋数及び貸付稼動部屋数も記載すること。 

 

②学校 

文部科学省による公立高等学校設置基準と現在の人数の割合によっている。 

FM担当者は文部科学省、教育庁の用いるこの基準についても変更・更新等のあった場合に

は応じて、評価基準等を見直していく必要がある。 

また、会議室を有している場合は、③貸館に準じて、年間開館日数、貸付対象部屋

数及び貸付稼動部屋数も記載すること。 

 

表３－１－３０ 公立高等学校設置基準 

収容定員 面積（㎡） 

１２０人以下 １２００ 

１２１人以上４８０人以下 １２００＋６×（収容定員－１２０） 

４８１人以上 ３３６０＋４×（収容定員－４８０） 

 

③貸館等 

 貸室の稼働率によっている。 

 貸室対象部屋数、貸室稼動部屋数をそれぞれ記入する。 

貸室と宿泊室、会議室と体育施設など複数の機能を有している場合は、主要な２つの機能

についてそれぞれ記入すること。なお、庁舎の会議室等で貸し出しを行っていないものも対

象とする。 

 

④図書館等貸室を有さない施設 

 入館者数などの事業計画における計画値と前年度の実績値の割合による。 
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第４編 維持保全と保全情報システム 

１.保全情報システムの概要 

本県では、平成16年度から施設情報システムを導入し、段階的に情報整備を進めていると

ころである。今年度から都道府県及び政令市が共同利用する保全情報システム（BIMMS）を使

用している。 

保全情報システムは、図４－１－１のとおりＡＳＰ方式により運用されているため、イン

ターネットに接続できる環境があれば特別な設備や回線は不要であり、都道府県及び政令市

の共同開発を行ったことにより開発費が抑制されたのと併せ、低コストで利用可能なシステ

ムとなっている。 

保全情報システムを利用する際は、利用者毎にＩＤ及びパスワードを発行することで、利

用者の利用目的及び情報管理の必要性に応じ機能の利用制限が設定可能となっており、情報

管理が図られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１－１ BIMMS共同利用の仕組み 

 

保全情報システムは、図４－１－２に示すように大きく5つの機能で構成されている。 

一つ目の「基本情報管理機能」は、施設の所在、面積、取得・登記年月日などの財産台帳

的機能及び建物の基本的仕様や工事履歴を登録する機能を有している。工事履歴を活用する

ことにより工事や維持管理業務について台帳化を行うことが可能である。 

二つ目の「施設管理機能」は、施設管理者等のスケジュール管理、建築部位や設備等の台

帳管理、エネルギー使用量管理、利用者等からのクレームや不具合管理などについての機能

を有している。エネルギー使用量管理など日常業務に不可欠な機能から利用していくことが

可能である。 

三つ目の「保全計画管理機能」は、施設毎の詳細な建築部位や設備の登録を行うことによ

り、中長期保全計画の作成する機能を有している。施設の劣化度や危険度を反映した修繕計

画の作成が可能となる。 

四つ目の「複数施設総合評価・分析機能」は、「基本情報管理機能」や「施設管理機能」に

データベース
(保全情報)

基盤インフラ
(ﾊｰﾄﾞｳｪｱ･ﾈｯﾄﾜｰｸ・

ｾｷｭﾘﾃｨ)

アプリケーション
(保全支援機能)

保全情報センター地方公共団体

管理責任者

営繕部局

財政部局

部局１

部局２

部局３

インターネット

支援ツール提供

ASP方式※

※Application Service Providerの略。アプリケーションソフトをデータセンタ等
で運用し、当該ソフト等をインターネット経由でユーザに提供する事業(者)。
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登録されているデータをもとに、複数の施設の比較を行う機能を有している。この機能を活

用することで、維持管理費などの適正化のためのデータ作成が可能となる。 

五つ目の「保全技術情報等提供機能」は、施設管理担当者や営繕担当者等の共用の電子書

庫として活用できる機能を有している。利用する地方公共団体向けに、建築・設備の不具合

対応事例集が提供されているなど施設管理担当者の業務支援が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１－２ BIMMS機能の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１－３ 保全技術情報等提供機能（保全業務FAQ） 

 

 

台帳管理台帳管理
・自己評価

施設管理部局

ストックのストックの
有効活用有効活用

安全性の確保安全性の確保
→→点検等の義点検等の義
務化務化

営繕部局

 

保全情報保全情報
システムシステム

業務支援

データ
ベース

データデータ

ベースベース

技術的な
分析・評価分析・評価

技術情報

個別情報

全体分析

施設管理機能施設管理機能

基本情報管理機能基本情報管理機能

保全計画管理機能保全計画管理機能

複数施設総合評価・分析機能複数施設総合評価・分析機能

土地･建物の基本的な機能､委託情報､
各種保全参考資料､情報検索・集計等

土地･建物の基本的な機能､委託情報､
各種保全参考資料､情報検索・集計等

施設管理担当者の日常保全業務､不具
合､メンテナンス情報の管理・表示等

施設管理担当者の日常保全業務､不具
合､メンテナンス情報の管理・表示等

施設単位､部局単位､施設全体を対象
とした保全計画の策定､予算平準化支
援等

施設単位､部局単位､施設全体を対象
とした保全計画の策定､予算平準化支
援等

複数の施設にまたがり串刺し検索・分
析することによりコスト算出、ベンチマ
ークの算出等を支援する等

複数の施設にまたがり串刺し検索・分
析することによりコスト算出、ベンチマ
ークの算出等を支援する等

保全技術情報等提供機能保全技術情報等提供機能

保全技術情報の様々な文書データ及
び標準様式を参考として登録する等

保全技術情報の様々な文書データ及
び標準様式を参考として登録する等

１次対応 

屋根からの漏水

に発展する可能

性があるので、

専門業者（専門

技術者）に調査

を依頼します  

２次対応 

調査結果を受

け、修繕工事に

対する見積書の

提出を依頼し、

工事実施の判断

を行います 

  

補足説明 

屋根の著しい損

傷、剥離などは、

漏水の原因にな

ることがありま

す 

 

  

図表・写真 

モルタルの 
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２.維持管理費と保全情報システム 

 本県では、ファシリティマネジメント導入推進事業（平成16～17年度）において、施設維

持管理費の削減に着手し、維持管理費のデータベース化を進めている。 

平成16年度、施設情報システム導入前に実施した全県有施設対象の清掃等の維持管理業務

委託費の調査では、紙を媒体として実施したため、集計・分析に多大な手間と時間を要し、

文書量も膨大となった。平成17年度は、表計算ソフトを用いて調査を行ったが、文書量の削

減とはなったものの、集計・分析にはやはり手間と時間を要する結果となった。 

平成18年度以降は、全県有施設を対象に保全情報システムを使用して調査を行う予定とし

ており、県営住宅などを除いた県有施設全体の維持管理業務委託費や光熱水費全体を短時間

で把握できるようになる。また、施設毎に横並びで比較・分析することが可能となるため、

むり・むら・むだの発見も容易となることが期待される。 

維持管理費の入力は各施設管理担当者が行うこととなるが、施設管理担当者にとっても今

後は委託業務の執行状況や光熱水費の支出状況、エネルギーの使用状況などがデータベース

として蓄積されていくことになるので、業務の効率化が可能となる。 
 

 
図４－３－１ 維持管理業務委託実績管理画面例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４編 維持保全と施設情報ｼｽﾃﾑ 

 

 149

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３－２ エネルギーコスト管理画面例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３－３ 光熱水費管理（単独）及び複数施設分析画面例 
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３.保全情報システムの今後の活用 

 本県では、平成 16年度に青森市内の施設と各合同庁舎、平成 17年度に弘前、八戸市内の
施設を加え、平成 18年度からは全ての県有施設を保全情報システムの対象にする予定として
いる。これまでは、建物基本情報と維持管理費の蓄積を主に利用してきたが、今後活用が想

定される事項を以下に示す。 
 
１）施設情報の蓄積 
建設時や改修時の工事内訳書等の工事関連資料や修繕・改修履歴など、これまで保存や情

報共有がなされにくかった施設情報が、施設情報システムの電子書庫により一元管理が可能

となる。これにより、建築部位や設備毎の更新周期や改修費用の分析も可能となり、さらに

ライフサイクルコスト試算のデータとして活用することで精度の向上も期待される。 
また、今後実施されていく劣化度調査や施設評価の調査シート等も同じく電子書庫を活用

することにより一元管理や調査の効率化が図られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４－３－１ 工事履歴リスト及び工事内容画面例 
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２）中長期保全計画作成 
 本庁舎、合同庁舎や施設評価により「維持」と判定された施設については、保全情報シス

テムの中長期保全計画機能を用い、営繕担当部局が行う劣化度調査を受けて詳細な保全計画

の策定が可能となる。 
施設の長寿命化は、日常の適正な施設管理や計画的な改修工事の実施が前提である。維持

管理費や光熱水費の最適化を行い、これまでは事後保全が主流であった修繕・改修を適切な

予防保全を加えるために保全情報システムの活用が不可欠である。 

 
３）施設管理業務の効率化 
施設維持管理に関する県の基準類や関係法令等を、施設管理担当者が分かりやすい形でＦ

Ｍ担当や営繕担当部局からの提供が可能となる。 

また、中央監視が可能で設備運転監視業務を外部委託している施設は、業務委託者に施設

管理機能に限定した利用権限を与え、施設管理担当者と業務受託者が保全情報システムを活

用してリアルタイムに情報のやり取りを行うことで業務の効率化、不具合への対応履歴など

の蓄積が可能となる。 

 

４）公有財産台帳としての活用 

 保全情報システムは、土地・建物の一元的管理が可能なシステムであり、総合的な公有財

産の経営管理を実現するために、公有財産台帳と保全情報の一元化が有効となる。 
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４.モデル施設の長期修繕計画 

今後の中長期保全計画作成のモデルとするため、保全情報システムの保全計画管理機能を

用いて４つの県有施設の長期修繕計画（30年）を算出した。 

 
（１）中長期保全計画管理の概要 

 登録された機器、部材等の情報をもとに、修繕周期、更新周期と劣化度、危険度をパラメー

タとして、建物ごとの中長期修繕計画を作成することができる。また、シミュレーションを

繰り返すことにより、実施レベルの工事計画（修繕更新計画）を立案することが可能である。 
ただし、建設費、光熱水費、維持管理費は含まれないため、ライフサイクルコストではないこ

とに注意が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４－５－１ シミュレーション設定画面 
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図４－５－２ シミュレーション結果画面 
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（２）モデル施設の概要 

 モデル施設として、庁舎２施設、県立学校２施設を選定した。 
 

表４－５－１ モデル施設の概要 

用途 モデル施設 所在地 建設年 延床面積（㎡） 

庁舎 青森県総合社会教育センター 青森市 1989 6,988.27 

 十和田合同庁舎   十和田市 1981 4,129.31 

校舎 青森西高等学校 管理棟 青森市 1998 3,548.23 

    特別教室棟１  1998 1,178.22 

    特別教室棟２  1998 1,763.79 

    一般教室棟  1998 2,072.55 

    計    8,562.79 

  弘前工業高校 管理棟 弘前市 1969※ 5,866.58 

※2003年～2004年に大規模改修実施済 

 

（３）モデル施設の長期修繕計画 

修繕・更新周期は、（財）建築保全センター発行の「建築物のライフサイクルコスト」に

よるものであり、今後の劣化度調査の結果に基づいて周期の変更を行い、実態に近づける必

要がある。 

 

１）青森県総合社会教育センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－５－３ 青森県総合社会教育センター シミュレーション結果 
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２）十和田合同庁舎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－５－４ 十和田合同庁舎 シミュレーション結果 

 

３）青森西高等学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－５－５ 管理棟 シミュレーション結果 
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図４－５－６ 特別教室棟１ シミュレーション結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－５－７ 特別教室棟２ シミュレーション結果 
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図４－５－８ 一般教室棟 シミュレーション結果 

 
４）弘前工業高校 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４－５－９ 管理棟 シミュレーション結果 
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第５編 今後の展開 

 

１.総量縮小と施設財政シミュレーション 

 

 県有施設が1970年代に集中して建設されたことは第１編１（４）図１－１－６で示したと

おりである。 

図５－１－１ 県有施設の竣工年別延床面積（図１－１－６再掲） 

 

この年代の建物が 2010年以降に築後 40年を迎えることや、財政改革により改築や大規模

改修工事が抑制されていることから、図５－１－２上「パターン別のＬＣＣ把握」のように

2010年度に大きな経費負担の積み残しの山が発生する。パターンＡ（現状の施設量を保持し、

築後 40年目に改築）に対し、パターンＣ（延命化（60年使用）及び長寿命化（88年使用）

対策）の 30年間のＬＣＣは 862億円削減されるものの、2010年度では経費負担が逆に増加

する結果となった。これは、2010年度のコストのうち約7割が改築となっており、これらほ

ぼ全てに長寿命化対策を講じるとすれば、パターンＡを上回ることとなる。 
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図５－１－２ ＬＣＣの把握と平準化イメージ 

  

 パターンＤでは2010年に、施設面積が全体の５％縮小されているという仮説（現状の県民

一人当たり面積を維持するとした場合、人口増減によって面積を増減する。）を立ててシミュ

レーションしたところ、３０年間のＬＣＣは１，１９６億円削減され、さらに2010年度の経

費負担の軽減が図られるという結果となった。 

 しかし、その場合においても2010年度には約５５０億円の経費負担が発生することとなる。 

 この解決としては、財政状況に対応する平準化ラインを設定し、施設評価実施による施設

の選択や劣化度調査等による改修工事の優先順位を付けることによって、より効率的な投資

を行うことが考えられる。この平準化ラインは、財政部局との密接な連携により設定してい

く必要がある。 

また、延命化を講じた施設が改築時期を迎える2034年以降も年間３００億円を超える経費

負担が発生することから、長期的視点に立った平準化が必要となる。 

青森県の人口は2010年にはピーク時より５％減少すると推計されている。2010年から2015

年にかけては、更に２％減少する見通しである。今後は、このことを考慮しながら、財政状

況の見通しや職員数の減少に対応する適切な総量縮小規模をシミュレーションにより見極め、

施設評価により廃棄・運用とする施設を選択して総量縮小を進めていく必要がある。 
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２.施策評価等との関連付け 

 県有施設は行政サービスの提供がその使命であり、施設が有する不動産的価値のみでそ

の存廃が決まるものではない。当然、提供されている行政サービスに対する施策・事務事

業評価あるいは施設毎の財務状況を含め総合的に判断される必要がある。 
 資産戦略は、全庁的な合意、最終的には経営トップの政策判断によって決定されること

となるが、施設について資産価値等により判断を行う道具がライフサイクルコスト試算手

法及び施設評価手法であり、この道具を活用するためには施策評価や財務評価と連携し効

果的に活用する仕組みが必要である。 

 
図５－２－１ 関連評価制度 

 
 また、現在、土地についての財産管理事務を所掌する出納局では「県有地利活用調整会

議」において全庁的な利用調整を図っている。 
県有財産を資産としてとらえ総合的な経営管理によりその適正化を実現していくため

には、資産戦略の決定において土地を含めた県有財産全体で検討することが望ましいため、

部局を横断し施設と土地の一元管理を行っていくためのシステムづくりが不可欠となって

くる。 
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３.評価のサイクルと実施体制 

（１）施設評価 

施設評価の対象となる県有施設は 240施設程度であり、構成している主要な建築物は概
ね 700棟程度である。県の重点施策の見直しは概ね 5年ごとであり、建築基準法の規定に
よる定期点検は 3年に 1回となっている。これらの諸条件と事務量を鑑みると 3～5年を 1
サイクルとして評価を実施する必要がある。 
評価にあたっては、施設の現状を把握している施設管理者、また技術的事項に関しては

建築・設備の営繕系職員が実施する必要がある。 
 

 
図５－３－１ 評価の実施体制 

 
 まず、施設概要及び利用状況を把握した上で、建築または大規模改修からの相当年経過

している、あるいは利用度が低いなどの施設を抽出し、評価に着手するための年次計画を

作成する。 
事務庁舎については、行財政改革による事務の簡素化と職員数削減、また団塊世代の大

量退職などから当面は毎年度、施設ごとに職員一人当たりのスペース利用度の確認が必要

と思われる。また、職員公舎についても同様に空家率の確認を行う必要がある。低利用の

施設については、集約・複合化を想定し優先的に施設評価を行い、同一地区の他施設との

統廃合が可能か、継続使用するか、廃棄するかなど評価結果により選択していくことにな

る。この手順のサイクルを進め、段階的に総量縮小を図っていくこととする。 
 一方、県立学校や公の施設については、施設をとおして県民へのサービスを提供するも

のであり、施策・事務事業評価との整合を図る必要があることから、速やかに全ての施設

に着手することが望ましい。 
 また、施設評価の結果を踏まえて、施設ごとに戦略の決定を行っていくための体制構築

の必要もある。各部主管課、財政課、建築住宅課など関係課、そして評価とりまとめ調整

を行うファシリティマネジメント担当により構成される戦略会議を設置し、全庁的な調整

と合意を行う体制が必要となる。 
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施設財政シミュレーションの結果にも示されているように、行財政改革による工事抑制

後の対策を講じるためには、今後 4年以内に全施設の施設評価の結果が必要であるため早
急な体制の確立と実施が望まれる。 

 
（２）施設整備計画制度 

本編第 1章で述べた財政状況に対応する平準化を進めていくためには、施設評価及び劣
化度調査により改築及び大規模改修工事の優先順位を明らかにし、予算要求段階において、

施設の価値や効率性、また工事内容が適切かの見極めを行う必要がある。東京都財政局で

は、施設整備や改修に関しては財産管理部局と営繕部局の所見を参考として予算編成を行

う仕組みとしている。 
 本県において、施設の延命化・長寿命化、また総量縮小を着実に推進していくためには、

施設評価が予算編成に反映される仕組みを確立し、施設整備費の総額と効率良く適正な予

算配分のコントロールが可能な制度（以下「施設整備計画制度」という。）が必要である。 
 施設整備計画制度は、新築、改築及び大規模改修工事を対象とし、図５－３－２に示す

施設評価、整備計画、技術評価、予算要求の手順で進める。 

各
部
局
長

（
施
設
管
理
者
）

Ｆ
Ｍ
担
当

建
築
住
宅
課

財政課 経理課

予
算
要
求

予
算
査
定

施設有効利用
運用効率
代替施設提案

技術的判断
代案の提案
改修優先順位

(6)予算要求資料作成依頼

(7)予算要求資料

(3)協 議
(2)整備計画書(2)整備計画書

(4)技術評価等意見(5)所 見

(

3)

協
議

(5)所
見
送
付

(1)施設評価

 

図５－３－２ 施設整備計画制度 

 

【新規施設整備（新築）の場合】 
① 施設主管課（施設管理者を含む。以下この項において同じ。）は、施設整備に関する
基本計画（基本計画の作成を要しない場合は基本設計）の予算要求前年度に、新築
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しようとする施設の機能・立地・規模等を整備計画書として作成しＦＭ担当に提出

する。 
② ＦＭ担当は施設有効利用・運用効率・代替施設可能性等の観点から、建築住宅課は
技術的観点からの整備計画内容に対する所見を施設主管課及び財政課に通知する。

なお、立地・代替施設可能性等の検討を行う際は、ＦＭ担当と経理課が協議するも

のとする。 
③ 施設主管課は、ＦＭ担当からの所見を添え、基本計画または基本設計委託料の予算
要求を行う。 

【改築及び大規模改修の場合】 

① 施設主管課（施設管理者を含む。以下この項において同じ。）は、施設整備に関する
基本計画（基本計画の作成を要しない場合は基本設計）の予算要求前年度に、改築

及び大規模改修工事をしようとする施設の現状・規模・工事内容等を整備計画書と

して作成しＦＭ担当に提出する。なお、対象となるのは、施設評価において「建替」

「再生」「転用」となった施設である。 
② ＦＭ担当は施設有効利用・運用効率・代替施設可能性等の観点から、建築住宅課は
技術的観点及び県有施設全体における工事の優先順位を、整備計画内容に対する所

見として施設主管課及び財政課に通知する。なお、代替施設可能性等の検討を行う

際は、ＦＭ担当と経理課が協議するものとする。 
③ 施設主管課は、ＦＭ担当からの所見を添え、基本計画または基本設計委託料の予算
要求を行う。 

 

 この制度では、財政課は毎年度の増改築及び改修工事費の総枠を示し、また施設整備が

施策上必要なものなのかの判断を行う。資産保有量及び利活用についてはＦＭ担当が、技

術的内容は建築住宅課が判断を行う。これにより、県有施設全体を鑑みて県として必要な

施設へ配分を行うことで、施設に係る工事関連経費の抑制と適切な保全が可能となる。 
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４.ＬＣＣとＬＣＣＯ２ 

 県有施設の総量抑制及び長寿命化は、環境負荷の抑制にも寄与する。本調査研究では十

和田合同庁舎をモデルとして、延命化及び長寿命化を行った場合のＬＣＣＯ２＊のシミュ

レーションを行った。 
 シミュレーションにあたっては、日本建築学会が公表している「建築物のＬＣＡツール

ver4.01」を使用した。なお、算定は、地業、躯体、主要仕上げ、建具、断熱、標準設備を
対象に行っており、解体は廃棄物が全量再資源化されるものとしている。運用エネルギー

は十和田合同庁舎の平成 16 年度実績値を使用し、延命化・長寿命化工事による運用エネ
ルギー改善率等は青森県環境調和建築設計指針の「県環境負荷低減手法選択シート」によ

り算出を行った。 
 

表５－４－１ 延命化・長寿命化を図った場合のＬＣＣＯ２ 

単位：kg-CO2/年m2 
  40年使用 60年使用 88年使用 

新築 ２５．９３ １７．２９ １１．７８ 
修繕・改修 １４．４１ １２．５６ １５．３７ 

運用エネルギー ３５．９６ ３３．５２ ３１．０１ 
維持管理・一般廃棄物 ４．４６ ４．４６ ４．４６ 

解体 ２．１２ １．４１ ０．９６ 
合計 ８２．８８ ６９．２４ ６３．５８ 

40年使用に対する削減効果 
（削減率） 

－ １３．６４ 
（１６．５％） 

１９．３０ 
（２３．３％） 

 
 試算の結果は、表５－４－１のとおりである。十和田合同庁舎（延床面積 4,129.31m2）
の規模では、長寿命化で年間約 80 トンの二酸化炭素排出量が削減されることとなった。
ライフサイクルコスト試算手法の対象とした庁舎全て（延床面積 459,061m2）が同様の効
果が期待されると仮定すると、年間約 9,000 トンの二酸化炭素排出量が削減可能となる。 
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５.既存県有施設の利活用スキーム 

 施設評価の結果、県自ら使用する施設は、適切な保全あるいは用途変更、長寿命化が施

されていくことになり、それ以外の施設は売却を含めた利活用方策を探っていくことにな

る。 
図５－５－１に示すように、施設評価により維持・再生・転用となった施設は施設整備

方針（仮称）に基づき目標使用年数を満たすよう「長く」「大事に」「効率よく」使ってい

くことになる。また、新たな施策あるいは行政サービス拡大により新規施設が必要となる

場合は、まずは既存施設の転用で対応できないかを検討する必要がある。施設評価におい

て「転用」への可能性が高いと判断された施設を中心に、具体の候補を検討することにな

る。 
一方、運用・廃棄となった施設は、施設利活用方針（仮称）に基づき、売却の推進と併

せ、利活用方策を検討していくこととなる。 
 

継続使用

・ＬＣＣの圧縮

・効率的活用

・満足度向上
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貸付・売却推進

ライフサイクルコスト試算手法による効果試算、今後30年間の経費推計
 

図５－５－１ 今後の展開（体系イメージ） 

 
 現在、県では遊休施設を原則廃止・売却としているが、未だ低迷が続いている本県の経

済状況からすれば全ての施設の売却は困難である。施設評価の結果が「運用」と判定され

る施設は、建築物としては十分使用に耐えるものであり、解体費を考慮するとあえて保有

し、民間からの利活用提案により貸付建物とする選択も考えられる。また、県の歳出抑制

により従来手法での新規施設整備が困難な状況のため、県有財産の価値と民間資金活用に

よる施設整備手法を構築し、新たに必要な公共サービスの提供あるいは地域の活性化を図

っていく必要もある。 
 他県などにおいても、廃止庁舎についてＮＰＯ等を対象に公募により借受者を求める事

例が増加している。また、学校施設は既に多くの民間による活用事例が存在する。（参考事

例：廃校リニューアル 50選／平成 15年 4月 文部科学省） 
 最近の事例として、東京都千代田区などが日本政策投資銀行の提唱する「家守（やもり）

事業」を導入し、廃校や床に余裕が生じた施設に民間活力を導入し、施設再生のみならず
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地域の活性化を実現している事例も出てきている。 

 

 

図５－５－２ 家守事業の仕組みと概念（日本政策投資銀行ホームページより） 

 
 また、現在、行政財産であっても施設の余剰部分の貸付が可能となることを含め公有財

産の効率的な活用が可能となるよう地方自治法改正の検討が国において進められている。

今後県有施設の総量縮小を進めていくことと並行して、余剰となる施設また利用度の低い

施設及び土地を総合的に利活用していくことが、行政サービス向上と県民の共有財産の負

託に応える有効な手段となる。 
 
 

＊SOHO とは 

Small Office / Home Office の略 

＊家守（やもり）事業とは 

家守とは、江戸時代に、地主に代わって宅地内の諸事を差配する職業でした。家守は、資産管理

者として賃料を確実に得るため店子の選定から起業育成、町全体のマネジメントまでを担っていまし

た。家守事業は、この家守の機能の現代版といえます。 



用語の定義と解説 

 
NO 編 章 節 用語 定義・解説 

1 1 1 (5) 公の施設 地方公共団体が設置する施設のうち、住民

の福祉を増進する目的をもってその利用に

供するために設けられる施設をいう。（地方

自治法第244条） 

2 1 1 (5) インハウスエスコ

事業 

ＥＳＣＯとは、エネルギーサービスカンパ

ニー（Energy Service Company)の略であり、

施設内における省エネルギーに関する技術

提案、改修指導、効果の検証、保守管理等の

サービスを包括的に提供し、それまでの環境

を損なうことなく省エネルギーを実現する

事業のこと。インハウスエスコ事業とは、イ

ンハウス（組織内）において、この仕組みを

用いて事業を展開するもの。 

なお、通常言われるＥＳＣＯ事業は、省エ

ネルギー量を保証したうえで、そのための資

金を提供し、建物オーナーとＥＳＣＯ事業者

双方で成果を分配することが特徴である。 
3 1 1 (6) 不動産証券化 不動産証券化の基本的なスキームは、不動

産を特定目的会社（ＳＰＣ）や信託銀行等に

売却し、その資産の価値を裏付けする証券

（有価証券）を発行してもらい、多数の投資

家から資金調達するものである。 

4 1 1 (6) デュー・ディリジェ

ンス 

不動産取引において、対象不動産の有する

適正な市場価値やリスクを明らかにするた

めに実施する詳細かつ多角的な調査をいう。

主な調査項目は、不動産状況調査、環境調査、

法的調査、経済的調査で、調査は専門家（弁

護士、不動産鑑定士、公認会計士、環境コン

サルタント等）によって精査される。 

5 1 1 (6) ＰＦＩ Private Finance Initiative 

民間資金を活用した社会資本整備をいう。

内閣府によれば、「公共施設等の建設、維持

管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技



術的能力を活用して行う新しい手法」とされ

ている。つまり、これまで公共部門によって

行われてきた社会資本の整備と運営等の一

部を、民間事業者の資本やノウハウ等を用い

て、より効率的・効果的に行おうという手法

である。 

6 1 3 (1) ライフサイクルコ

スト 

（ＬＣＣ：Life 

 Cycle Cost） 

施設の設計費・建設費などの初期投資（イ

ニシャルコスト）と、維持保全費・運用管理

費などの施設運営費（ランニングコスト）及

び解体処分までの「建物の生涯に必要な総費

用」をいう。 

施設のＬＣＣにおける建設費は氷山の一

角で意外に少ない。保全費、運用費、修繕費

等が圧倒的な割合を占めている。 

施設のコストを考えるとき、その建設費の

みを対象として評価しがちだが、水面下にか

くれているこれらの費用を含めて考える必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

建設費 

修繕費 
改修費 

運用費 
（光熱水費等） 

保全費 一般 
管理費等 



7 1 5 (2) 保全情報システ

ム 

（ＢＩＭＭＳ： 

Building  

Maintenance &  

Management 

Center） 

保全情報システムは、地方公共団体の施設

保全情報を一元的に管理し保全業務を支援

することを目的に開発され、平成１７年から

運用が開始された。 
建物を保全する施設管理者の情報、工事を

担当する営繕部門の情報、これらを一元管理

することで、既存ストックの有効活用や意思

決定の支援を可能とするものである。システ

ムは、システムの基盤インフラ、データベー

ス、アプリケーションは保全情報センターに

集約し、インターネットを介してサービスを

提供する仕組みになっている。 

8 5 4  ＬＣＣＯ２ 

（ライフサイク

ル二酸化炭素） 

建築物等の生産・利用に関係して製造・使

用・改修・廃棄のライフサイクルを通じて発

生する二酸化炭素発生量を指す。 
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静岡県都市住宅部営繕総室営繕企画課 
三重県総務局管財室 
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